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     This thesis describes a research on the non-traditional working 
techniques to be used for higher level and lower cost production of 
mechanical parts. The new techniques are achieved by adding the new 
working energy and the control of working force to the conventional 
techniques. 
     Part I presents a new bending technique for formed sections, com-
bining the rotary bending and vibratory impact working. It largely 
improves wrinkles, breakage, and undesirable distortion of the formed 
sections, and, accordingly, the limiting bending radius can be extraor-
dinarily reduced. The optimum vibratory impact condition is determined 
by the experiment and the analysis of a model of vibration system. This 
technique is applied to the manufacture of various automobile parts. 
Its further extension, proposed and tested, is to pass the formed sec-
tion forcibly between two specially designed rollers to obtain the 
desired radius of bending. 
     Part II introduces non-traditional shearing methods which improve 
the quality of the sheared surface. The first one is to add ultrasonic 
vibration to the shearing tool. An experiment on aluminum shows that 
significant improvement of edge-fall off is obtained by controlling 
working conditions and ultrasonic power, and that the shearing mechanism 
under ultrasonic vibration is by plastic fatigue by the repeated impact 
forces. The second method, application of high velocity shearing of the 
order of 2 m/sec., is effective to mild steel and spring steel plates 
but not to aluminum plates. Observation of arrangement of dislocations 
shows that the high velocity shearing changes the shearing mode from 
ductile to brittle fracture. Thirdly, a new coining type shearing 
method is proposed to obtain a flat surface slanted against the shear 
direction. The optimum shearing conditions are found to make the weft
guides for the air jet loom. The new manufactured weft guides have no 
problem in actual use. 
     Part III is concerning a new technology to use the microwave energy 
to heat and join compatible ceramic bodies. A special rectangular 
cavity is made and a precision method to measure the dielectric constant 
and electric loss factor of ceramics is established. Butt joining of 
sintered alumina rods by microwave heating is successfully carried out 
at around 1750°C without solder. A microscopic observation shows that 
only the grain boundary phase between alumina particles reaches to 
melting point to accomplish the joining. 
     Part IV is concerned with a fundamental study on the restraining 
of wrinkles generated by non-uniform stretching in the process of sheet 
metal forming. A biaxial diagonal tensile testing machine is made and 
behavior of wrinkles is precisely examined. The experimental data and 
the stress analysis show that surface defects and body wrinkles can 
be restrained by controlling the biaxial loading ratio and mechanical 
properties of materials. Validity and usefulness of the above study 
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打抜 き法(板 材 に対 して)4》～it)、および拘束 ぜん断法(棒 材 に対 して)12》～14)、切削機構:をと
一2一
り入れて平滑なせん断面 を形成す る対向ダ イスせん断法15》N22)、シこ〔一 ビング法23》～27)などが
挙げ られ る。これ らは、それぞれ製 品形状、材料 の性質 にあわせて使 い分け られ 、実用的 にもか
な りの成功 をおさめている。以上 の例 は、 いずれも慣用せん断法のポ ンチ刃、ダ イス刃、板押さ
え等の工具 に工夫を こらしだものである。 これに対 し、工具は慣用せん断法 と同 じものを使 い、
他のエネルギーを付加 した り、せん断速度を速 くしだせん断法 は有望であ り、い くつかの先駆的
検討がなされて る。板材の打抜 き加工時にポンチ刃 に超音波振動 を付加す る超音波打抜 き法がフ
xノ ール樹脂積層板の打抜 きに対 して適用され28)ポンチ刃 とダ イス刃のク リアランス、振動振
幅、打抜 き速度の切 り口面形状に与 える影響 な どが調べ られている29)。しか し、金属材料のせん
断に超音波振動を付加 した報告は見 られない。一方慣用せん断法でせん断速度 をある値以上 に大
き くす ると、切 り口面 は平坦化す ることが、銅材 に対 して認 め られてお り(1944年)30}、その後
板材の高速打抜 き31)～38)、丸棒の 高速せん断39)～41)に関 して多 くの研究 がなされている。 しか し、
これ らの高速せん断の研究では、いずれもせん断速度が5m/sec以上であ り、実用的ブ レスの開
発および工具損傷 の面 に難点 が多 い。実用を考 えた場合は、2～3旧/secまでのせん断速度での効
果を詳 しく知 ることは必要であ ろう し、 まだ、 この速度域 で効果のあ る材料 を調べ ることも必要
であるが、 この点 につ いては十分な研究 がなされて いない。
以上のせん断法 の研究 は、 いずれも切 り口面をいかに垂 直に、平滑に、また、"だ れ"が な い
ように形成す るかをね らったもの である。これに対 し液体 や気体が板材 の切 り口面を通過す るよ
うな部品では・あ る一定の傾斜(テ ーパー)を 持 っ拒平滑な切 り口面 が しば しば必要 とな る。 こ
の様な 目的のためには、せん断加工 を含 む新 炬な複合加工技術の研究 が必要であ る。
(3)セ ラミ・ンクスの接合:耐 熱性、耐酸化性に優 れ、 しかも硬 く軽 いということか ら構造
用部品の軽量化 、長寿命化、高性能化へのニーズに応 じてファインセラ ミックスが注 目されてい
る。セ...7ミックス部品 は一般 的には原料粉末 をまず射出成形法、冷問静水圧成形法 などで成形 し、
次いで、反応焼結法、ホ ッ トブ レス焼結法、常圧焼結法 、熱問静水圧焼結法(HIP)な どを用
いて高温で焼結 することに よってつ くられる42)c焼結時 にはかな り大 きな体積 収縮 を伴 い、 ま炬
焼結後に成形加工す ることは極めて困難 を伴 う。 したがって機械部 品のように複雑 な形状の精密
部品 を製作す るの は工業的には必ず しも容易で はない。現在、実 際に用 い られてい る焼結後 の加
工法 としては、ダイヤモン ド工具 を用 いた研削加工 が唯一の方法 であ り43)、この方法の加工能率
の低 さの ために、セ ラミックス部品の価格 を高いものに して いる。複雑な形状 の部品 を単純な形
状 に分割 して成形、焼結 しだ後、 これ らを高強度でつなぎ合わせる接合技術 は上記の問題 を軽減

































種高張力銅板が開発さX62)、自動車ボデ ィ用銅板への利用が検討されるようにな っx,63)。しか し
薄板化、高張力鋼板化にともない、ボデ ィしわ、面ひずみ というフランジ しわ とは別 の面形状不
良が成形上の重要な問題 とな って きた64)。これ らの面形状不良は吉 田 らが提案 したな じみ線図65)
でみ られ るように、ブ レス成形過程での不均一引張 りに よるしわの発生 、成長、消去 と密接な関
係にあ り、自動車用パ ネルな らびにその モデルについて多 くの研究が行われ 炬66)～78)。しか し成
形形状が複雑かつ多様 であ り、薄板 に誘起 され る応力状態や、その変化 も複雑であ って面形状不
良に対す る主要因 とこの不良の発生 、抑制条件については統一 し炬見解が得 られ るには至 ってい
な い。 これ らに対 して、最近、不均一 引張 りによる面形状不良を調べ るための シミュ レーション
手法 として四角板の対角引張 り試験一YBT一 が提案 されてい る79)。この手法では、 しわの発生
、成長、消去、弾性回復な どの一連の現象 をと らえ ることが可能であ るが、現在 までの手法では
一軸 引張 りでの挙動 が調べ られ炬にとどまってい る80)・81)。四角板の対角二方向に引張 りを与 え
この二方向の荷重 を制御 すれば、試験片 内の応力状態を種 々に変化させることが可能 とな り、面












































局 部 圧 下 を 付 加 し た 形 材 の 曲 げ 加 工
第 ■章 形 材 の 曲 げ に 与 え る
























































































1.5.1振 動衝撃的加圧 が曲げ形状に与え る効果
半 円弧形形材(ア ル ミニウム板)を 曲げ加工 しだ結果の代表例 を図1.1.7に示 す。同図の(a)
は、たたき型に加振力Pvを 与 えないで曲げ加工 したものであ り、 しわが大 き く発生 して いる。
一方(b)は加振力Pv=43kgfをだだき型に与 えつ つ曲げ加工 を行 っだもので、 しわ は全 く発生せ
ず良好な曲げ結 果 となって いる。 また、冷延鋼板 、ステ ン レス板 の場合に はPv=0で形材に後方
張力 を60～75kgf与えて曲げ加工 しIL場合には しわの発生がみ られたが、その状態で加振力Pv
=37.5～43kgf押さえばね力Ps=25～30kgfの条件 で振動衝撃的加圧 を加 えて加工 した場合には
しわの発生が防止で き炬。
アル ミニ ウム板 のU型 チ ャンネル形材 を装置Aを 用 いて曲げ炬結果の一例を図1.1.8に示す。
炬た き型 を振動 させない場合 には(a)にみ られ るようにフランジ部に しわが発生 しだが、同条件
下でPvを 与えてただき型 を振動させると(b)のように、 しわのない曲げ加工が可能 であっ拒。
また本形材 をブ レス曲げ まだは回転 曲げな どの通常の方法で曲げ加工す る場合は、形材の フラ
ンジ部における型 とのク リアランスを非常 に小さ く選び、 しわの発生 を一種の しご きによって防
ぐ必要があ るため、型の摩耗が はげ し く、まだ型の加工精度 もきび しく要求 され るが、本加工方
法ではだだき型 と形材 との ク リアランスに特 に注 意を払わな くても しわのな い加工 が可能であ る
ことを確認 した。 したがってU形 チ ャンネルの ような形材 を本加工法 で曲げ加工す る場 合、通常
の方法 に比べて型の摩耗 が少 な く、型の加工精度 もそれほどきび しくしな くてすむ ことが予想 さ
れ、 この ことは本加工法の一 つの長所 と考 え られ る。 またステ ン レス板 についての曲げ結果の例
を図1.1.9に示 す。この場合 には装置Bを 使 って実験を行 ったが、 アル ミニウム板の時 と同様な
結果 が得 られだ。 しか し、両者 のときとも、図1.1.8、図1.1.9にEで示 し遊曲げ加工終 了部 に、
段付 きによる境界 が発生 し、 ま遊、炬だかれ箆部分 と未加工部 で表面状態 に差が認め られた。 こ
の墳界はPsとPvを 漸変 させて、漸次PvとPsの 差 を小さ くして い くこ とによって、実用上







































1.5.2加 工条件 と しわ発生限界
半円弧形形材、U形 チャンネル形材 を用いて加振力Pv、 押 さえばね力Ps、 後方張力T、 曲
げ加工速さ(曲 げ型の外周面の周 速)vな どの加工条件 としわ発生の有無 との関係 を検討 し彪。
まずPvとPsの 組合わせ を変え/Lときの しわの防止効果の変化 を装置Aに つ いてステン レス
板の半 円弧形形材 を用 いて調べ た結果を図1.1.13に示 す。同図でPvの 値 は、偏心輪の回転数n
を一定に して、偏心量eを 変 えることによって変化 させ 拒。 ま炬曲げ型の回転速 さはほぼ10mm!s
であ る。図中d-d線 は、だたき型が形材 をだた く限界線 を示 してお り、 この線 よ り右下の範 囲
では振動衝撃的加圧が形材 に加 え られない。
ま捷、○印 はしわのな い、 ×印は しわが発生 した実験点 であるが、 しわ発生限界線C-Cよ り
右下の範囲で はしわが発生 している。すなわち本加工法 では、まずPvをPsよ りある程度以上
大 き くし、た彪き型が素材か ら一旦離れてか ら振動衝撃的加圧 を形材 に加 える状態で加工す る必
要が あることがわか る。 ま炬同図でPsが 約5kg以下の範 囲では、Pvを 大 き くしても しわが発
生 してい るが、 この ことか らPsに は最小の限界 があることがわか る。なおC-C線 はPsが 大
き くな るほ どPv=Ps線 より上にずれてお り、 これは主 として、加振機わ くとその案内みぞ と
の摩擦に よるもの と考え られ る。
次に装置Bを 用 い、 ステン レス板のU形 チ ャンネル形材の場合 について、加振条件、曲げ加工
速さv、 および後方張力Tと しわ発生限界 との関係を求め だ。 この場合 の しわ発生 の有無は、目
視に よって判定 しf2。その結果 を図1.1.14、図1.1.15、図1.1.16に示す 。図1.1.14は加振条件 を
一定 にして、Tとvに よる影響 を調べ だ結果 である。 この図 よ り、明 らかにT-v関 係 におけ る
しわ発生 限界線C-Cが 存在す ることが知 られ、C-C線 よ り右下の範 囲ではしわのない加工 が
可能で ある。すなわち定性的 にいってTを 大 き くすれば、 より大 きなvま で しわの発生 な しに加
工が可能であることになる。まだ図か ら明 らかなように、C-C線 は、Tの ある範囲で急激に立
ち上 がる傾向が見 られ る。
一12一
図1.1.15は、後方張力Tを 与 える方向 θの影響 を示 し彪ものである。前図 と同 じく、各限界線
の右下側が しわを発生 しない領域 である。図か ら、Tの 小 さい範囲で θの影響 が顕著で あ り、 θ
=7。10'の場合の ほうがvを 大 き くとれ ることが了解され る。
図1.1.16は加振条件 を変化 させ た場合の上記 しわ発生 隈界 の変化 を示すもので ある。図か ら
わかるように、Pvとnが 大 き くな ると、同一のTに 対 して しわ を発生せずに加工可能 なvの 上
限が大 き くな る。
以上の結果 か らもわか るように、本加工法で はPv、Ps、T以 外 にvが しわの有無 に影響す
る重要な加工条件め一・つである。
1.5.3曲 げ加工 した形材のひずみ分布
本加工法 では、形材 の板厚方向に積極的 に振動衝撃的加圧 を加え るので、加工後 の板厚は当然
薄 くなって いると考 え られ る。そこで、各形材 の曲げ加工後のひずみ分布、および表面のひずみ
分布(一 部 の形材のみ)を 測定 し、それ らを次に述べ る簡単な方法で求め だひずみ分布の計算値
と比較 し、 あわせて本加工法におけ る諸効果の理 由につ いて検討 した。ひずみ分布の計算 の方法
を図1.1.6(b)のU形チャンネル形材 の曲げの場合を例 にとって説明す る。
半径Rの 位置における板厚方向 、長手方向、板幅方向のひずみをそれぞれ、Et、 εθ 、 ε?
とす ると加工前の板厚toがRに 比べて充分小 さい場合には、
ε†+Eg+ε9=o(1)
εθ=4nR/Rn(2)
の関係が成立 する。本実験 の場合、曲げ加工 による板幅方 向の寸法変化 は、非常 に小さいことが
実測でわか ってお り、 また断面形状の変化 がないことが望 ましいことか ら、 ε望 ≒0と 仮定す る
と式(D、(2)か ら、
Et≒ 一 εθ=一2nR/Rn(3)
の関係が得 られる。 ここでRnは 、 εθ=oの 位置の曲げ半径であ る。上記の ことは 七《Rの 場
合 には、すべての形材 の曲げの場合 について近似的に成立す る。そこで本実験 では各形材の場合
につ いて式(3)を用 いて、EtのRに 対す る分布を求め 、実測のEtの 分布状態を検討す る参考





図1.1.17にU形チャンネル形材の曲げ加工部横断面の εtの 値の分布 を示す。図中の試料番号
は、図1.1.14の番号 に対応す る。(a)は、 しわ発生 限界線付近で、 しわのな い試料についての測
定結果であ り、後方張力Tと 曲げ加工速 さvの 組合 せの違 いに関係な く、各試料はEtの 分布、
値 ともに非常によ く似 だ傾向 を示 している。一方ウ ェブ部の｣t=一 〇.375その位置の半径 をR
=20.5(板厚 の中央部 を曲げ半径 とする)と す ると、式(3)からRn=14.1とな る。 このRnの
値 を使用 して各位置の ε壱 値 を式(3)か ら求めたのが、図中の計算値 と記 しだ曲線であ り、測
定値の分布形態 と非常に よ く似ていることがわか る。(b)はvを一定に し、Tを 変 えて成形 しだ
試料のEt分 布 を示 したものであ る。Efの 絶対値 は、Tを 増 して い くに従 って増加 してい る。
図中 には前図に示 した計算 値曲線 を併記 したが、 しわのないもの はこの計算値曲線 よ り大 きなひ
ずみの絶対値 を持 ってお り、 しわのあるもの はこの曲線 より小 さい絶対値 を示 して いる。(C)は、
後方張力T=500kgf一定の場合のvの 影響 を調べだものである。測定 した試料 はすべて しわのな
いもので あるが、 ε七の絶対値は いずれも(a)の測定値 より大 き く、かつvが 小 さ くな ると大 き
くな ることがわか る。
以上の結果:を総合 して考え ると、形材 の内縁(図1.1.17(a)の場合1、9の 位置)に しわを発
生 しないような最大 のRnの 値が予想 できれば、形材に与 え るEtの 値 と分 布を上記のRn以 下
の値 を用 いて式(3)より求め た計算値 の分布 と値にほぼ一致 させ ることに より、所望の曲げ加工
ができ ると考 えられ る。言 い替 えれば、本加工法の効果は、形材 に振動衝撃的加圧 を加 えて、形
材 の板厚分布を曲げ加工 に伴 って生ずべき板厚分布に人為 的に近 づけることに よって生 じるもの
と考 え られ る。
図1.1.18には、適正な加工条件で加工 しだ リップ付 きチ ャンネル形材の曲げ部横断面のEt値
の分布 を示す。図中の計算値 はRn=80mm(曲げ型の半径に等 しい)に と り、式(3)から求め た
ものである。測定値 と計算値 の分布の傾 向は、多少のば らつ きはあるが、ほぼ一致 している。図
1.1.19は図1.1.12(b)に示 し捷P形 形材の曲げ部横断面のEt、 εθの分布を示す。測定 し炬 εt
と式(3)でRn=61mmとして計算 し炬 εtは ほぼ等 しい。 また曲げ加工前の形材表面 にIOmm間隔
の格子 目を記入 し、曲げ加工後 の長手方向ひずみ εθを求め だところ、図中のP,Q,R,Sに
示 しだ値にな り、破線で示 した εθの計算値 とほぼ一致す る。 これ ら2つ の結果は今 まで図1.1.
17につ いて述べだ考 え方 を裏付け る結果 を示 してい る。
一方半 だ円形形材のEt分 布の測定結果の一例は図1.1.20のとお りである。図中のLは しわの
ないもの、MはPv,Tと もLよ り小 さ く、 しわが発生 しているもの、Nは しわ は発生 していな い












































1,曲 げ 型2,た た き型3,加 振 機
4,押 さ えば ね5,ば ね調 整 ね じ6,形 材
7,チ ャ ッ ク8,油 圧 シ リン ダ ー9,モ ー タ ー
図1.1.1装置Aの 基本構造
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図1.1.2装 置Bの 概 略図




























































図1.1.4曲 げ 型 と{L1Lき型 の形状
一19一
＼ たたき型/








































































(a)通 常 の 方法(b)振 動衝 撃 的 加圧 法
図1.1.7半 円弧 形 形材 の 曲 げ 結 果(ア ル ミニ ウ ム板,装 置A)
Pv=:0,Ps篇25,6kgfPv=43k琶 「・Ps=25・6k9ド
n・・0,T・20kgfin・3000r桝 顎・'1'・?Qkgf
(a)通 常 の 方 法(b)振 動 衝 撃 的 加 圧 法











(a)し わ の発 生 した製 品(b)し わ のな い製 品
図1.L11半 だ 円形 形 材 の 曲げ 結 果(冷 延 鋼 板,装 置A)
PtI=330kgf,Ps二董50kgfPv=330kgf,Psニ150kgf
n=21100rpm,'h=Un=24UOrpm,'1'=0
(a)加 工条 件 が 適 正 で な い場 合(b)加 工条 件 が 適 正な 場 合
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記 号 試料番号 V111111/STkg
十 No.1 9.55 500
一一① 一一 No.2 2.63 400
・一e一 ・ No.3 0.76 350













記 号 試料番号 Tkg 成形状態
一 一♪く一一 No.B 200 しわ発生
一一 △ 「.. No.7 300 しわ発生
一一m一 一 No.3 350 しわな し
・や 一一 No.6 400 しわな し














































一十 一 No.5 o.7s
































外側リッフ 外側万ンシ ウ1フ 内側万ンJ内 側りッフa
135791113151719
測 定 位 置
リップ 付 きチ ャン ネル 形材 の板 厚 方 向 ひ ずみ 分 布(ア ル ミニ ウ ム板)
計 算 値 ε七=一1nR/Rn
一 仙=ン官～醸 ㍉
ノP





































記 号 PvkgfPskgfnrpm Tkgf たたき型のあたり
L 80 35 4100 200 頂部」付近
M 66 37 3585 45 頂部」付近
N 80 35 4100 200 側面i,k
表1.1.1各装置の主要諸元
主 要 諸 元 装置A 装置B 装置C
Pvmax/n(kgf/rP襯)43/300085/3200336/2400
k<kgf/mm) 3.2 5.0 14.6
Wr(kgf) 3.23 4.4 12.8
Pvmax:最大加振力,n:偏 心輪 回転数
k:押 さえばねのばね定数,Wr:振 動部分 の重量
表1.1.2各種形材の断面形状 と材料















































使用装置 装置A 装置A,B 装置A 装置A 装置C
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第2章 振 動 衝 撃 的 加 圧 効 果 に 与 え る














第1章 で示 した装置A(図1.1.1)、C(図1.1.3)および装置Aに 若干の改造 を加 えた装置
Dを 使用 した。装置Aの 曲げ型 とた拒き型は、 ともに半径40mm、幅16mmの平 ロールで ある。装置
Cは 、曲げ型、 ただ き型、 自在心金、形材 とも第1章 と全 く同 じ状態で使用 し叛。
装置Dは 長手方向に一定の引張 り荷重 を受けている素材(試 片)に 対 して、長手方向の一定範
囲にわ炬って順次振動衝 撃的加圧 を加 えてい く形式のものであ り、その外観 を図1.2.1に示す。
本装置 は超分 巻モ,...ター、電磁 クラッチ ・ブ レー キ、減速機、送 りね じ、ナッ トを介 して、同図
で左方に一定速 さで移動 する基台 とその上 に固定 され拒、図1.2.2で示 しだ振動衝撃的加圧付与
部 とモー ター、および試片 に引張 り力を付加す る炬めの油圧 シ リンダーか ら構成 されて いる。振
動衝撃的加圧付与部は第1章 で示 し沌装置Aと ほぼ同 じであ るが、曲げ型 としては半径40㎜、幅
28mmの平 ロール を、彪萢き型 としては先端に半径40mm、幅28mmの円筒面:を持つ固定式(加 振機わ
くと一体)の ものを用 いだ。
一31一






実験 に用いIc'_31fr材の材質 と形状、板厚 を表1.2.2に、アル ミニ ウム板 のJIS5号 引張 り試験
に よって求め た引張 り強 さと破断伸びの値を表1.2.3に示す。表 中で装置Dに 用 いた素材 の形状
はJIS5号 試験片 のチ ャック部長 さのみを長 くして、装置 に組み付 けたとき、試片の中央平行
部の標点 問距離50mmを含 むほぼ全域 にわ たって、振動衝撃的加圧 が順次加 えられ るように し炬も























2.5.1加 振条件 が板厚減少量 に与 える影響
装置Aを 用 い、押 さえばね力Ps、 加振力Pv、 素材送 り速さ(曲 げ型 ロールの周速)vを そ
れぞ れ変 えて、そのときの素材板厚減少量 △tを 調 べ拒結果を図1.2.3、図1.2.4、図1.2.5に
示 す。 これ らの図中で矢 印を付 した測定点 は、矢印の方向の条件 では素材が実験開始(振 動衝撃
的加圧の加えは じめ)直 後に切断 して測定値 が得 られなか っだ ことを示す。 また、 これ らの結果
で、素材 には長手方向引張 り荷重は加えてない。
図1.2.3より、Pvを 一定 に してPsを 変化 させ ると、Ps<Pvの 範囲でのみ板厚滅少が生
じ、その範囲で は、Psが 小 さ くな るにつれて △七は増加す るが、ある値の ところで△tは 極大
を示 し、それ以下の範 囲では△tはPsの 減少 ζともに小 さ くな っている。 この△tが 極大を示
すPsの 値をPso(図1.2.3の場合 はPsoは測定値 を結ぶ線がつながっていない範囲 で与え られ
る)と すると、Ps>Psoの 範囲では、Pvに よる△tの 差が明 らかで あ り、Pvの 増加 ととも
に△tの 値 は増加 するが、Ps〈Psoの 範囲では△tに 対す るPvの 影響はないか、 あるいはあ
ってもご くわずかとな る。
図1.2.4、図1.2.5は、図1.2.3のPs>Psoの範囲に相 当す る条件下において、Pv、vの
影響 を調ぺだものであ るが、Pvを 増すほど、 ま炬vを 小 さ くす るほ ど△tは 増加す ることがわ
かる。 以上の結果か ら、振動衝撃的加圧効果 を増すため には、Ps>Psoの 範 囲ではPsを 小
さ くす るか 、Pvを 大 きくす るか、 またはvを 小さ くすれば よ く、Ps<Psoの 範 囲では、前述
の ようにPsの 影響がPs>Psoの 場合 と逆にな るとともに、Pvの 影響 も不 明瞭にな るといえ
る。 しだが って、Ps=Psoと すれば最 も大 きい振動衝撃的加圧効果 を得 ることができることに
な るが、 この場合 、あるPvの 値 に対す るPsoの値、 またはその両者間の関係 を知 る必要が あ り、


















衝撃的加圧 を加 えることによ り、その部分の伸びを容易 に し、かつ破断 までの伸び を大 きく増加
させ うることを示 して いる。Pv、vの 違いによる影響については、Pvを 増 した場 合、vを 小


































2.5.4だ た き型 の速度、加速度 と振動衝撃的加圧効果 との関係
図1.2.11で示 した速度、加速度の測定波形 よ り、た炬 き型の衝突速度XIお よび衝突 時の加速
度 のピーク値XIを 読み と りそれ らの値 と押 さえばね力Psと の関係 を図1.2.13に、 ま炬 幻 、
XIと 加振力Pvと の関係 を図1.2.14に示す。板厚減少量 △tも 両図に併記 し距。 これ らの図に
よるとPs、Pvの 変化に よるXz、1の 値 の変化 は△tの 変化 と定性的に よ く一致 し拒傾向
を示 して いる。と くに図1.2.13ではXI、1が 極大 を示すPs値 と△tが 極 大 となるPsの 値
一35一
(すなわちPso)とが よく一致 して いる。 ま炬図1.2.13、図1.2.14の結果 を△t-Xエの関係で整
理 し直す と図1.2.15のようにな り、 △tとxエ との問 には強 い正 の相 関が見 られ、xエ と△tお
よびXzとXIと の問にも同様の相関が認 め られた。 これ らの結果 よ り、振動衝撃的加圧効果(
すなわち板厚減少量)に たたき型 の衝突速度XZが 大 きな影響 を持 ち、XIが 大 きいほ ど、xエ
および振動衝撃的加圧効果 は大 き く、XIが 振動衝撃的加圧効果に影響 する主要因 と考 え られる。
この ことは、物理的にはだだき型 のもつ運動エネルギ._..の一部が、衝突 によって素材の板厚減
少仕事 に変わ ることを示 している。 したが って、だたき型の衝突時の運動 エネルギー を大 きくす
れば板 厚減少量、すなわち振動衝撃 的加圧効果 も増大す るこ とにな る。
図1.2.16は上述の点 に関 し、1回 の衝突 によ り素材の変形 に消費 され る仕事量Wと 衝撃時のた
炬き型の運動 エネル ギーEと の大ざ っぱな比較 を してみ炬もので ある。
ここでE=(Wr/29)X=、W≒1/2(PM・Yw)と して求め たが、Ywは だたき型の加









前述の結果 よ り振動衝撃的加圧効果 はただき型の衝突速 度xエ と相関関係のあ るこ とが知 られ
たので、振動系諸元お よび加振条件 と振動衝撃 的加圧効果 との関係 をさ らに広 い範 囲にわたって
知 るため に、 たたき型衝突速度 を振動系の諸元 および加振条件 よ り計算 することを試みだ。
振動系 の力学的モデル を図1.2.17のように考 え ると、 ただき型の図で上下方向(x方 向)の 運
動方程式 は一般的 に次の ようになる。
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また、案 内面の摩擦 抵抗 は係数が μ ・sgnXとなるような性質 と仮定す る。fは 素材か らの反
力で素材 とたたき型が離れているときにはf=0と す る。.Qは押 さえばね力Psを 与 えるための
ばねの初期圧縮量である(k2=Ps)。
式(3)の方程式を解 くには、反力fをxま だはtの 関数 として知 る必要があ るが、素材が図1.
2.17に示す ようにだたき型 に対 して順送 りの状態で加工 され、かつ素材の変形 は衝撃的に行 われ
るので、fを 正確 に知 ることはかな り困難 である。
そこで、次の ような仮定 を設けて式(3)を簡略化 した。
(a)た たき型 が素材か ら離れ る瞬間(こ の ときをt=oと す る)か らふ 炬たび素材に衝突 す
る瞬間(七=tエ)ま での間のみの挙動 を考 える。すなわち、 この間ではf=0。
(b)t・=0で はx=0、X・=dx/dt=0とす る(初 期条件)。 なお、 この時
鵬eω2sinφo-k,Q=0とす る。
(c)t=tエ(こ の ときx=0)の ときX=XIと する。
(d)c=0、 μ=0と する。




図1.2.11で示 したよ うな だ炬き型速度の実測結果に よる と、Ps>Pso(XIを 極大 にす る押
さえばね力)の 範囲では前述(b)の初期条件 がほぼ成 り立つ と考 えられ るが、Ps<Psoの 範 囲
では、たたき型は衝突時の はね返 りによ って初期速度 を持 つため初期条件(b)は成 り立!c'.ない。
しt`がって以下に示 す計算の結果はPs>Psoの 範 囲のみで意味:を持つ ことb"なる。
2.6.2計 算結果 と実測値 との比較
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自動演算 アナ ログ計算機 を用 い、前述の仮定に基 づ き式(4)より衝突速度XIを 計算 しだ。装
置Aの 場合 につ いて、図1.2・13、図1.2.14の場合に相 当する加振条件 で計算 し炬結果の一例 を図
1.2.19、図1.2.20に示 す。同図中には図1.2.13、図1.2.14の結果 も測定値 と して記入 してある。
これ らの計算結果の押さえばね力Ps、 加振力Pvに よる変化の傾 向は実測の場合 とほぼ一致
して いるが、図1.2.19に見 られるように、XIを 極大にするPs値 は計算値(Psoと す る)の
ほうが実測値 よ り若干小さ くなって いる。 ま炬、計算値は実測値 に比べて全体 に大 きな値を示 し
て お り、図1.2.19、図1.2.20の結果につ いて定量的比較を した図1.2.21に見 られるように、実測
値 は計算値の約7割 の値 とな っている。なお、式(4)では減衰の影響 は考慮に入れてな いが、参
考の 炬め式(4>に減衰の項を加 えて計算 を試み炬ところ、減衰係数比 ξ=(減 衰係数)/(臨 界
減衰係数)=C/co=G/2Mk≒0.05～0.61の範 囲で ξの増加 とともに 幻 は単調 に減少 す
るが、Pso*値の変化 はほとん どな く、Ps-Xエ 曲線 におけ るPv=Psow付 近 の ピークが若
干鈍化 す る傾向が見 られた。 また、別 の計算では、偏心輪回転数 は振動系 の固有の振動数 に等 し
くし/c:ときXIが 最も大 き くな るとい う結果 を得だ。
装置Cに ついての衝突速度Xエ の計算値 と実測値 との関係 を図1.1.22に示 すが、 この場合 は測
定値は計算値の約70～100%の範囲になっている。
以上の ような実測値 と計算値 との値の差の原因 は正確には不明 であるが、計算 では加振機 わ く
の案内面の摩擦抵抗 を無視 しだこと、たた き型の衝突直後のはね返 りにともな う運動 を考慮 して
ないこと、 および速度の測定 上の誤差な どが原 因 して いるもの と考え られ る。
しか し、XIの 計算値の加 振条件 による変化 は実測結果 と定性 的にほぼ一致 していることか ら、
本加工法 の実用上では計算モデルで述べ 拒簡単な式 で加振条件、振動系諸元が 拒だ き型の衝突速





Wn=k/M,・ 舞=ψ ・ 》=λ ・
Z Zd2d_..dd




雅 λ一1=一 β・i・ψ ・(5)
とな り、 β、 ψの二つのパラメータのみを含む式で表せ る。計算モデルで述べ た諸仮定 を用 い、
式(5)によって無次元化衝突速度dλ/dτ=λ=幻/ωnt9の βに対 す る曲線 をψをパ ラメ
ータとして計算 しta結果を図1.2.23に示 す。 この図か ら種 々の諸元の振動系 に対 して加振条件の
衝突速度 幻 の与 える影響 を知 ることがで きるが、計算モデルの中で述べた仮定 は前述のように
Ps<Psoの範囲では成立 しな い彪め、図1.2.23は、Ps>Psoの 範囲でのみ使用可能で ある。
そ こで、図1.2.23におけ る使用限界線 すなわちPs♂ を与 える条件線を次の ような方法 によっ
て求 めだ。




Ps=PsoではXの2に よる変化率 は零で あるか ら
誘=f・+場n=・(6)
したが ってkを 一定 と しkと き各 ψに対 して式(6)より求 まる β(βoと す る)が 図1.2.23の
使用限界すなわちPvに 対す るPsoの値 を与 える。
そこで図1.2.23の各曲線(fn)を βの多項式 で近似 し、上述の方法で βoを 求め た結果 が図
1.2.23中のJ-J線 である。同図中、A、Cと 記 しだ点は装置A、Cお のおのの場合について式
(4)で計算 したPs一駈 曲線 のPs♂ 値を読 み とって記入 したもので、各点 はそれぞれJ-J線
の近 くに分布 し、前述Psげ の計算値がほぼ妥 当であることを示 して いる。
すなわち、図1.2.23はJ-」線 よ り左側がPs>Ps♂ の範囲 とな り、その範囲で図1.2.23は
意味 を持つ ことになる。
2.6.4衝 突速度を極大 にす る押さえばね力の計算値(Psoy)と 実測値(Pso)の比較
装置A、Dに つ いて、実験 による△t-Psの 関係か ら求め 彪Pso(実測値)と 図1.2.23のJ
-J線 か ら求め たPs♂(計 算値)と 比較 してみ ると表1.2.4のようにな る。△t-Psの 関係
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を調べ る実験 ではPsの 設定が段階的であるためPso値の正確な決定 は困難なだめ、表1.2.4の
Psoはそれが存在す る範 囲で示 してあ る。ま距、Psoの()内 の値 は、実験結果を総合 し、△t
-Ps曲 線の形か ら推定 し炬値である。
表1.2.4によると、PsoはPsowよりいずれの場合 とも大 き く、実験範囲ではPso≒(1.6～
1.8)Ps♂であることがわか る。
このPsoとPsoと の差 は、前述 の 翫 の計 算において だた き型 が素材か ら受 ける衝突時のは
ね返 り運動が考慮 されてお らず、かつその ように して求め だ幻 一Ps曲 線 よ り単 にXIを 極大
にす るPs値 と してのみPso*を計算 し7r2ことに主原 因が あると考え られる。
実際には、 たたき型が衝突時に素材 よ りはね返 ることによるXIへ の影響がPs>Psoの 範囲
で も必ず しも無視で きず、その影響 はPs>Psoの 範 囲でPsがPsoに 近 くな るほ ど大 き くな り、
したが って計算モデル で述べ 拒仮定(b)による計算誤差が大 き くなっだもの と推定 され る。
この点 をさらに正確 に調べ るためには、たたき型の衝突 にともな うはね返 りも考慮 に入れ拒振
動解析 が必要で あるが、前述 し彪簡単 なXIの 計算法 と図1.2.23に示 しだ結果は、実験結果を考
慮 に入れれば 、本加工法 における加振条件 と加振機諸元 の振動衝撃 的加圧効果に与 え る影響を半
























1,振動衝 撃付 与 部2,基 台3,送 りね じ
4,超分 巻 モ ー ター5,電 磁 ク ラ ッチブ レーキ
6,減速機7,油 圧 シ リンダ ー8,モ ー タ ー
図1.2.1装 置Dの 外 観
1,曲げ型2,た た き型3,加 振 機
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図1.2.10素 材 表 面 状 態 の 一 例
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だた き型 衝 突 速 度 の無 次 元 化計 算 図 表
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表1.2.1実験装置の振動系諸元
諸 元 装置 A C D
振動部分重量Wr(kgf> 3.23 12.8 3.64
偏心輪の偏心距離emax(mm) ?.0 31.6 7.0
偏心輪の偏心重量We(kgf) 0.61 1.66 0.61
押えばねのばね定数k(kgf/mm) 3.2 14.6 3.2
振動系の固有円振動数Wr(rad/s) 100 106 93
最大加振力/偏 心輪回転数Pvmax/n(kgf/rpm)43/3000336/240043/3000
表1.2.2供 試 材料
装 置 材 料 板厚(mm) 形 状














表1.2.3供試材料 の破断伸び と引張 り強さ














































Pso:衝 突速度 を極大にする押 さえばね力の実測値(
Psoy':衝突速度 を極大 にす る押さえばね力の計算値
)内は推定値
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使用 した実験装 置は、小型圧延機 であ り、圧延ロール部 に、対象 とし滝形材の断面形状 に合 っ
一一'対の凸ロール、お よび凹 ロールを組み込ん だ。その外観 を図1.3.1に、基本的な概念構造 を
図1.3.2に示す。凸ロール と凹ロールの間隙は、圧下量調整用ハン ドル を用いて、凸ロールを上
下に摺動 させ ることによ り調節で きる。形材 を圧下 しなが ら曲げ加工 する時の圧下荷重 は凹 ロー
ルの下 に円筒状 のロー ドセル を挿入 して測定で きるようにな っている。凸ロール、凹 ロールは、







30mmの帯板 を表1.3.1に示 し彪断面形状 にロール成形 した後 、長 さ約300mmに切断 して供試材 と
した。半だ円形形材 は、板幅30mm、長 さ30mmの矩形 に切断 し彪素材 を、表1.3.1に示 した断面形
状 を持 ったポ ンチ と硬質 ゴムダイスとの間にはさみ、所望の断面形状 にな るまでポ ンチをハン ド
ブ レスによって押込んで成形 しだ。
3.4曲 げ加工用ロール(型)の 形状
半 円弧形形材 を曲げ加工す る彪めの凸 ロール と凹ロール の形状、寸法 、および、その外観 を図
1.3.3に示す。凸 ロールの先端半径r1は5.5mm一定 と し彪が、凹 ロールの先端半径r2は6.0
と5.9㎜の2種 類 とし、凸 ロール と凹ロールで成形され る間隙の分布 を変化 させ炬。
図1.3.4はU形チ ャンネル形材 を曲げ加工す るJLめの凸ロール と凹ロールの形状、寸法 、およ
びその外観 を示 し距もので ある。凸ロール の幅WIは7.9㎜ 一 定 と した が凹 ロ_.ルの 幅w2は
10.3、10.2、10.lmmの3種類に し、凹ロール と形材の問のク リアランスを変化 させ/cam.oま拒凸ロ
ールには形材 をクランプする/4めの装置 を取 り付 けることも可能で、曲げモーメン トを付与 しな
が ら曲げ加工で きる構造 しこもな ってい る。
半 だ円形形材の曲げ加工 には、図1.3.5に示 しだ凸 ロールお よび 凹ロール(図 中(a))、また
は摺動型(図 中(b))を用 い距。摺動凹型 は曲げ開始 および終 了部 の不良対策 として採用 し拒も
ので ある。凸ロールの先端半径riは5.5mm、凹ロール、摺動凹型の先端半径r2は6.0㎜ と一
定に しだが、凸 ロールの開 き角 θiお よび凹ロール まIc'_は摺動凹型 の開 き角 θ2は 、それぞれ図
中の表に示 しだ組み合わせにな るように選んで実験 に供 し7r2。
3.5実 験方法
3.5.1板 厚方 向ひずみの与 え方
図1.3.6に各形材 に対 する板厚方向ひずみの与 え方を示す。図の(a)は半 円弧形形材の場 合で、
(a)の(1)は凹 ロ....ルの先端半径r2を 凸ロールの先端半径r1と 形材の初期板厚toを 加 え距
値(r2=ri+to)に した場合であ る。今 、凸 ロール と凹ロールの先端中心 を0に 一致させ
だ場合には凸ロール と凹 ロールの間隙 は円周 上 どこでも一定(to)と な る.こ の位置か ら凸 ロ
ールの中心 を0ま で下げ ると(△t)、 凸 ロール はabcかhab'c'の位置に移 動 し、その結果
ロール間隙は円弧 の中央か ら端 にい くにつれて漸増 す るような状態にな る。この ような状態で 円
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弧形形材 を送 り込む と、形材 はロール間隙 に対応 した板厚方向ひずみ分布 を持 っだ断面に圧延 さ
れ、その結果開 口部を内側 に した曲げ加工が行われ ることにな る。 この板厚方向ひずみ分布 の状
態は凸ロールの圧下量 △ 七を変え ることによって変化 し、そのひずみ分布 に対応 した曲げ半径が
得 られ ることにな る。一方(2)はr2<r3+toに な るよ うに凸ロール凹ロールの先端半径 を
選定 した場合で、凸ロール と凹ロールの中央部の間隙を形材の板厚toに 設定す ると、両者の間
隙は中央か ら端に い くにつれて漸減 す る状態 にな る。 この ような間隙に形材 を送 り込 む と、形材
は中央か ら端 にい くにつれて、板厚 が薄 くな るように圧延 され、その結果、開口部を外側 にしだ
曲げ加工が行われ る。この板厚方 向ひずみ分布は(a)の場合 と同様 凸ロールの圧下量を変 えるこ
とに よって変化 し、それ に伴 って曲げ半径 も変化 する。な お凸 ロール の中心o'と凹ロールの中心
0を一致 させ ると両 ロールの間隙は円周上 どこでも一定 とな り、曲げ加工が行われないが、両 ロ
ール中央部の間隙をさらに小さ くしてい くと、中央部の間隙 よ り端の間隙が大 きくな り、 この場
合は開口部 を内側 に した曲げ加工 が可能 とな る。
図1.3.6(b)にU形チ ャンネル形材の板厚 ひずみの与 え方を示 す。凸 ロール と凹ロールの間隙を
形材の板厚(to)か ら△t(圧 下量)だ け凸ロール を下降させて変化 させ、その間隙にU形 チ
ャンネル 形材 を送 り込む と、形材の ウェブ部 は△tだ け圧下されて、板厚は薄 くなる。 しか しフ
ランジ部は凸ロールの側面 と平行 であるため凸ロール を圧下 しても板厚は変化 しない。 したが っ
てこの方式では、曲げ加工 は容易でない ことが推察 され る。そこで、形材 を凸 ロールにクランプ
して曲げモ._メン トを与 えることが出来 るように し海。 しか し、曲げモー メン トを与 えると、フ
ランジの部位 は曲げ半径に対応 した板厚 になるように変形 す るよ りもしわになることが予想 され
る。そ こで、凹ロ._ルの幅w2変 化 させ凹ロール と形材 のフランジ部 とのク リアラン スを3水 準
変化 させて実験 し痘。
図1.3.6(C)は半 だ円形形材の板厚方向ひずみの与え方 を示 しだものであ る。凸CI一ル と凹 ロー
ル(又 は摺動 凹型)の 中央 の間隙 を形材 の板厚toか ら△t(圧 下量)だ け凸ロール を下降させ
て変化させ ると、凸ロール と凹 ロール(又 は摺動凹型)の 間隙 は中央か ら端 に向か って漸増す る。
この間隙に形材 を送 り込 むと、間隙の分布 に対応 しIc'.板厚方向ひずみ分布 が形材 に与え られ て曲
げ加工 される。 この時凸 ロールの開 き角 θ1と 凹ロール の開 き角 θ2の 差(θ2一 θ1)を 変化
させ ると、上記間隙の漸増割合は変化 し、それ に対 して曲げ半径 も変化 す ることが予想 され る。

























(1)半 円弧形形材の場合:図1.3.6(a)で示 したように凹ロールの先端半径r2を 、凸ロ
ールの先端半径riと 形材 の初期板厚 七〇を加 え拒(r2=ri+to)ロ ールの組み合わせで、
曲げ加工 した結果 の代表例 を図1.3.8に示す。(a)はアル ミニウム板、(b)は冷延鋼板、(c)は
ステ ンレス板の場合であ るが、いずれの材料 でも、 しわの発生 もな く良好 な曲げが可能 であ り、
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圧下量△tが 大 き くな ると曲げ半径 は小 さ くな っていることがわか る。
図1.3.9はro<r1+toに な るような凹ロール と凸ロールの組み合わせで曲げ加工 しだ結
果 である。図の(a)に示 した ように、圧下量 △t=o、 すなわち図1.3.6(b)に示 しだ状態では開
口部 を外側 に した曲げ加工 ができることがわか る。圧下量 △tを 少 し与 えだ(b)では、曲げ半径
は大 き くなるが、開口部 はまだ外側 である。 さらに△tを 大 き くすると(c)に示 したように開 口
部を内側 にし炬曲げに移行 し△tの 増大 とともに(の に示 したように曲げ半径が小 さ くなる。以
上の結果か ら曲げ加工の途中で圧下量 を調整 すると、図1.3.10に示 した ように開口部を外側に し
た曲げ と内側 に した曲げが連続 して可能 であることがわか る。
(2)U形 チ ャンネル形材の場合:形 材 をクランプ しな いでウェブ部の圧延 のみで曲げ加
工を行 っだ結果、曲げ は可能であるが、開口部の幅が圧下量△t=o.lmmにお い て もIOmmから
9mmに縮小 し、△tが 大 き くな るほどさらに縮小 する傾 向にあっだ。 さらに△t=o.3mm以上に
なると図1.3.11に示 し炬ようにウェブ部に圧延過多に よる波状の しわが発生 し拒。すなわちウ ェ
ブ部の圧 延のみでは良好な曲げ加工ができな いことがわかった。
図1.3.isは、形材 の一端 を凸a一 ル にクランプ し、曲げモーメン トを付与 して曲げ加工 を行 っ
た結果 の代表例であ る。同一圧 下量(△t=0.19mm)でも凹 ロール と、形材 のフランジ外側 との
クリアランスcが 大 きいと(a)に示 した ようにフランジ部 に しわが発生 するが、c=0.05mmと非
常 に小 さ くな ると(b)に示 し7Y2ように しわは発生せず、凸Gf一ルの半径 とほぼ同一 の良好な曲げ
加工が可能 であった。 しか しc=0.05mmでも△t<0.19mmでは、フランジに しわが発生 した。
(3)半 だ円形形材 の場合:凸 ロール と凹ロールの組み合 わせによる曲げ加工後 の外観の
一例 を図1.3.13に示 す。(a)は良好な曲げ加工 がで きた製 品であるが、加工部 と未加工部の境界
に段Eが 認め られる。一方(b)は最外周 の圧下量が過多で、頂部 に しわが発生 し炬もの である。
図1.3.14は凹 ロールのかわ りに摺動 凹型 を用 いた場合の曲げ結果 の一例で ある。(a)はアル ミ
ニウム板の場合の、(b)は冷延鋼板の場合で あるが、いずれの材料 でも凹 ロールでみ られた加工
部 と未加工部の境界 の段付はみ られず、段付防止効果が認め られ炬。
3.6.2圧 下 量 と曲 げ 半径 の 関係
図1.3.6(a)一(1)に示 した よ うに 凹 ロ ール の 半径 をr2=6.Omm、 凸 ロ ー ル の 半 径 をr1=
も
5.5mm(r2=ri+to)に して半 円弧形形材 を曲げ加工 し拒時の圧下量△tと 曲げ半径Rの
関係を図1.3.15に示 す。 △tを 増せば、3種 類の材料 ともRは 小 さ くな り凸ロール の半径 に近 づ
くことが明確に認め られ る。すなわち圧下量 を制御す ることによ り任意 の半径に形材 を曲げ加工
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できることが わか った。圧下量が0.08mm.以上にな ると曲げ半径に対す る材料の影響 は小 さいが圧
下量 が小さい場合 は、同一圧下量でも材料 によって加工後の曲げ半径 に差が生 じ、また同一材料
でもば らつ きが大 きい傾 向がある。すなわち圧下量のみで種 々の材料 を、ば らつ きを少な く一定
の曲げ半径に加工 するには、圧下量があ る程度大 きな領域 で圧延す ることが必要であ る。
図1.3。16は、凹ロールの先端半径r2=5.9mm、凸ロールの先端半径r1=5.5mm(r2<
r1+to)に して、曲げ加工 しだ時の圧下量 と曲げ半径の関係 をアル ミニウム板 につ いて示 し
たもの で あ る。凹 ロール と凸ロールの中央 の間隙 を形材 の板厚 七〇にし炬時、すなわち圧下量
△t=oの 時 は、開口部 を外側に して凹 ロール半径(25mm)にほぼ一致 し7r2曲げ半径が得 られ る。
△tを 増加 して い くと、曲げ半径 は大 き くな り、△t=0.lmmになると凸 ロール の先端半径 の中
心0は 凹 ロール の先端半径 の中心0に 一・致 し、両ロールの間隙 は円周上す べて同 じにな り、曲げ
加工 されない直線状の製 品とな る。さ らに△tを 大 き くすると、形材断面の端 よ り中央部の板厚
が薄 くな るため、開口部を内側 に した曲げに移行 し、△tの 増加 とともに曲げ半径が小さ くな り
凸ロールの半径 に近づ くことがわか る。アル ミニ ウム板 で開 口部 を内側 に しだ曲げでは、曲げ半
径R≒25mmを得 る拒めに必要な圧下量 △tは 、図1.3.15で示 したrz=6.Ommの場合は約0.llmm
であ るのに対 し、図1.3.16で示 しだr2=5.9mmの場合は約0.22mmである。すなわち同一曲げ形
状に加工 して もr2=5.9mmのロールで曲げ加工 した方が断面の板厚 は薄 くな ることがわか る。
な おr2=5.9mmの凹ロ._ルを用いると、図1.3.16で示 したように圧下量の変化 によって曲げ半
径 も変化す ることか ら、曲げ加工の途 中で圧下量を連続 的に変化 させ ると図L3.10に示 したよう
に、曲が りくねった製品が得 られ ることになる。
図1.3.17は、U形 チ ャンネル形材 におけ る圧下量 と曲げ半径の関係を、曲げモー メン トを与 え
ないでウェブ部の圧延のみで曲げ加工 し距場合 につ いて示 したものであ る。圧下量 △tを 大 き く
す ると曲げ半径は小さ くな るが、△tが0.3mm以上 にな ると、ウェブ部に図1.3.11に示 したよう
に、波状 の しわが発生 し、凸ロールの半径 に近 い良好な曲げ加工 は不可能であ った。 これは、フ
ランジ部には曲げ半径に対応 した板厚分布 を強制 的に与 えることができな いだめ、・ウェブ部の圧
下量 に釣合 っ炬曲げモーメン トが フランジ部 には発生 せず、 したが ってウェブ部の余剰の板厚減
少分 が しわ とな って あ らわれ るもの と解釈 される。 この ことか ら、曲げモ_..メン トを付与 すれば、
さらに小 さい曲げ半径 まで加工 できることが示唆 され、実際凸 ロ...ルに形材の一端をクランプ し
て曲げモーメン トを付与 して曲げ加工 を行 うと、△t=o.19mm、凹 ロ._.ルと形材の クリアランス
C=0.05mmでは図1.3.12(b)に示 したように、凸Q一 ルの半径 に沿 った良好 な曲げ加工が可能で
あ っ距。本形材で は、半円弧形形材の場合 と異な り、圧延のみでは任意の曲げ半径 を得 ることが
一60一
できな いことがわかる。
図1.3.18は半 だ円形形材 を曲 げ加工 した時の圧下量 と曲げ半径の関係を示 し拒ものである。(a)
は凹ロール を使用V7r2場合で、圧下量 △tが 大 き くなると、曲げ半径Rは 小さ くな るが、凹ロ
ールの開 き角 θ2と 凸 ロールの開 き角 θ1の 差 △ θ(=θ2一 θ1)が 異 なると△tとRの 関係
も異な って いる。 △ θが大 きい凹 ロールAで は、他の凹 ロ....ルよ り曲げ半径 は大 き く、 また△t
>0.12mmで形材頂部近傍 に しわが発生 する。これは△ θが大 きい拒め頂部近傍のみに圧延 が集中
し形材 側面 には曲げ半径 に対応す る板厚分布が与 えられず、 し炬が って頂部には、曲げ半径 に対
応 した板厚ひずみ以上 のひずみが発生 して、 これが肉余 りとな って しわにな ったと推定 され る。
凹 ロールBとCの 比較 では△ θが若干大 きいCの 方が曲げ半径は若干小 さ くな る。また供試材料
の曲げ半径に与 え る影響は、同一 △tで あればほとん ど差がないことがわか る。これ らの凹ロー
ルでも△tが0.2mm以上にな ると形材頂部近傍に しわ が発生 し、凸ロールの半径 まで、曲げ加工
をすることができなか っ拒。
図1.3.18〈b)は摺動凹型 を使用 し炬ときの圧下量 △tと 曲げ半径Rの 関係 を示 したものである。
いずれの摺動 凹型 でも、圧下量 を増せぱ曲げ半径 は小 さ くな り、凸 ロールの半径 にまで曲げ加工
できることが明 らかであ る。 ま拒、凸CI一ルの開 き角 と凹型の開 き角の差 △ θが大 きくなると、
曲げ半径は若干小 さ くな る傾 向が あるが、本実験におけ るように△ θ≒1。 程度であれば多少圧
下量を調整 するだけで、いずれの凹型 でも所望の半 径に曲げ加工で きることがわか っ炬。 ここで
も供試材料 の影響 は少な く、 また△t>0.22mm以上では形材頂部近傍 には しわが発生 し、 さらに
△tが 大 き くな ると、 しわが ラップする形 にな り図1.3.19に見 られるよう受頂部 に破断が生 じ
るようにな る。以上 の結果か ら、摺動凹型 を用 いると凹 ロールの場合 よ り、曲げ半径 を小 さ くす
ることがで き、頂部の しわ発生 も若干遅れ、 また前述 しだように、曲げ終 了部 の段付 もな く、多
くのメ リッ トがあ ることがわか った。
3.6.3圧 下量 と圧下荷重の関係
半 円弧形形材 を凸 ロール の先端半径r1=5.5mm、凹ロールの先端半径r2=6.Ommの組み合
わせで曲げ加工 し彪時の圧下量 △tと 圧 下荷重Pcの 関係 を図1.3.20に示 す。圧下荷重 は図1.3.
2に 示 した2個 の円筒状 ロー ドセル によ る測定値の合計 と した。 いずれの材料 とも、△tの 増加
とともにPcは 増加 す るが、その増加 の仕方 は材 料に よって異な っている。すなわち引張 り強度
の高 い冷延鋼板、ステン レス板では△tに 対す るPcの 増加割合 は急激で、 △t=o.lmmでPc
はほぼ1000kgfに達 し、さ らに△tを 増加 させ るとPcは 急激に大 き くな るため、余 り大 きな圧
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下量 を与え ることがで きず、 したが って曲げ半径も余 り小 さ くで きない。一方 アル ミニ ウム板の
場合 は△tが 小 さい時は△tの 増加 と伴にPcは ほぼ直線的 に増加す るが 、△tが0.lmmを越 え
るとPcの 増加割合 は急になる。 しか し、△t=0.13mm(凸ロール半径 に曲げ加工可)で もPc
≒300kgfであ り、 まだ圧下 が可能であ ることがわか る。
図1.3.21は半 だ円形形材を曲げ加工 し炬時の圧下量 △tと 圧下荷重Pcの 関係を示 したもので
ある。図中 には、凹ロール を使用 した場合 と摺動凹型 を使用 した場合 を併せて示 し拒。 △tが 小
さい場合 は、凹ロール方式も摺動 凹型方式でもPcに 大差がないが、 △tが0.lmmを越 えると両
者 に差があ らわれ、摺動凹型 を用いた場合の方がPcは 大 き くな る。ところで、図1.3.18によれ
ば冷延釧板 を用い曲げ半径50mmの製品 を得 る彪めには、凹 ロールを用 いた場合には圧下量 △t≒
0.14mm必要であ り、一方摺動凹型を用 い炬場合には△t≒0.lmmであ る。 この時の圧下荷重Pc
は図1.3.21より凹[1一ルでは2400kgf,摺動凹型では2000kgfとな り圧下荷重 に関 しては摺動凹型
を用 い彪方が有利 とな る。 しか し、 さらに小 さい曲げ半径 を得 ようとす る場合 には摺動 凹型の荷
重増加割合が大 きいだめ必ず しも有利 とは言えな くな る。Pcに 与 える材料の影響は、半 円弧形


































































3.形 材4.圧 下 量 調整 ハ ン ドル











図1.3.2主 要 部 の構 造
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r,=5.5mm,r2=G.O,5.9mm
図1.3.3半 円 弧 形 形 材 の 曲 げ ロ ー ル
w,=7.9mm,wz=10.3,10.2,10.1mm
図1.3.4U形 チ ャ ン ネル 形 材 の 曲 げ ロ ー ル
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r,=5.5rnmr2=6.Omm
(a)凸 ロ ー ル,凹 ロ ー ル の 組 み 合 わ せ
凹ロール e, eZ θz-e,





1.凸 ロー ル2.摺 動 凹型3.ニ ー ドル ロー ラ


































(1)r2=r聾 十toの 場 合(2)
(a)半 円弧 形 形材 の場 合




































































図1.3。8半 円弧 形 形材 の曲 げ結 果(凹 ロール 先 端 半径r2=6.Omm)
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図1.3・9半 円弧 形 形材 の曲 げ 結 果(凹 ロ ール 先端 半 径r2=5 .9mm,アル ミニ ウム 板)
図1・3・10連 続 に曲げ られたU形 チ ャン ネル形材(半 円弧形,ア ル ミニウム板)
70
図1.3.11圧 延のみで曲げ られたU形 チ ャンネル形材
(a)凹 ロー ル と形材 の ク リアラ ン スc=0.15mm
(b)c=0.05mm
図1.3.12曲 げ モ ー メ ン トを付 与 したU形 チ ャン ネル形 材 の曲 げ結 果(△t=0.19mm)
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(a)Ot=0.18mm <b)Dt=0.21mm
図1.3.13 凹ロールを用 いて曲げ加工 しだ半だ円形形材の外観
(アル ミニウム板,凹 ロールB)
(a)ア ル ミニ ウム板,△t=0.20mm(b)冷 延 鋼 板,△t=0.15mm
































































































圧 下 量 △t(mm)




































































































































































































頂 部 か らの距 離h(mm)






























頂 部 か らの 距 離h(mm}
(b)冷 延 鋼 板(△t=0.19mm)










板厚(mm) 0.5 1.0 0.5
ア11ミニウム板
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超 音 波 振 動 ・高 速 刃 等 を 利 用 し た
せ ん 断 力口]二























使用 した実験装置の外観 を図2.1.1に、その構造 を図2.i.2に示す。装置本体 の構造 を説明す
るとダ イス刃 はダ イブロックの上 に取 り付け られてお り、せん断試料 はダイス刃上におかれ る。
ま炬、せん断の さいの はね あが りを防 ぐための押 さえ板が設置されている。ポンチ刃 はホーンの
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先端 にロウ付に よって固定されている。ホ....ンはガ イ ド板 に取 り付 け られ、このガ イ ド板 は受圧
板に直結 されてい る。ポンチ刃 、ダイス刃の形状:を図2.1.3に示す。ポンチ刃 はIOmmの幅 を持 っ
炬矩形状で、シヤー角は付 けていな い。ダイス刃には5mmのラン ド部を設 け、下部は10。の逃げ
を付 けてあ る。ポ ンチ刃、ダイス刃 とも材質 はSKD1で 、熱処理に よってか ださをHRC=60
～62とし拒。 ま彪ポンチ刃 とダ イス刃の問の ク リアランスは、ダ イス刃 を左右 に動かす ことに よ
って所望の値に設定 す ることがで きる。
超音波振動系 は高周波発振器、電気的エ ネルギ....を機械的エネル ギー に変換す る磁わ い振動子、
ポ ンチ 刃 に振 動 エ ネル ギ ー を供給す るホ....ンか ら構成 されてい る。発振器の高周波出力は最大
500W、ま炬振動子 はフェライ ト磁わ い型で、ホー ンに組 み付 けた時の共振周波数 は19.6kHz
である。ホーンは変位振幅 のノー ドの部分に付 けだフランジによ リガ イ ド板 に取 り付けて、振動
エ ネルギーが系外 にもれないように し、さ らにポ ンチ刃 を取 り付 けた状態 でポ ンチ刃の先端が振
幅のループにな るように設計 しだ。高周波 出力 を300Wとした時、無負荷時 におけるポ ンチ刃先
端の全振幅 は静電容量型変位計を用 いて測定 し距結果 では40μmであ った。
せん断 の彪めの負荷源 には、平均 せん断速度が低 い場合 は10トン万能材料試験機 を、高い場 合
は1000トン油圧ブ レスを使用 した。まだせん断荷重 はダイブロ ックの下部に取 り付 け られ炬ロー
ドセル(半 導体ひずみゲージ使用)に よって、 まだ変位 はポテンシ ョメー ターによって検出 し、
記録 にはX-Yレ コーダ(図1のB)ま たは電磁オ シロを用 いだ。
■.3実 験方法
1.3.1せ ん断条件
図2.1.4にせん断途 中のボ ンチ刃 、ダイス刃 と試料 の位置関係 を示 す。 ダイス刃 は刃の部分が
相対す るように2個 設置 され、その間にポ ンチ刃が通過 して試料を3つ に分離す る分断形方式で
せん断 が行われ る。ポ ンチ刃 とダ イス刃の問のク リアランスc(板 厚 に対す る比率)は2、7.5、
20%の3段階に変化 させ だ。 ま捷せん断加工中の平均 せん断速度vは0.01、0.1、4.4、25mm!s
の4段 階 と しだ。 付加 しだ超音波振動の方向はせん断方向であ り、超音波入力(高 周波出力)
Pwは0(無 振動)～350Wの 間で50Wごとに変化 させ 拒(加 工 中Pwは 一定)。 まだ図2.1.4




せん断開始か ら終 了までのせん断荷重Tと ポ ンチ刃 ス トロークSの 関係(T-S線 図);を、v
=o.01、0.lmm/sの場合 はX-Yレ コーダに、 またv=4.4、25mm/sの場合 は電磁オシロに記録
させた。求め たT-S線 図か ら最大せん断荷重Tmを 読み取 り、c、v、Pwに よってTmが ど
の ように変化す るかを調べだ。
試料 はせん断後図2.1.5に示 すように、ポ ンチ刃に よって打ち抜かれ る部分①お よびダ イス刃
上に残 る部分⑰⑪に分断 され る。以後④をポ ンチ刃側切断片 、⑨⑪をダ イス刃側切断片 と呼ぶ こ
とにする。各切断片の切 り口面 にはせん断面 と破断面が、 ま炬ポンチ刃側切断片の下面、ダ イス
刃側切断片の上面 には面 だれが生 じる。 このせん断面幅hと 面 だれ量 諺は万能投影機 で50倍に拡
大 して測定 し彪。せん断面幅 は板幅方向で変動 して いるので、図2.1.5に示 しだ ように平均値 を
hと し、4は 側面 か ら測定 した。 なおすべての実験 を通 じ、一条件における試料は3本 で ある。
さ らにせん断過程 におけ る試料の変形状況 、クラックの発生、伝播状況 を観察 するだめ、板厚
4mmの試料 に、ボ ンチ刃 をS=0.7～2.5mmまで食 い込 ませ た状態でせん断 を中止 した試片を作
製 し、その縦断面マ クロ組織 を光学顕微鏡 で観察 し炬。
1.3.3供 試材料
実験Lfy供し炬試料は市販 の板厚4お よび2mmのアル ミニウム板(JISA1100-H12:かたさHv=
40.5～41.0)を幅IOmm、長 さ80mmの矩形 に機械加工 し拒ものであ り、長手方向が圧延方向 と一致
するように採取 した。なお切 り口面近傍の結晶構造 を細束X線 によって調べ るための試料 と して、
市販の板厚2.9mmの冷延鋼板(SPCC)を 幅5mm、長 さ83m剛に機械加工 し、真空中 にて950℃、
1時間加熱後炉冷 し拒もの(か だ さHv=68～69)も用 いた。
■.4実 験結果
1.4.1せ ん断条件 とせん断荷重の関係
図2.L6に板厚t=4mmの材料をク リアランスc=7.5%、 超音波入力Pw=300Wの 条件で
平均せん断速度vを 変 えた場合のせん断荷重一ポ ンチ刃 ス トローク線図(T-S線 図)を 示す。
図には比較 のためv=0.Olmm!sで無振動(Pw=0)の 場合も記入 した(無 振動ではvに よる線
図の変化 はほとん どない)。v=0.Olmm/sの場合Tは せん断開始直後 に最大 とな り、以後減少 し
てS≒1.6mmで零にな るにのに対 し、v≧0.1㎜!sではTは せん断開始直後の急増の後、漸増 し
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て最大 にな り、その後漸減 して無振動 とほぼ同 じス トローク(S=2.5～3.Omm)で零 にな って
いる。Tが 最大になるまでのSはvが 大 きいほ ど大 きい傾 向にあ り、無振動の場合が一番大 き く
な る。各 ス トロークでのTはvが 大 きいほど大 き く、無振動で最大 にな っているがv=4.4mm/s
と25mm/sの差 は小 さい。なおcが 変わ っても線図の変化はほ とん どな いが、cが 大 きいほどせん
断完 了時の ス トロークは大 き くなる傾向にあ った。
図2.1.7に超音波入力Pwを 変えた場合のT-S線 図を示 す(t=4mm、v=0.Olmm/s、c=
7.5%)。Pwが大 き くな ると各 ス トロークでの荷重Tお よびせん断完 了時の ス トロークは小 さ
くな り、Tが 最大 に達す るSは 小 さ くな る傾 向があっ炬。 これ らの傾向はt=2mmで も同様 であ
った。
図2.1.6、2.1.7で示 したT-S線 図か ら最大せん断荷重Tmを 求め、Tmが ク リアランスc、
平均せん断速度v、 超音波入力Pwに よって どのように変化す るか を検討 した。図2.1.8はTm
とcの 関係 を示 し1?.ものであ る。いずれの平均せん断速度 において もTmはcの 影響 をほとん ど
受けず一定であ り、超音波振動 を付加す ることによって明 らかにTmが 減少 している。図2.1.9
は最大せん断荷重Tmと 平均 せん断速度vの 関係 を示 し潅もの である。超音波振動を付加 しな い
場合(Pw=0)は 、vに よるTmの 差はほ とんど認め られないが、超音波振動付加 し炬時はv
の増大 とともにTmも 増加す る。すなわち超音波振動付加 による最大せん断荷重減少の効果 は平
均せん断速度が大 き くなるほど小 さ くな る。
図2.1.10は最大 せん断荷重Tmに およぼす超音波入力Pwの 影 響 を示 したも ので あ る(V=
0.Olmm!s、c=7.5%)。Pwが小 さい範囲ではt=4、2mmと もPwが 増 すとTmは 小 さ くな
るが、t=4mmの場合 はPw≧200W、t=加mの 場合はPw≧150WでTmは ほぱ一定 とな る。
すなわちPwを 増 してもTmが それ以上減少 しないPwが 存在 し、その値 は試料板厚に よって変
わ ることがわか った。 この ことはvが 大 き くな っても同様であった。
1.4.2切 りロ面の様相
図2.1.11は板厚t=4mmの試料を超音波入力Pw=300w、 平均 せん断速度v=o.Olmm/sでせ
ん断 し拒時の切 り口面および側面の外観 を無振動の場合 と比較 して示 し滝ものであ る。無振動 で
はせん断面 と破断面の区別が明確であるが、超音波振動 を付加 すると黒色の摩耗粉が あらわれ、
せん断面 と破断面の区別は不明瞭 にな り、面 だれが減少 して いることも観察され る。 しかVC=
7.5、20%では試料長手方向(せ ん断方向 と直角)に 、切断片 として好 まし くないクラック(長
手方 向クラ ックと称す)が 発生 しだ。v=0.lmm1sでは超音波振動付加 による面だれ減少 はv=
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0.Olmm,/sの場 合 と大差なか っ/Lが、せん断面 と破断面の区別 は明確にな り、摩耗粉 の発生 も減少
した。さ らにv=4.4、25mm/sにな ると超音波振動 を付加 しても切 り口面の様相は無振動 と大差
な くな り、長 手 方 向 ク ラ ックも発生 しなかっだ。一方v=0.Olmm/sでPwを変化 させた場合、
Pwが 小 さいほ ど切 り口面は無振動の場合に近づ いた。 また長手方向クラ ・ンクはt=4mmの場 合
Pw≦100Wで発生 しなか ったが、t=2mmの場合はPw=250Wで も発生 しなか っだ。
図2.1.12に切 り口面を走査型電子顕微鏡 によって観察 した結果の一例 を示す。図の(1)は無振
動 でせん断 しだ場合であるが(a)に示 すようにせん断面 はポ ンチ刃 によって こす られたせん断方
向の条痕が観察 され、 ま拒破断面は(b)に示す ように延性破壊特 有のデ ィンブルバ ターンがみ ら
れ る。一方(2)は超音波振動 を付加 してせん断 した時の切℃口面で、(a)はせん断面であ るが 、
超音波振動な しの場合 にみ られ拒条痕 はほとん どみ られず、方向性 の少な い凹凸面 とな り、上記
した摩耗粉 も観察 される。 これは、ボ ンチ刃が繰 り返 し上下運動 を して供試材 をこす っているた
め と推定 され る。 また破断面の様子 を(b)に示 したが、超音波振動な しの場合にみ られだデ ィン
プルバ ターンは消失 し、凹凸状 の破断面にな っている。(2)の(c)はせん断面 と破断面の境界近
傍のせん断面側を示 しだものであるが、せん断方 向に直角 な板幅方向の クラ ックが観察され た。
これ らの クラ ックの一部は、長手方向にも進行 し、上記 し/Lような長手方向クラックに進展 し!c'_
と考 え られ る。
1.4.3面 だれ量に与 える超音波振動付加の効果
図2.1.13に板厚t=4mm、超音波入力Pw=300Wの 場合の面だれ量2と ク リアランスcと の ・
関係 をPw=0の 場合 と比較 して示す。(1)は平均 せん断速度v=0.Olmm/s、(2)はv=25mm/s
の場合であるが、両者 ともcが 大 き くな ると諺は直線的 に増加 している。v=0.Olmm1sの場合 は
超音波振動付加に よって諺が著 し く小 さ くな り、特 にcが 大 きいと無振動 との差 が極端になるが、
v=25mm!sでは超音波振動付加に よる.Qの減少は小 さい。ポンチ刃側切断片 とダイス刃側切断片
の比較で は、 いずれのvに おいてもば らつ きが大 き く、顕著 な差 はみ られなかった。
図2.1.14はc=7.5%の場合について面だれ量 諺と平均せん断速度vの 関係 を示 したもの であ
る。v≦0.lmm!sではvに よる諺の差はな く、超音波振 動付加 によって2は 極端 に小さ くな って
いるが、v≧4.4mm/sでは諺の減少量は小 さい。すなわち面 だれ量の減少 におよぼす超音波振動
付加効果は、せん断速度が小 さい時、特 にあ らわれ る。
図2.1.15は面 だれ量2と 超音波入力Pwの 関係 を示 し抱もので ある(t=4㎜ 、v=0.Olmm!s、
C=7.5%)。Pwの 増加 とともに2は 減少す るが、Pw≧150Wで ほほ+一,定とな る。t=2mm
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でもこの傾向は同 じであ り、Pw≧100Wで2は 一定 とな る。 まだt=4殿mの場合、Pw≧150
Wの.Qは無振動の約1/8に滅少 しt=2mmの場合、Pw≧100Wの.Qは約2/5に減少す る。すな
わち試料板厚 の大 きい方 が面 だれ減少 におよぼす超音波振動付加効果が大であることがわかった。
1.4.4せ ん断面幅に与 える超音波振動付加 の効果
板厚t=4mm、ク リアランスC=7.5%の 場合のせん断面幅hと 平均せん断速度vの 関係 を図
2.1.16に示す。超音波振動 を付加 しない場合 はポンチ刃側、ダ イス刃側切断片 ともvに よる差が .
認め られず、ポ ンチ刃側切断片のhが ダ ・イス刃側切断片のhよ り大 きい。超音波振動を付加す る
とv≦0.lmm/sではポンチ刃側、ダ イス刃側切断片 に差 はな く、vが 大の方がhは 大 きい。v≧
4.4mm/sではポ ンチ刃側切断片はv=0.lmm/sの場合 とほぼ同程度で あるのに対 し、ダ イス刃側
切断片のhは 減少す る傾向を持 っている。ポンチ刃側、ダ イス刃側切断片 とも、超音波振 動付加
によってhは 大 き くな る傾向があ るが、v=O.Olmm!sの場合 のボ ンチ刃側切断片のみhは 小 さ く
なってい る。ク リアランスcに よるhの 変化は、c=7.5%で 小 さ くな る傾 向がみ られ炬。
1.4.5せ ん断途 中の変形状況
せん断途 中の試料をマクロ腐食 し、クラックの発生状況お よびせん断変形域 を観察 した。図2.
1.17はc=20%、v=0.01mm,/sの条件で途中 までせん断 し炬時の縦断面マクロ組織写真であ る。
(1)は無振動でポンチ刃 をS=2.Omm試料に食い込 ませ だ時(こ の時せん断荷重 は最大 となる)
の板幅側 面の組織であ るが、せん断方向の クラックはまだ発生 して いな い。 まだ材料の変形が広
い範囲におよんで いることがわか る。一方(2)(a)はPw=300Wの超 音波 振 動 を付 加 し、S=
1.Ommとしだ時の板幅側面のマク ロ組織で ある。 この時点でせん断方向のクラ ックAが 観察 され、
さ らに板厚 中央近傍には長手方向クラックBも 観察 され 拒。 しか し材料の変形 している範 囲(変
形域 と称 す)は 無振動に比 べて著 し く狭 くな っていることがわか る。図2.1.17の(2)(b)は(2)(a)
の試料の板幅中央のマクロ組織であ るが、 クラックは板厚方向に貫通 してお りせん断方向のクラ
ックDの 途中か ら長手方向クラックEが 枝分かれ し、まだポンチ刃先 とダ イス刃先 を結ぶ 線か ら
離 れたせん断方向 クラックFも 観察 され 滝。
図2.1.18はC=7.5%、v=0.Olmm1sの時のせん断途中の縦断面 マクロ組織 である。(1)は無
振動のS=2.Ommの場合であるが、c=20%の場合 に比べて変形域 が狭 くな っていることがわか
る。せ断方向のクラックは まだ発生 していな い。(2)はPw=300Wの超音波振動 を付加 し、S
=1.5mmとしだ場合であ る。(a)は板幅側面のものであるが、せん断方向のクラ ックGの ほかに、
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せん断完 了部 にHで 示 したような長手方向 クラックが観察 され る場合 もあった。(b)は板幅 中央
の組織であ るが長手方 向クラックは観察 されず、せん断方向のクラ ック1の みであ る。超音波振
動を付加 すると変形域が狭 くな り、クラック発生時期が早 くなるのはc=20%の場合 と同様 であ
る。
図2.1.19はc=2%、v=0.Olmm!s、S=2.Ommの時の縦断面 マクロ組織であ る。無振動 の場
合はクラックはあ らわれて いな いが、超音波振動付加の場合はせん断方向の クラックJが あ らわ
れている。 しか し長手方向クラ ックはあらわれなか った。
以上v=0.Olmm/sの場合の変形域、 クラ ック発生状況 をまとめ ると、超音波振動付加 に よって
せん断部近傍の変形域 は狭 くな り、特にク リアランスcの 大 きい時顕著である。 しか しcが 大 き
い場合 は長手方 向クラックが多数 あ らわれ、cが 小 さ くな ると発生 しなか った。ま炬せん断方向
のクラックの発生時期は超音波振動付加に よって早 くな り、cが 大 きいほど早 く発生す る傾向が
あ っだ。
平均せん断速度vが 変わった場合の長手方向 クラックは、v=0.lmm!sでは超音波付加 によっ
てv=0.Olmm/sの場合 と同様 に、c=20%で あらわれ炬が、v≧4.4mm!sでは図2.1.20に示す よ
うに発生 せず、その時S=2.5mmでせん断方向のクラ ックも発生 しなかった。 また変形域 は無振
動の場合に比べて狭 くな るが 、v≦0.lmm/sの場合ほ ど極端ではなか った。すなわち平均せん断
速度が大 きくなると、長手方向クラ ックは発生 しないが、せん断変形域減少の効果 は小 さ く、せ







































1.5.2せ ん断 クラック近傍の塑性疲労の存 在
















































































X-Yレ コ ー ダ
1.ダ イブ ロ ッ ク,2.ダ イ ス刃,3.押 さ え板
5.ポ ンチ刃,10.ロ ー ドセル
(2)せ ん断 部































1.ダ イブ ロ ツ ク,
5.ポ ンチ刃,
9.磁 わ い振 動 子,
2.ダ イ ス刃,3.試 料,4.押 さえ板
6.ホ ー ン,7.ガ イ ド板,8.受 圧 板
10.ロー ドセル,11.ポ テ ン シ ョメ ー ター





















































































ポ ンチ 刃 ス トロー クS[mm〕
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ク りア ラ ン スC[%〕
(2)v=25mm/s
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(1)無 振 動300W超 音 波振 動 付 加
(S=2.Omm)(S=1.Omm)
図2.1.17せ ん断 途 中 の マ クロ組 織(v=0.Olmm/s,c=2幌)
(2)
(1)無 振 動(2)300W超 音 波 振 動付 加
(S=2.Omm)(S=1.5mm)
図2.1.18せ ん断 途 中 の マ クロ組織(v=O.Qlmm/s,c=7.雅)
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(1)無 振動(2)300W超 音 波 振動 付 加
くS=2.Omm)(S=2.Omm)
図2.1.19せ ん断 途 中 の マ ク ロ組 織(v=0.Olmm/s,c=端)
〈1)無 振 動(2)300W超 音 波振 動 付 加
(S=2.5mm)(S=Z.5mm)
図2.1.20せ ん断 途 中 の マ ク ロ組織(vニ4.4mm/s,c=20%)
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公 称 応 力 振 幅 σ:11.Okgf/vam2コヨ
き裂 伝 ぱ 速度dl/dN:1.1×10mm/cycif
(1)疲 労 試 験 片 の き裂 とX線 照射 位 置
(2)疲労 き裂先端の細 束X線 回折像







1,II,皿:X線照 射 位 置










図2.1.24長 手 方 向 クラ ック先 端 のX線 回 折像
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刃 に固定される。ボ ンチ刃 は基板、支持枠、上板 を介 してボル トで固定 されたポ ンチガ イ ド内 を
摺動 する構造で、その先端 には中間ブロ ックを介 してポ ンチヘ ッ ドが取 り付 けられている。ポ ン
チヘ ッドの頭部 にはハンマーが衝突 した時のシ ョ・ソクをやわ らげ る拒めに受圧板(銅 製)が 取 り
付け られている。 ま艶ポ ンチ刃 とダイス刃の問の ク リアランスの調整は、ダ イス刃が固定 されて
いるダ イブロックを調整ね じに よって移動させて行 う。ポ ンチ刃 とダ イス刃 の形状を図2.2.4に
示す。ポ ンチ刃、ダ イス刃 とも材質 はSI(D11で 、熱処理によ ってかださをHR.C≒60とし、
ダイス刃にはIOmmのラン ド部 を設け、下部 は10。の逃げ を付けてある。ポンチ刃 は直径が60mmの
丸棒の一部を幅が30mmになるように削 り蒋 と した形 状になって いる。以上の構造を持 っ炬せん断
装置 を、せん断速度が速い場合 には前述 の空気加速 式衝撃試験機に、遅 い場合には100トン万能
材料試験機 に取 り付 けてせん断実験 を行 っだ。
ここで空気加速式衝撃試験機 を用 いてせん断す る時の作動 につ いて説 明すると、・エアーコンブ
レッサーによって衝撃試験機の リザ....ブタンク内に蓄積 されだ圧縮空気を、シ リンダー内に急激
に送 り込 むと、 ピス トンは瞬間的に作動す る。 これによ りピス トンに連結 しだロ ッ ドに取 り付 け
られ だ加速ヘ ッ ドが瞬間的に加速 され、衝撃試験機 のベ ッ ドに取 り付 け られ炬 レール に沿 って水
平に走行 し、所定の位置に到達す ると加速 ヘッ ドは急速 に停止す る。すると加速ヘ ッ ドの軸受 に
滑動状態で さ し込 まれたガ イ ド棒 に取 り付 け られ たハンマーが、所定の速度 を持 ってポ ンテ刃の
バンチヘ ッ ドに衝突 し、速度 を得 炬ポ ンチ刃が高速で試料 を切断す る。切断終了後ポ ンチ刃 は緩
衝材に よって停止 し、 またハンマーはス トッパ ー材(ウ レタンゴム)と ス トッパー板の衝突 によ
って停止 する。
せん断 時の荷重の測定 には背丈の低 い円筒状ロー ドセル(外 周面4ヶ 所に半導体ひずみゲージ
貼付 け)を 用 い炬。 ま炬ボンチ刃の変位 の測定 には、ホ トトランジス ター を使用 し炬光電式変位
計を用 いた。その構造 は図2.2.5に示す ように、発光部 のランプの光 をポ ンチ刃先端近傍{...iy貼付
けたミラーで反射させ、反射光をホ トトランジスターで受け る方式で あ り、ポ ンチ刃の移動 とと
もにミラーの反射面積 が変わ り、フォ トトランジスターの受光量が変化す るようにな っている。
なお、せん断荷重、ポンチ刃変位の記録 はシンクロスコープを用 いて写真撮影 で行 った。
2.3実 験方法
2.3.1供 試材料
実験に供 し拒試料は、板厚5mmのアル ミニウム板(A1100-H12)、軟釧板(SPHC)、 お よ
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びばね鋼板(SUP9)で あ り、その機械的性質 な らび に形状 を表2.2.1に示す。ばね鋼板 は球
状化焼鈍後20%の引抜 き加工が施 されて いる。 まだ軟鋼板 は主 として熱間圧延材 をその まま用 い
たが、一部の実験 では900℃のソル トバス中に30分保持後油焼入 れ し硬 さをHv=167と しだ試
料 も用 いた。
2.3.2せ ん断条件
図2.2.6にせん断途中のポ ンチ刃、ダイス刃 と試料 の位置関係を示す。せん断方式 は分断形で
あ り、aン チ刃 とダ イス刃のク リアランスc(板 厚に対す る比率)は 、2、8、20%の3種 類 と
し、試料 と押 さえ板の間には、 せん断 のさいに長手方向の拘束 を与 えないで単 にはね返 りを防 ぐ
拒めの間隙(0.05mm)を設けてある。
せん断速度vは 万能材料試験機 を用 いだ低速 の場合は クロスヘッ ドの下降速度か ら求め、v=
lmm/minと一定 に し炬。高速の場合 は、空気加速式衝撃試験機 の リザ_..ブタンク内空気圧 を調整
す ることによってその速度を変 えることがで き、本実験では、v=2～3m!secにな るように空気
圧を調整 した。なおせん断開始 前には、ポンチ刃先 と試料 はあらかliめ接触 した状態 と し、ハン


















図2.2.8にク リアランスc=8%で 高速 せん断 を行 っ'c'.時の荷重一時間、変位一時間曲線の一
例 を示す。(1)のアル ミニウム板で は、荷 重はせん断開始 とともに急激 に立ち上が り、その後徐
徐に増加 して約0.5msで最大 にな り、その後減少 して約1.3msでほぼ零にな りせん断が完了 して
いる。この時のポ ンチ刃 の変位 は、時間に対 してほぼ直線 的に変化 して いる。 この変位 と時間の
関係か らせん断 中のポ ンチ刃の速度 を求め るとv=2.Om!sである。一方(2)の軟鋼板では、荷重
はせん断が開始 する と急激に立ち上が り、その後数 回の振動 を繰 り返 しなが ら約0.25糊sで最大 と
な り、以後減少 してい く過程 を とる。軟銅板ではせん断完了 までの時間 は約0.8msである。 また
ポ ンチ刃の変位 は、時間に対 してほぼ直線的に変化 して お り、せん断速度 はv=2.lm/secとな る。
(3)のばね鋼板で は、荷重 はせん断開始後約0.08msで最大に達 し、その後減 少 して0.4msでほぼ
零にな りせん断が完了す る。 この時の変位 はせん断開始 か ら完 了までの問は、時間に対 してほぼ
直線 的であ り、変位 と時間の関係か らせん断速度 はv=2.3m/sとな る。 このよ うに三種類 の材料
で、せん断開始 か らせん断が完了す るまでの時間が異 な るの は、材料 の伸び とか ださの相違 によ
るもの と思われる。な お以後の文中で高せん断速度 、 または高速 と記述 しだ場合は上記 に示 した
vの値で あ り、ま炬低せん断速度 、または低速 と記述 しだ場合はv=1mm/minのせん断速度で あ
る。
図2.2.8の荷重一 時間曲線か ら最大せん断荷重Tmを 求 め、ク リアランスcと の関係で整理 し
た結果を図2.2.9に示す。図中には低せん断速度のTmも 示 した。いずれの材料 も高せん断速度、
低せん断速度 とも、Tmはcに よってほ とんど影響を受 けず一定で ある。一方 、せん断速度 が約
2m!sと高速 にな ると、アル ミニ ウム板 、ばね高鋼板のTmは せん断速度 の場合 の約1.2倍に、軟
鋼板 の場合は約1.6倍に上昇 した。
2.4.2切 り口面の外観
図2.2.10にク リアランスc=8%の 場合の切 り口面の外観 の一例 を示す。 アル ミニウム板の場
合、低せん断速度で は破断面に"タ ング"(ポ ンチ刃先 とダ イス刃先か ら発生 し距クラックが行
違 いとな り、刃面か ら突 出 し、それがさ らに刃先で削 られだ部分 をいう)が 多少認め られ るが、
高せん断速度 にな ると、"タ ング"は あ らわれな い。 この"タ ング"はc=2%で 破断面の半分































るとhは 減少 する傾向 を示 し、c≦8%で は、高せん断速度 にすることに よってhが 増加 してい
るが、ぱ らつ きを考慮す ると両者 の差は小 さい。またc=20%にな ると、両せん断速度でhの 差
はな くな っている。 軟銅板の場合、低せん断速度のc=2%を 除 いて、せん断面幅hは ク リア
ランスcの 影響 を受 けずほぼ一定で あ り、ま遊低せん断速度 と高せん断速度 でhの 差 は認め られ
ない。低せん断速度のC=2%で は、他のク リアランスにおけるせん断面幅 よ り小 さ くな ってお
り、高せん断速度 にす ることによって大 き くな ることが認め られるが、ば らつ きを考慮す るとそ
の差は小 さい。
ばね鋼板のせん断面幅hは 、低せん断速度 、高せん断速度 とも、 ク リアランスcが 大 き くなる
と若干大 き くなる傾向があ り、 高せん断速度 にす ることに よってhは 増加 し、その増加割合はc
が大 きいほど大 き くな る傾向 を示 してい る。
2.4.5切 り口面の平坦度
図2.2.10および図2.2.11に示 したように、ばね鋼板 の切 り口面 は高せん断速度 にす ることに よ
って、平坦度が向上 し、破断面の あ らさも小 さ くな って いる様子が うかが える。そこで小坂式あ
らさ計を用 いて、切 り口面の平坦度、お よび破断面のあ らさを調べ だ。
図2.2.14に切 り口面の板厚方向のプロフ ィル の一例 をク リアランスC=8%の 場合のダ イス刃
側切断片 について示す。低 せん断速度 では、ポ ンチ刃先側(A)か らの ク ラ ック とダ イス刃先側
(B)からのクラックが両刃先 を結ぶ方向に進行 しな い彪め、線分ABを 中心に して大 き くうね っ
た切 り口面 となって いる。 しか し高せん断速度 にす ると、両刃先か ら発生す るクラックは線分A
Bに 沿 って進行す ることに より平坦な切 り口面 とな って いる。以上の傾向 はク リアランスが変 わ
って も、 ま炬ボ ンチ刃側切断片 でも同様 であ っだ。図2.2.14で示 しだ切 り口面 のプロフィルか ら
平坦度をあ らわす尺度 と して図中に示 し炬 うね り幅aを 求め、ク リアランスcと の関係で整理 し
炬。その結果 を図2.2.15に示 す。低せん断速度 ではば らつ きが大 きいが、 クリアランスcが 大 き
くな るとうね り幅aは 減少す る傾向 にあ る。一方 高せん断速度 にするとc=2、8%で は両者 と
も差がな くaは 低せん断速度の約1/7にな る。 しか しc=20%ではaは 急激に大 きくな り、ば ら
つきも大 き く低 せん断速度の値 に近づ いて いる。これ はcが 大 きいと図2.2.14で示 したせん断面
終了位置Eが 線分ABよ り離 れるため と解 釈される。
図2.2.16は図2.2.14で示 しだ破断面のXの 範囲のあ らさ曲線を示 したものであ る。低せん断速
度 では、 あらさはク リアランスcが 大 きいほ ど小 さ くな る傾向がみ られるが、高せん断速度にな







金属材料のせん断加工 において、2m/s程度の高せん断速度に しだ時の切 り口面の様相を検討 し
た結果、アル ミニ ウム板(A1100-N12)につ いては低速(lmm/min)でせん断 した場合 と大差なか っ
たが、軟鋼板(SPHC)で は面だれの顕著な減少 と、切 り口面の平坦度が向上 しだ。 ま炬ばね
銅板(SUP9)で は、切 り口面の平坦度の著 しい向上 と、面だれの減少が認め られ た。
高せん断速度に しだ場合の切 り口面の挙動な らび にその生成機構 については、緒言で述 べたよ
うに、種 々の説があ るが、中でも、切 り口面近傍 の加熱 による軟化説が有力視 されて いる94)0し
か し、局部的な加熱軟化のみで、切 り口面が向上 され るのであれば 、本質的には材質には無関係
とな り、アル ミニウム板 につ いて もその結果が認め られ るはずである。 しか るに本実験で得 炬ア
ル ミニウム板 についてみ ると、高せん断速度に しても、切 り口面の変化はほ とんど認め られてい















(1)は低速 でせん断 した時の破断面 であるが、せん断荷重の方向 に対 してshearlipをともな っ
た典型的な延性破壊を示 してお り、未硬化材 の高速でせん断 した破断面((2)(a))も同様な様相
を呈 していることがわか る。 ところが高温 か ら急冷 し!c'.硬化材 を高速でせん断す ると図の(2)(b)
で示 したようにshearlipも認め られ るが、む しろ脆性 き裂の発生に関連Vて いると考 え られ る
へ き開型 に近 い破面の様相を呈 して いる部分 も認め られる。そ こで この点 につ いてさ らに詳細に
観察 するため、 レプ リカ法に よる破面観察 を電子顕微鏡 で行 った。硬化材 を用 いむ時の結果 を図
2.2.18に示す。低速でせん断 した試料では、硬化材 でも図の(1)に示 すように、破断面 は荷重方
向に沿 って極端 に引 き伸ばされ だ偏平状 のデ ィンブルパ ター ンを示 しているが、高速でせん断 し
た試料ではデ ィンブルバ ターンはほ とんど認め られず、脆性破壊 を起 こ しだ時に認め られ るへき
開型の破面に近 い様相を示 して いる。
以上破断面の微視的観察か ら、硬化材では、せん断速度をlmm/minから2m/sにすると延性破壊
か ら脆性破壊 に移行 していることが認め られたが、未硬化材 では両者 に差が認 め られて いない。
しか し図2.2.12で示 したように、高せん断 速度 にす ることによって面 だれ,量には明 らかな差 が生
じて いる。この差が何に起因す るのか を考察す るため、切 り口面近傍の有効ひずみ をX線 で測定
し、され に面 だれ部分の塑性変形 によって生 じ叛転位の配列状態 を、透過型電子顕微鏡 で観察 し
た。
図2.2.19はCoK:α線(管 電圧40KV、電流80mA)を用 いて α鉄 の{110}お よび{220}
の回折線の積分 巾か ら算出 した有効ひずみ を切 り口面か らの距離に対 して示 し遊ものである。低
速でせん断 し炬試料 は、せん断切 り口面か ら約0.2mmまでの範囲では有効ひずみはほぼ一一定であ
るが、0.2mm以後で は徐 々に減少 し、切 り口面か ら1.Omm離れだ場所 でも、 まだ全 く加工の影響
を受 けて いない内部のひずみよ りもかな り大 きいことがわか る。一方 、高速でせん断 された試料
では、切 り口面か ら0.2mmの範囲の有効ひずみは低速 せん断の試料 とほぼ同 じ値 を示 して いるが、
0.2mm以後は急激に低下 して、低速 の場合 との差 が大 き くな り、切 り口面 よ り約0.6mm以上 でほ
ぼ一定の値になって いる。有効ひずみは、結晶格子の ゆがみに関係 して お り、 この量は塑性変形
量 に関連 しだ量 として理解で きる。 したが って低速でせん断 した試料の塑性変形領域は、高速せ
ん断試料に比較す ると著 しく広範囲に及び、 これは図2.2.12で示 しだ面だれ量 の差 と してあ らわ
れて いると解釈す ることがで きる。
図2.2.20は透過型電子顕微鏡で観察 しだ切 り口面近傍の微細組織であ る。この時の試料 は以下
の方法で作成 した。 まず、あらか じめ切 り口面 か ら所定の観察位置 まで研磨盤で研削 し、さらに




























板材の分断形 せん断加工において、せん断速度 を高速(v≒2m/s)にし叛場合 、切 り口面外観、































ロ ー ドセ ル,2:ダ イス ホル ダ ー,3:ダ イス ブ ロ ッ ク
ダ イ ス刃,5:ポ ン チ刃,






































































































































ば ね 鋼 板
図2.2.10切 り口面 の 外観(c=8%,ダ イ ス刃側 切 断 片)
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(2)軟鋼板,ば ね銅板
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うね り幅 とク リアランスの関係(ば ね鋼板)
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切 り口 面 か らの 距 離x(mm)
内部
図2.2。19切 り口面か らの距離に対 す る有効ひずみの変化
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(1)切 りロ面 よ り0.35mm内部





引張 り強 さ(kgf/mm2)伸 び(%) 硬 さHv
アル ミニ ウム板
(A1100-H12) 13 15 40
軟 釧 板
くSPHC) 33 43 112
静
ば ね 鋼 板
(SUPS) 89 14 233
蓑球状化焼鈍後20%引抜き加工




第3章 圧 印(コ イ ニ ン グ)を 併 用 し た せ ん 断 加 工
3.■ 緒言
材料 の分離 を目的 としだせん断加工 では、切 り口面 をいかに垂 直に、平滑に、 また面 だれが少
な いように形成す るかで色 々な研究がな されて きた。第1章 、第2章 で述ぺたせん断法 も、上記
目的のために研究 されだものである。 しか し、液体や気体が板材の切 り口面 を通過す るような部
品では、それ らの流 れを、乱れのない、定常流 にす る炬めに、ある一定の傾斜(テ ーバー)を 持
っだ平滑な切 り口面が必要な場合 が しば しば起 こる。例 えば、糸か ら布を編 む場合 に用 い られる
織機 においては、空気の圧力 で よこ糸 を送 るエアージ ェッ ト織機が脚光を浴び ているが、 これ に
用 い られ るウエフ トガ イ ドは、空気 をいかにガ イ ド部に とじ込めて効率 よく糸 を搬送するかが問
題 であ り、その炬め にガ イ ド部 を打抜 いた後、切 り口面全周 を研削に よって15。程度 のテーパー
をつ けている97)0このウエフ トガ イ ド1枚 は板厚0.4mm程度の金属板 か らな り、 これを数千枚 、
等間隔 に並べて組み付け られ る距め、研削で は非常 に能率が悪 く、 まだ、ガ イ ド部 の形状か ら く
る制約のだめ、研削法 にも多大な苦労が必要であ り、加工工数 がかかって量産向 きで はな く、ま
炬加工コス トも高 くな って しまう。 し炬が ってせん断 と同時 に切 り口面 に所望のテーバー をつけ
る方法の開発が望 まれている。
その一方法 として、せん断が進行 して い くと同時 に、切 り口面 を塑性変形 させて所望のテーパ
..一.YyL仕上 げて い く方法 が有効 と考 え られ、 コイニング式せん断加工法 を開発 し/i。この方法 は、
ポンチ刃の外周 が台形 にな ってお り、切 り口面がせん断 と同時 にポ ンチ斜面で塑性変形されて、
ポンチ斜面 にな じんだ形状に成形 され るものである。
本章で はコ イニング式せん断加工方式で、切 り口面に所望のテーパー加工 を施す炬めの条件を、
エアージ ェ・ソト織機の ウエフ トガ イ ドのガ イ ド形状 を用 いて検討 し、テーパ ー形状に与 え る最適
せん断条件を明 らかにす るとともに、本加工法で試作 したウエ フ トガ イ ドの性能についても検討
を加 えだ。
3.2実 験装置
せん断装置の外観を図2.3.1に、その構造を図2.3.2に示す。本装置 は、ポンチ刃 、外ダ イス
刃、内ダ イス刃、板押 さえか ら構成 され、 これ らがダ イセ ッ トに組 み込 まれ た構造 になって いる。
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慣用せん断法の場合、ダ イス刃 は図2.3.2で示 した外 ダイス刃のみであ るが、本せん断法で は、
内ダ イス刃が加わ ったこと、およびポンチ刃 の外周面がせん断方向に対 して傾斜 を持 っているこ
とが特徴 である。ポンチ刃 、外ダ イス刃 、内ダ イス刃 の形状 を図2.3.3に示 す。 これ らの形状は
後述す るウエフ トガ イ ドのガ イ ド部の形状 にあわせた。
図2.3.3(1)に示 しだポ ンチ刃の刃先は、厚みaの 平坦部 が全周に設け られてお りシェル構造 に
な ってい る。外径部は、軸心0-0に 対 して刃先か ら15。の傾斜 を持 って外径が増加す る(断 面
が台形 にな る)よ うにな っている。なお、a=0.4mmの時のポ ンチ刃 をポンチ刃1、a,=0.9mm
の時をポ ンチ刃IIとす ると、図中のA、Bは 図の表 に示 しだ値 にな る。
図2.3.3(2)に示 した外 ダイス刃 は、ウエフ トガ イ ドのガ イ ド部形状 に合わせた切刃 を持 ち、供
試材 との位置合わせの 遊め、供試材外径 と同一形状の0.3mm深さの溝 を設けだ。また切刃部 のラ
ン ドはlmmとし、10。の逃 げを設 けてあ る。
図2.3.3(3)に示 した内ダ イス刃 は、ポンチ刃の内面 との クリアランスを変え るため、図中の寸
法B'を変 化させた3種 類(内 ダイス刃1、II、皿)を 製作 し拒。な お図中の寸法A:および ごは外
ダイス刃 との位置決めの ためにそれぞれ変化 させたものであ り、いずれの内ダ イス刃 も、lmmの
ラン ドと7。 の逃げ を設け距。
板押 さえはせん断部近傍約15mmの幅で押さえ るように し、板押 さえ荷重は図2.3.2で示 しだ皿
ばねで与 える方式 を採用 した。な蓄ポ ンチ刃、外 ダ イス刃、内ダ イス刃の材質はSKD11で あ
り、熱処理に よって硬 さをHRC60～62とした。 また、せん断 す るための負荷源 としては、主に
10㌧アムスラー型万能試験機を、一部の実験 では20㌧の クランクブ レスを用 いだ。
3.3実 験方法
3.3.1供 試材
実験 に用 いた供試材 の形状は図2.3.4に示 し/Lように、外形がウエフ トガ イ ドの形状 に打抜 い
距ものである。本実験 では図の点線で示 したガ イ ド部 を打抜 き、 この切 り口面 にテーバ....を付 け
ようとするもので ある。供試材の材質 はウエ フ トガ イ ドの機能面を考 慮 して、SK5、SUS304、
SUS430、を選 んだ。それ らの板厚 および硬 さを表2.3.1に示 す。
3.3.2せ ん断条 件
図2.3.5にせん断 し拒時の状態 を摸式 的に示す。せん断加工後 には、図に示 したように製品(
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外ダ イス刃上に残 る部分)、 切 り屑(外 ダ イス刃 と内ダ イス刃の間に押 し込 まれ る部分)、 抜 き
かす(内 ダイス刃上 に残 る部分)の3つ に切断 され る。本法 はせん断 開始か らポ ンチ刃が押 し込
まれてい くと、製 品の切 り口面はボ ンチ刃の斜面Pに よって圧印(コ イニング)さ れて、塑性変
形を起 こ し、せん断終 了時 には斜 面Pに 沿 った傾斜 した切 り口面が得 られ るこ とを期待 したもの
である。なお、内ダイス刃な しでせん断 を行 っIL場合 は、ポ ンチ刃の斜 面Pに 沿 っ炬切 り口面 は
得 られな いことが別 の実験で観察 されている。
図2.3.6に装置 に組み込 まれだ状態 でのポ ンチ刃先 、外ダ イス刃先、内ダ イス刃先の位置関係
を示 す。特に本加工法で は、ポンチ刃 と内 ダイス刃のク リアランスが重要 と考 え られ るので、図
2.3.3で示 したポ ンチ刃1、Hと 内ダイス刃1、II、皿の組み合わせに よってク リアランスを変
化させた。 この時、図2.3.6に示 した底辺 、直辺、斜辺 では、ポ ンチ刃 と内ダイス刃のク リアラ
ンスは若干異な るので、底辺 、直辺 、斜辺のク リアランスをそれぞ れC1、C2、C3と した。
表2.3.2にポ ンチ刃 と内 ダイス刃の組 み合わせに よるせん断条件 を示 す。表中にはc1、c2、
c3の 値 も示 した。条件1は ク リアランスが一番小さい場合 で、条件IIが中、条件mが 大 である。
また条件IVはポンチ刃先の厚みdの 影響 を調べ るだめに設定 したもので、ク リアランスは条件
1とほほ伺 じである。 また、本 せん断法で は、図2.3.5で示 し炬製 品 と切 り屑が分離される必要
があ る。 この分離 に重要な因子 として図中 に示 した外 ダ イス刃上面 と内ダ イス刃上面の高さmが
考え られ るので、mを0か ら供試材の板厚tま で変化 させ、製品 と切 り屑が分離され る状況 を調
べ だ。
以上のせん断条件 で加工 されだ製 品の切 り口面形状 を触針式3次 元形状測定器の100倍で測定
し、図2.3.7に示 した傾斜面長さ.Q、面 だれ量h、 傾斜角度 θを、底辺 、直辺、斜辺にわけて求
めた。
また、外ダ イス刃先 とボ ンチ刃斜 面Pと の距 離nが 大 きい条件(ポ ンチ刃 ス トロークSが 小 さ
い条件)で 製品 と切 り屑 が分離す る場合 は、nに よる傾斜面長 さ.Qの変化 も求め た。なおSK5
材を用 いて、最適 せん断条件での加工数 による傾斜面長 さ.Q、面だれ量h、 傾斜角度 θの変化 も
求めた。平均のせん断速度vは10㌧アムスラー型万能試験機 を用 いた場 合v≒0.05mm!s、20㌧ク
ランクブ レスを用いだ場合v≒lOmm/sである。
3.3.3せ ん断 品の空気漏れ観 察法
最適 せん断条件でガ イ ド部が打抜 かれだSK5材のウエフ トガ イ ド360枚を図2.3.8に示 したよ
うにピッチlmmで編み組 み し、ガ イ ド部 に空気 を流V込 んだ場合の空気 もれをシュ リー レン法 に
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よって観察 した。その構成 を図2.3.9に示す。観測部内では、空気の密度に変化 がなければ、光
源か ら出た光 は平行光線 とな るが密度勾配を持 つ と光 は屈折す る。それ らの光をナ イフエ ッヂに
よって調整 することに よ りスク リー ン上の光 の明暗が あらわれる。今、ガ イ ド部内 に空気 と異 な
っ炬密度の気体 を流 し込む と、気体がガ イ ド外 に多 くもれ る場合は、広 い範囲にわ炬って密度勾
配を持ち、スク リーン上 に明暗が あらわれ るの で、その程度 によ り空気 もれの状態 を観察 しだ。
用 いた光源 はキセ ノンランプであ り、 ノズル か ら噴射 した気体 は圧力0.5kgf/cm2のフ レオンガ
スである。
3.3.4せ ん断品の風速分布測定法
図2.3.8に示 し潅編み組み されだウエフ トガ イ ドのガ イ ド内 の風速分布 を、図2.3.10に示 し1Y2
方法 で測定 した。すなわち、編み組 みされ炬ウエ フ トガ イ ドの長手方向に50mm間隔で ノズルを配
し、ノズルか ら圧力1.6kgf/c㎡の空気 を噴射 させガ イ ド内の風速分布 を ピ トー管に より測定 し
拒。 ノズルは φ0.7㎜の穴が4mm間隔で2ケ 設けて あ り、その穴か ら噴射角35。で空気 を噴射 す
る。測定位置 は ノズルNasとNa6の問の10mm毎であ り、各位置でガ イ ド内0.5mm間隔で風速 を測
定 して分布を求めた。 ピ トー管の先端 内径 は0.5mmであ り、ガ イ ドの長手方 向 と平行に取 り付 け、
得 られ たビ トー管圧力 をその点 の全圧 とみな し次式 に よって風速 を算 出 した。
η:ビ トー管係数(≒1)Pt:全 圧2g風速v=(Pt-Po)
Po:静 圧(≒1)γ:比 重ηγ
なお本法で成形 し彪ウエフ トガ イ ドの風速分布 が どの程度か を比較す るため に、研削加工 によっ
てガ イ ド部 に15。の傾斜 を付けだウエ フ トガ イ ドの風速分布 も調べだ。
3.q」 実験結果
3.4.1製 品 と切 り屑 の分離状況
表2.3.2に示 しIc'_条件 でせん断 し滝せん断 品の製品 、切 り屑、抜 きかすの分離状況 の一例 を図
2.3.11に示 す。製品 と切 り屑 が分離 され るものは分離 され 拒時点のポ ンチ刃 ス トロークSで せん
断 を中止 し、分離 されていないもの は、せん断荷重 が急激 に増加す る時点(ポ ンチ刃斜面Pと 外
ダイス刃先の距離nが 非常に小 さ くな る)で せん断 を中止 した。なお、この時の外 ダ イス刃上面
と内ダ イス刃上面の高さは同一面内(m=0)で ある。図2.3.11でタイブ1は 製品 と切 り屑 と抜
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きかすが完全 に3つ に分離で きる場合 、タイブ2は 製品 と切 り屑が分離で きない場合、 タイブ3
は製品 と切 り屑が分離 で き、切 り屑 と抜 きかすが分離 しな い場合である。表2.3.2(..4y示した条件
でせん断 した時のポンチ刃 ス トロークと、製品切 り屑、抜 きかすの分離状況 を表2.3.3に示す。
表中 には、ポ ンチ刃斜 面Pと 外ダ イス刃先 との距離nも 示 した。
表2.3.3からわか るよ うに、SK5材は、条件1、II、IVでタイブ1の 分離 、条件皿で タイブ3
の分 離 とな り、 いず れ も製 品 と切 り屑の分離が可能で、その時のnは0.35mm.以上 ある。一方、
SUS304、SUS430材の場合 は、ポンチ刃 と内ダ イス刃の ク リアランスcが 小さい条件1、IIでは、
タイブ2の 分離 とな り、製品 と切 り屑 が分離で きなかっ炬が、cが 大 きい条件 皿では、 タイプ3
の分離 とな り、製品 と切 り屑の分離 が可能であ った。 ま炬、cが 小 さ くてもポ ンチ刃先の厚みa
が大 きい条件IVでは、SUS304、SUS430ともタイプ1の 分離 とな ったが 、nは0.lmm以下 と非常 に
ノ」、さか った。
3.4.2切 り口面の性状
(1)切 り口断面 の形状:切 り口断面の拡大写真の一例 を図2.3.12に示 す。切 り口断面 は
面 だれ、平坦 な傾斜面、破断面か ら構成 されて いる様子が うかがえる。表2.3.2で示 し彪条件で
せん断 した切 り口面を、3次 元形状測定機で測定 した結果の一例 を図2.3.13に示 す。 ここでSK5
材 の場合は、表2.3.3に示 すように、他 の供試材 より小 さいポンチ刃 ス トロークSで 切断 するの
で、切断後 もさ らにSを 大 き くして、ポ ンチ刃斜面Pと 外ダ イス刃先の距離n=0.lmmになるま
まで ポ ン チ刃 を押 し込 ん だ製品であ り、まだせん断のみで製品 と切 り屑が分離 しないSUS304、
SUS430では、手で両者 を分離(簡 単に分離可能)し て測定 し彪。ボ ンチ刃 と内ダイス刃のク リア
ランスが大 きいせん断条件mの 場合は特 にSUS304、SUS430で傾斜 しだ平坦面が明確 ではなかっだ
が、他の条件 では、いずれの供試材も図2.3.13で示 し炬ような面 だれ 、平坦な傾斜面が測定 され
た。
(2)傾 斜面長 さ:図2.3.13に示 した切 り口面形状 よ り傾斜面長 さ2を 求 め、板厚に対 す
る比 α=,Q/tとしてあ らわ し、 αとポ ンチ刃 と内ダ イス刃の クリアランスcの 関係 を図2.3.14
に示す。同一 せん断条 件でも切 り口面 の底辺、直辺 、斜辺でcは 異 なるので個別 に示 した。 また
ポンチ刃先厚 みa=0.9mmの場合(せ ん断条件IV)についても併記 し拒。 どの供試材で もクリア
ランスが大 きくなるとαは減少す る傾 向を示 して いる。 しか し、SK5材は、 αの減少割合は小 さ
いのに対 し、SUS304、SUS430では、cが0.lmm程度か ら0.5mm程度 に大 きくな るとαは約半分 に
減少す る。すなわち、長い傾斜面を得 るため には、ポ ンチ刃 とダ イス刃の クリアランスをで きる
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だけ小 さ くす る必要が ある。 ま拒、ポ ンチ刃 先厚みaが 大 き くなって も傾斜面長 さにはほ とん ど
影響 しないことが図2.3.14からわか っだ。
(3)面 だれ量:図2.3.15に、板厚tに 対 する面 だれ量hの 比 β=h/tと 、ポ ンチ刃 と
内ダ イス刃 のク リアランスcの 関係 を示す。 どの材料 もcが 増加 すると βも増加 す る傾向を示 し、
SK5材 で はその増加割合は小 さいが、SUS304、SUS430で は大 き く、cの 大 きい と
ころでは板厚の40%近くにもな る。この面だれ量 は製品 としては小 さいことが望 ましいことか ら、
クリアランスは小 さ くす る必要 がある。
(4)傾 斜面角度:図2.3.13の切 り口面形状 よ り求めた傾斜面角度 θを表2.3.4に示す。
クリアランスcの 小 さいせん断条件1、 皿では供試材 による差 は小 さ く17。≦ θ≦18.5。の範囲
にあ るが、cが 大 きい条件皿では、15.5。≦θ≦20。とば らつ きが大 き くな る。これは、傾斜面
長さ4が 小 さいことによる測定上 のば らつ きと、cが 大 きいことによる板面の曲が り発生が原 因



















図2.3.16は、mとnの 組み合わせに よる製品 と切 り屑 の分離条件を示 したものであ る。タイブ
1は製品、切 り屑、 および抜 きかすがすべて分離す る場合、 タイブ2は 少 な くとも製 品 と切 り屑
が分離 されない場合、 タイプ3は 製品 と切 り屑 は分離 され るが、切 り屑 と抜 きかすは分離 されな
い場合で ある。少 な くとも製 品 と切 り屑 が分離す る条件は、材料 によって異 な って いる。前述 し
たように、実用 を考 えるとn≧0.1で分離 す る必要が あ り、この条件では、SK5材、SUS304材の
場合、どのmで も分離可能であ るのに対 し、SUS430材の場合はm≧0.15mmで分離可能 とな る。一
方 どの材料も、0.3mm≦m≦tの範囲では タイプ3の 分離 となる。この タイブ'3の分離 では、ス
クラ ップとな る切 り屑 と抜 きかすが一体にな るため、実用性を考 えた場合、切 り屑が外ダ イス刃
と内ダイス刃の間隙か ら排除 しやす く、ス クラ ップ処理に対 して有利 とな る。
図2.3.17は傾 斜 面 長 さ α(=4/t)お よび面 だれ量 β(=h/t)に お よぼすmの 影響 を
n=0.lmmの場合 について示 したもので ある。 どの材料 もmが 変 わって も傾斜面長 さ、面だれ量
にほ とん ど変化を与えないことがわかる。SUS304材のm=0、SUS430材のm=0.1で αが増加 し
て いるのは、 この条件 では、製品 と切 り屑が分離 しないだめ、人 力で分離 させ たことによる影響
が出たものと思われ る。以上の ことか ら、外ダ イス刃上面 と内ダ イス刃上面の高さの差 を変化さ
せても傾斜面長 さはほ とん ど変わ らず、板厚の50%以上 は確保で きることがわか った。な お切 り
口傾斜面の傾斜角 θは、 どの材料、 どのmで もすべて15～16。であ った。
図2.3.18に、SK5材の場合のポ ンチ刃斜面 と外ダ イス刃先の距離nと 、傾斜面長さ α=諺/t
の関係 を示す。nが 小 さ くなる、すなわちポ ンチ刃ス トロークを大 き くす るほど傾斜面長 さは増
加す ることがわか る。すなわち、製品 と切 り屑が分離 しても、 さらにボ ンチ刃 を追い込ん で、ポ
ンチ刃斜面 と外 ダイス刃先 をできるだけ近 づける(実 用 的にはn≒0.lmm)ことで、長 い傾斜面
を形成で きることがわか った。
3.4.4傾 斜面長 さ、面だれ量 と加工 数の関係
SK5材を用い、せ ん断条件IV(表2.3.2)のポ ンチ刃、内ダイス刃の組み合 わせ(ポ ンチ刃 と
内ダ イス刃の クリアランスc=0.04～0.07mm)で、外ダ イス刃上面 と内ダ イス刃上面の高さの差
m=0の 条件で、ポ ンチ刃をn=0.lmm(n:ポンチ刃斜面 と外ダ イス刃先 の距離)ま で追い込
み、製品 を480枚作成 した。 この時使用 しだ負荷源 は20トンクランクブ レスで、平均ポ ンチ刃速度
はlOmm/sである。その中か ら100枚短 に傾斜面長 さ2、 および面 だれ量hを 測 定 し、加工数 との
関係を調 べた。その結果 を図2.3.19に示す。傾斜面長 さは、測定 した位置 によって差 はあるが、
同一測定場所で は、加工数 による差 は認め られず、いずれ も板厚 の50%以上にな っている。 ま拒、
一137一
面 だれ量はどの加工数でも測定場所で差がな く、加工数 による差も認め られな い。なお、切 り口
の傾斜面の角度 θは、加工数 が変 わって も15。≦θ≦16Φの範囲 にあ った。
3.5せ ん断品の性能
3.5.1空 気漏 れ
本加工法 でせん断 したウエ フ トガ イ ド380枚(2.2.4項 で示 した製品を使用)を 、図2.3.
8に 示 したように編組み し、図2.3.9に示 しだシュ リー レン法 によって、空気 のもれ状態 を観察
し距結果 を図2.3.20に示す。(1)は慣用せん断法で製作 し炬ウエ フ トガ イ ドの場合で、比較の た
めに示 した(外 形 は多少異な るが、ガ イ ド部の形状は同一)。 慣用せん断法 で製作 したウエフ ト
ガ イ ドは、ガ イ ド部 に板厚方 向の傾斜が付けていないため、空気(フ レオンガ スで可視化)も れ
が激 しく、ガ イ ドか ら離れだ位置 にまで空気が広 く拡散 して いる様子が観察 され る。一方 、(2)
で示 しだように、本加工法 で製作 しだウエフ トガ イ ドは、ガ イ ド近傍 でのみ空気もれが観察 され、
ガ イ ドか ら離れ 滝位置に まで拡散 して いな い。すなわち、空気はガ イ ド部 か ら激 しく飛び出 さな
いことが確認 され、本加工法で製作 されだウエ フ トガ イ ドは空気 もれ に対 して大 きな効果があ る
ことが示 され 炬。
3.5.2風 速分布
図2.3.10に示 した方法で測定 しだウエフ トガ イ ド内の風速分布 を図2.3.22に示す。比較 のだめ
に慣用せん断法でガ イ ド部 を打抜いた後 、ガ イ ド部の切 り口面 に研削加工に よって 、15Qの傾斜
を付 けたウエフ トガ イ ドの風速分布 も示 しだ。本せん断法 で製作 しだウエフ トガ イ ド内の風速分
布 は、ノズルか らの距離Xが 変わ っても、研削加工で製作 したガ イ ド内の分布 とよ く似炬形 を示
している。 しか し、等風速線 は、どのXで も、研削加工品の方が、本方式 による加工品 よりもガ
イ ドの開 口部側 に位置 して いる。これは本方式 による加工 品のガ イ ド内か らの空気の もれが、研
削加工品 より多 いことを示 してお り、この理由は、研削加工品の傾斜 面長 さ4が 板厚 のほぼ100
%に な って いるのに対 し、本方式 による加工品では、図2。3.19に示 した ように.Qは板厚 の50～70
%に な っているため と考え られる。
図2.3.22に図2.3.21から読み取 った最大風速Vmと 、 ノズルか らの距離Xと の関係 を示す。X
が大 き くな るとVmも 減少す るが 、本方式に よる加工品の減少割合 は研削品 と大差ない。 しか し、
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No. A a a

































































ボ ンチ刃,外 ダ イス刃,内 ダ イス刃の形状
一142一
No. A' B' C'
内ダイス刃1 8.Z(13.80 8.20
内ダイス刃皿 8.05 3.60 8.30


























記 号 内 容
C ボンチ刃と内ダイス刃のクリアランス〆.







回 S ポンチ刃 ス トロー クr














































































図2.:3.IU風 速 分 布 測 定 法
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別2.3.11製 品,切 り屑,抜 きか す の分 離 状態(mニ0)








































ポ ンチ 刃 と内 ダ イ ス刃 の ク リア ラ ンスc(mm)
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大 く 一 一一 一 一一 一 一一一 レ 小ボ ン チ刃 ス ト
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傾斜面長 さ及び面 だれ量 と加工数 との関係
一152一
(1)慣用サん断法 で製作 したウ よ フトカ イト
(り)本 せ ん断 ん式 て製 作 したr')Jノトカ イ ト
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ノズルからの距離 X(mm)
図2・3.22ノ ズル か らの路離 と最大風速 の関係
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表2.3.1供試材の板厚 と硬さ




表2.3.2せ ん断 条 件
「 ポンチ刃 ポ ンチ刃先厚みa(mm) 内ダイス刃 ポンチ刃 と内ダイスの間の刎アランスc底辺(mm) 直辺(mm) 斜辺(mm)









1.0.4 II 0.20 0.10 o.z8
10.4 皿 0.3510.45 0.50
lL[ 0,070.04 0.07
」一 一 ㎜...一 -
表2.3.3せ ん断時のfi'ンチ刃ス トロークと分離状況





SK5 0.(iO 0.45 タイブ 1
SUs3040.95 o.la タイブ 2
一一
SしIS430 0.95 O.OEiタイプ 2
条 件 II
Shy 0.60 0.45 タイブ 1
SUS3040.95 U.10 タイブ 2





Sky 0.55 0.50 タイブ 3
一卜
St!S309Q.75 0.30 タイブ 3
i.一 圃i■ 一 置一wρ,一 雫 一
Sl1S430.70 0.30 タイブ 3
一 一 　-
N




タ イー ブ 1
_i
J





闇一 一 一一 　一「
S:ポ ンチ刃xト ロー ク
n:ポ ンチ刃斜面 と外ダ イス刃先 と距離
m=0(外 ダ イス刃上面 と内ダ イス刃r.面の高さ同 一')
一156一









SK5 1H.0 18.U 18.U
SUS30418.0 亜8.0 18.5
SりS430 18.0 18.p 17.5
条 件 皿









マ イ ク ロ 波 を 利 用 し た 加 熱 接 合 と
そ の セ ラ ミ ッ ク ス へ の 利 用



































ここでfo、f1は 試料挿入前後 の共振周波数 、fsは 共振周波数の変化量 、Quo、Qu1は
試料挿入前後 の空胴共振器の無負荷Q、Qdは 試料の損失に よるQ、Vは 空胴共振器体積、Vs
は空胴共振器内の試料体積、 αは共振 モー ドや試料形状で決 まる係数で ある。
一・方、空胴共振器内の試料挿入前後 の電力反射率 と共振周波数 の関係 を図3.1.1に示すが、共




し拒が って、試料挿入前後 の共振周波数 と共振曲線 の半値幅 を測定す ることによって、(1)式
よ り比誘電率 εrを 、(2)、(3)より誘電損率,一tanSを求 めることがで きる。
1.2.2測 定装置
誘電損率 の測定に用いだ装置の外観 を図3.1.2に示す。本装置 はマイクロ波発振器(6GHz、
10mW)、クラ イス トロン増幅器(maxikW)、方向性結合器、空胴共振器、検波器、放 射温度
計 、バーソナル コンピュー ター を具備 しだコン トローラー、および記録計か ら構成 されてい る。
常温 での誘電損率 を測定す るための装置 の系統図を図3.1.3に示 す。発振器か ら発生 し彪マ イウ
ロ波(6GHz)は 、同軸ケーブルに よって方向性結合器 を通 して、円筒空胴共振器、 ま拒は直
方体空胴共振器内に伝送 され る。 ま抱、空胴共振器へ導 かれたマ イクロ波電力は、方 向性結合器





































1.3.1直 方体空胴共振器 で測定 した誘電特性
各セラ ミックス試料の比誘電率 εγ と誘電損率 εγ七an8を、直方体空胴共振器 を用 いて常温 で
測定 しだ結果を表3.1.2に示す。表中には、比較の彪め円筒空胴共振器での測定値 および石英10()1
サファイプ06、バ イ レックスガラズoのの文献値 も示 す。石英 、サ ファイアは、0.3～10GHzの
周波数で、パ イレックスガ ラスは、1MHzの 周波数 で測定 されだものであ る。なお各測定値 は
3回以上測定 しだものの平均値であ る。いずれの試料においても、比誘電率 εr、 誘 電 損 率
ErtanBとも直方体空胴共振器で測定 した値 と円筒空胴 共振器 で測定 しだ値にはほ とん ど差が認
め られな いことがわかる。 しか し、円筒空胴共振器では、窒化 ケイ素焼結体2、 および炭化ケ イ
素焼結体 にみ られ るように εrtanδが大 き くな ると測定が困難 であ り、幅広 い材料 の誘電特 性 を
測定 するためには従来 の円筒空胴共振器 よりむ しろ可変結合窓 と可変短絡板 を具備 しだ直方体空
胴共振器 を用 い拒ほ うが有利で あるといえ る。
一方 、基準 と して用いた石英、サ ファイアの測定 されだ εγ、ErtanS、およびバ イレックス
ガ ラスのErは 、文献値 と良 く一致 して お り、本測定法が妥 当であ ることを裏づけて いる。パ イ
レックスガ ラスの εrもanδが文献値 よ り大 き くな っている理由は次の よ うに考 えられ る。一般 に
測定周波数が高 くな ると、Erは あま り変化 しないが、ertanSは大 き くな る傾向があ るo蒐 一
方、文献値の測定周波数が1MHzに 対 して本測定 では6GHzの 周波数 を用 いて いる。この よ
うに周波数が高いことによって本測定値 は文献値 よ り大 き くな っt`ものである。
また、表3.1.2のアル ミナ焼結体 、窒化ケ イ素焼結体 でみ られ るように、同一種類のセラ ミッ
クスでも、比誘電率 εr、 誘電損率 εγtanδが大 き く異 なっている。すなわち、 アル ミナ焼結体
2と3は 純度が異 なるにもかかわ らずEY、ErtanBともほぼ同U植 であ るの に対 し、 アル ミナ
焼結体1は2、3と 異 なっ拒値 とな っている。 ま滝窒化 ケ イ素焼結体1と2で は特 に εrもanδが
大 きく異な ってい る。 これ らの相 違は次の ように考 えられる。純度92%のアル ミナ焼結体2と76
%の アル ミナ焼緒体3で は焼結助剤 として用 い られて いるSiお よび不純物 としてふ くまれてい
一162一
るNaの 分析値 は、表3.1.1に示 しだようにあ まり変わ らないが、99%のアル ミナ焼結体1で は
これ らの値 が小 さ くな っている。 また窒化 ケ イ素焼結体2で は1よ りFeが 多 く含 まれ ているこ
とが同表か ら伺え る。一方、一般にNa等 のアルカ リやFe等 の遷移元素の増加 は誘電損率を大
き くする傾向にあ る08、これ らの ことか ら誘電損率の値 は、不純物の組成 とその量 に影響 されて
いるもの と考 え られる。 しか しこの点 につ いてはさ らに詳細な検 討が必要 であろう。
1.3.2測 定精度の検討
本 測 定 法 に よ って得 られ だ誘電特性の測定精度 を知 るために、各試料の比誘電率 の相対誤差
sErと 誘電損率の相対誤差 δεe(ε.=E,一tan8)を誤差伝播式109嬉用 いて調 ぺ炬。8Er、
































炬だ し、a、bは 共振器 の断面長 さであ る。比誘電率 εrと ブランジ ャー移動量Lは ほぼ直線関
係 にあ り、計算値 ともよく一致 して いる。
図3.1.8は共振状態でのア イリス幅Wと 、表3.1.2で示 し彪誘電損率 εrtanδの関係 を示 した
もので ある。図中に示 し炬理論計算値は共振器 の等価回路か ら得 られる。すなわち、アイ リスの
幅Wと 共振器のQは 、共振条件の もとでは一義的な関係 にあ るno)ので、 この関係 と(2)式 を用
いることによって次式か ら求め られ る。
W=細{(暮 ・6naVsV・岡 壁(7)
海だ し、looは試料挿入前の管 内波長、 λは試料挿入後の共振波長である。図3.1.8で明 らかな

















直方体空胴 共振器 を用 い彪場合 、図3.1.7、3.1.8に示LJIc:ように常温での色 々なセラミ・ンク
スの比誘電率 εレとブ ランジfiV移動量L、 誘電損率 ε捗anδとア イリス幅Wに は一義的な関係
にあ り、 また図3.1.9、3.1.10に示 しJc:ように、アル ミナ焼結体2(92%)の 加熱時の温度Tと
W、TとLに も一義的な関係にあ る。 この ことか ら、試料 を共振状態で加熱 しなが ら、その時の
温度 とアイリス幅 、およびブランジ ャー移動量 を求め ることで、温度 と誘電損率、 および比誘電
率 の関係 を求め ることが可能である。そ こで、約50Wのマ イクロ波電力で、アル ミナ焼結体2(
92%)試料を加熱 しなが ら、加熱温度Tと 誘電損率 εrtanδ、Tと 比誘電率 ε7の 関係を求め た。
図3.1.11は、加熱中の空胴共振器のブ ランジャー移動量 か ら求め 遊比誘電率 εrの 温度依存性
を示 し叛ものである。アル ミナ焼結体2のErは 温度の上昇 とともに徐 々に増加 し、1800℃では
常温の2倍 以上 にな ることがわか る。
図3.1.12は、加熱中の空胴共振器の アイリス幅か ら求めだ誘電損率 εアtanδの温度依存性 を示
したものであ る。 ま炬図中には、共振波形の半値幅か ら求 め距結果 も示 す。300℃付 近 まで の
ertansは、常温の値 とほ とんど変 わ らないが、600℃付近 か ら急激 に増加 し、1800℃では常温
の値の100倍以上 にもな る。ま抱、ア イ リス幅か ら求めErtanSは 半値幅か ら求め遊値 とよ く
一致 している。 しかL、 半値幅か ら求め る方法で は、1400℃以上での εrtanδは求 め ることがで
きなか っJc'.。これ は周波数掃引 によって検出 され る半値幅が 、本測定 に用 いたクラ イス トロン増
幅器の帯域幅(50MHz)を 越えて しまっ拒か らであ り、半値幅法 は装置の制約 を受 けることが
わか る。以上の結果、誘電特性の温度依存性 を測定す る場合、従来のように共振周波数 と半値 幅
一165一
を測定 しな くても、共振状態でセラ ミックスを加熱 しなが ら、アイ リス幅 とブランジ ャー移動量
























1.マ イ ク ロ波 発 振 器
3.コ ン トロ ・一ラー
5.方文身嚇昆度 言十
2.ク ラ イスFロ ン増幅 器
4.測 定 部(空 胴 共 振器)
6.コ ン ピ コ・一ター





























































































試 料 温 度T(℃)































表3.1.1試 料 の組 成
Al Si Mg Ca Na
i
Fe Ti Y Zr
アル ミナ焼結体1(99沿 0.38O.1G0.13o.oi o.oz一 一
アル ミナ焼結体2(92器) c).1C10.431.18o.oc 0.05一 『 o.sa
アルミナ焼結体3(76ゆ 5.28一n.5yO.1G0.10 O.OG0.02一 9.03
窒化ケイ素焼結体1 2.69 0.020.22一 U.25o.oa2.99一








































Fr εγtanδ εY εr七anδ
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一.　 .一h一 一..一 一.
εザ:誘 電損率
石英,サ ファイアの文献値は0。3～1QGHzの周波数での値



































































第2章 ア ル ミ ナ ー ア ル ミ ナ の 接 合 へ の 利 用
2.■ 緒言
フ ァイセ ラミックスは耐熱性 、耐酸化性に優れ 、 しかも硬 く、軽 いことか ら、構造用部品の軽
量化 、長寿命化 、高性能化へのニーズ に応 じて、幅広 い分野 での利用 が期待 されてい る。 しか し
その成形法 や加工法 についてはいまだ多 くの問題をかかえて いる。特 に機械部品のよ うに複雑 な
形状の精密部分 を製作する場合、成形一焼結後の仕上げ加工 としては、ダ イヤモン ド工具を用 い
た研削加工 が唯一の方法 であるが43)、この加工法は任意曲面の加工が困難であ るとか、加工能率
が低 いなどの ため、セラ ミックス部品の価格を非常 に高 いものに して いる。複雑な形状部品 を単
純な形状 に分割 して成形一 焼結 した後、 これ らを高強度 につなぎ合わせ るセラ ミックス同士の接
合技術 は上記の問題 を軽減す る炬めの一つの有効な手段 とな り得 る。 またセラ ミックス同士の接
合 が可能になれば、耐熱性 、あるいは強度の必要な部分のみ、その ような性質を持 っ/Lセラ ミッ
クスを接合す ることに よって、バラエテ ィーに富んだ部品 をつ くることもで き、安価な部品を提
供で きるもの と思われる。
セラ ミックスと金属 の接合技術 は今 日的にニーズが強 く、非常 に多 くの研究がな されてお り44》、
その うちい くつかはす でに実用化 されて いる。 しか し、セラ ミックス同士の接合技術 は、拡散法 、
メ タライズ法 、酸化物 ソルダー法、溶融接合法な ど47)多くの研究がなされているが、これ らの方
法はいずれ も外部か らの加熱 であ り、接合温度範囲や能率等 に制約 があるため、いまだ実用には
至 っていない。
一方、マイクロ波を用 いてセラ ミックスを加熱 し、焼結や溶融98》、あるいは穴 あけ99》に利用 し
ようとする試みがなされている。マ イクロ波加熱 は、マ イクロ波電力 を直接 セラ ミックス試料に
吸収 させて、セラ ミックス内部 よ り発熱させ る方法であ り、吸収 され る電力 はセ ラミックスの持
つ誘電損率(Ertan8)に比例 する99,。この誘電損率 は、第1章 で述べたように温度依存性が大
きいため0411度ある部分 が加熱 され ると、その部分 の,一tan8がまわ りよ り大 きくな ることに
よって、 さらにマ イクロ波電力 は、その部分のみ吸収 されやす くな り、 また、温度が上昇す ると
いう過程 をと り、局部 的な加熱が急速 に進む ことにな る。 このマイクロ波を利用 しだ局部 的な加
熱現象 を用 いてセラ ミックス同士の新Vい 接合技術 を開発 した。
本章 では、新 し く開発 しだセラ ミックス用マイクロ波加熱制御 システムを用 いて、アル ミナ焼





セラミックスの接合実験 に用いた装置 は、基本 的には第1章 、図3.1.2で示 しだ高温での誘電
特性 に用 いた加熱装置 と同 じ構造のものであ り、マ イクロ波発振器、 クライス トロン増幅器、方
向性結合器 、加熱部、検波器、放射温度計、温度コン トロー ラー(マ イクロコンピュー ター具備)
か ら構成 されている。加 熱部 の外観を図3.2.1に示 す。加熱部はTE103モー ドの直方体空胴共
振器 であ り、図3.2.2に示すように、アイ リス(可 動結合窓)と プランジ ャー(可 動短絡板)を
有 し、これ らはパル スモ.^.ターで可変す ることがで きるようにな っている。 また、丸棒試料 を固



















マ イクロ波漏れ量(リ ー クセ ンサーで検出)、 および試料温度(放 射温度 計で検出)は それぞれ
のコン トCi一一ラへ送 られ、所定 の電圧に変換 される。 これ らはAD/DA変 換モジュールでAD
変換 され、コン ピュー ター とRAMに より所定の状態に制御 され る。 まだ、周波数お よび マイク
ロ波出力は、コン ピュー ターか らの命令をAD/DA変 換 モジ ュールでDA変 換後コン トローラ
ーで周波数制御信号(電 圧)と 出力制御信号(電 流)に 変 えられ、それぞ れ発振器 と減衰器 に送
られて制御が実行 され る。一方、結合度 に関す るア イリスと、共振周波数 に関す るブランジ ャー
の制御 は、 コンピューターか らの命令 をパルスモー ター コン トロールモジ ュール で変換後、 ドラ
イバーで制御信号に変 え られ、それぞれのバル スモー ターを駆動 させ ることに より実行 され る。
2.2.3加 熱制御方 法
アイ リス、ブランジ ャー、およびマ イクロ波出力を制御 してセ ラミックスの加熱温度 を制御す
る方法は次 の通 りであ る。
まず、初め に発振周波数fo、 設定加熱速度Vs、 設定温度Tm、 保持時間Tm、 加熱開始 マ
イクロ波出力Po、 加熱速度の しきい値 △v等 の加熱条件 をコン ピューターに入力 す る。次に、
試料 を共振器の電界強度最大位置 に設置 し、試料 を入れ たことによる共振周波数 および結合度の
ずれをブ ランジ ャーとアイ リスで調整 して初期設定 を行 う。その後、マ イクロ波出力Poを 投入
す ると、加熱 が開始 され る。 この時の加熱温度 は放射温度計 によって検出され る。 この時、1サ
イクル 当だ りの時間rを 検 出 し、1サ イクルでの試料の温度変化 △Tを 求 めることに より、実際
の加熱速度v(v=△T/τ)を 演算 す る。vは 設定加熱速度vsと 比較 され、v-vs>△v
の時微調 マイクロ波出力 は△P<0、 一△v<v-vs<△vの 時△P=0、 一△v<v-vs
の時△P>0と し、マイクロ波出力Poに △Pを 加 えだ出力が新 炬な出力 とな り、出力制御 が行
われ る。この1サ イクル毎の温度上昇 に対 して、共振周波数お よび結合度のずれが発生す るので、
アイリスとブランジャー によって両者 を制御 し、再び結 合度の大 きい共振状態 を得 る。 この1サ
イクル毎の制御 を繰 り返す ことによって設定温度 まで上昇させることがで き、さ らに設定温度 ま
で到達 し炬後 、一定温度 に保つ ことも可能 となる。
図3.2.4は図3.2.3のマ イクロ波加熱 システムを用 いて、上述の加熱方法で直径3mm、 長 さ
100mmのアル ミナ焼結体(純 度92%)丸棒 を、加熱温度1800℃、加熱保持時間3分 と設定 して加
熱 しだ時の加熱温度 と加熱時間の関係 を示 しだものである。図中には、マ イクロ波出力の時間変
化も示 した。 この例の ように加熱温度、加熱保持時間 ともほぼ設定通 りに制御 で き、 また1800℃
の高温 まで約1.5分で昇温で きることがわか る。この時の加熱温度の精度 は ±10℃以内で保持す
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ることがで き、マ イクロ波 出力 は100W以下 である。
2.2.4供 試材料
接合 に使用 したフ ァインセ ラミックスは、主 に直径3.2mm、長さ100mmの寸法の純度92%アル
ミナ焼結体 であ り、端面(接 合面)を マイクロカ ッターで切断 して、その面粗 さをlam以 下 に
仕上 げた。 また異形 のセラ ミックスの接合の可能性 を調 べるために、直径5mmの丸棒 、内径4mm
外形6mmのパ イプ、一辺5mm厚さ2mmの四角板 も用 い、これ らを組み合わせ た接合も試み だ。 こ
れ らはすべて純度92%のアル ミナ焼結体で ある。使用 し拒92%アル ミナ焼結体の発光分光分析に
よる組成 を表3.2.1に示す。
2.2.5接 合条件
接合 は図3.2.2に示 したように2本 の丸棒試料 の端面 を突 き合わせて加熱す る方法 で行 った。
接合面 は共振器内の電界が最大の位置 に置かれてい る。検討 した接合条件の範囲を表3.2.2に示
す。これ らの条件 の範囲内で接合温度、接合時間、加圧力の組 み合 わせ による適性接合条件を調
べた。なお、マ イクロ波の周波数 は6GHz、 出力 は約60Wであ る。 また、試料 の加熱 は大気 中
で行 い、常温か ら約40℃/sの速度 で所定の温度 まで加熱 し、一定 時間(接 合時間)保 持 した後 、
約15℃/sの速度 で徐冷 した。
2.2.6接 合部の評価
図3.2.5に示す4点 曲げ強度試験 によ り、接合 し7L試験片 の強度評価 を行 った。使用 しだ試験
機 はインス トロン タイブで、ク ロスヘ ッ ド速度 は0.5mm/min、荷 重はロー ドセルで測定 した。4
点曲げ強度 σは、図3.2.5に示 す上下 スパン(L、M)、 試験片外径(D)、 お よび破断荷重F
によ り次式で求 め られ る。
σ=8F(L-M)/nD3
この σを接合強度 と した。
また、接合 した試料 を接合 面に垂直に切断 し、ダ イヤモン ドベ ース トで研磨 して接合部のSE
M観 察 による組織変化、EPMAに よる組成分析、マ イクロビッカースの500gfによ る接合部近




空胴共振器 内でアル ミナが加熱接合 されている様子 を、フ ァイバ ースコープで観察 した結果の
一例 を図3.2.6に示す。加熱は接 合面近傍で集 中的に行われて いることがわか る。そ こで、加熱
中の試料長手方向の温度分布を放射温度計 を用 いて調べ だ。その結果 を図3.2.7に示す。本実験
は、加熱温度1600℃、および1850℃で接合開始後5分 経過 し炬時点で測定 したもので ある。両加
熱温度の場合 とも、接合面か ら離れ るにつれて温度 は急激に低下 し、接合面か ら4mm離れた位置
では温度 は800～1000℃に低下 している。すなわち、マ イクロ波加熱特有 の局部加熱状態 にな っ






















2.3.3加 圧力 と接合強度 の関係
図3.2.11に軸方向の加圧力pと 、接合強度の関係を示 す。接合温度 が高いと図3.2.9に示 し炬
ように、母材 を変形 させな いpは 非常 に小 さ くな り、pの 影響 を調べ ることができな くな るので、
接合温度 を1680℃に設定 した。 ま炬接合 時間 は3分 としだ。
加圧力p=Okgf1cm2、すなわち接合面同士 を接触 させただけの時 は、接合強度 σは小 さいが、
6kgf!㎝2<p<12kgf!cm2ではo一は一定 とな り、p=15kgf/cm2にな ると、図3.2.12Y4示す よ
うに接合部近傍が押 しつぶ されて変形 し、接合強度 は低下 して しまう。以上の ようb'、母材 を変
形させず、接合面 をあ る程度密着 させ る程度 の加圧力が与 えられれば、接合強度に大 きな影響 を







図3.2.14(1)に、接合温度1850℃、接合時間3分 間、加圧力6kgf/cm2で、アル ミナ焼結体 を
マ イクロ波加熱 しだ時の断面SEM写 真 を示す。比較 のだめに、未加熱であ る母材の断面SEM
写真 も(2)に示す。接合 され 拒境界面 は全 く判断で きず、 まだアル ミナ粒子 の大 きさは、母材 の
アル ミナ粒子の大 きさとほ とん ど変わ らなか っ叛。すなわち、アル ミナ粒子は溶 融せずに接合さ
れているもの と推測 され る。
2.3.6接 合部 の組成
表3.2.3に、接合温度1850℃、接合 時間3分 、加圧力6kgf!cmzで接合 し炬接合部近傍のEP
MA分 析結果 を示す。表 中には母材の分析結果 も示す。測定はアル ミナ粒子内および粒界相に分
けて行 うだめ、 ビーム径 をSum以 下に しぼ り、ま彪Sum以 上の幅の粒界相 を選んで行 っ炬。
接合部、母材 とも粒内 はほ とん どAlと0で あ り、その量 も両者でほとんど差がなか っ拒。 ま炬、
粒界相のA1.Si、Ca、Mg、Naに は接合部 と母材で ほとん ど差 が認め られないが、Zr
のみ接合部の方 が多 く検出 されてい る。
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一方、粒界相成分の分布 をEBS像 によ り観察 した結果を図3.2.15に示す。(1)は1850℃、3
分、6kgf!cmsで接合 しだ接合部の結果であ り、(2)は母 材 の結 果 で あ る。 接合部、母材 とも
Siは 粒界相 に均一に分散 してお り、Ca、Mgも 同様であ った。 しか し、Zrは 母材の粒界相
では大 きな塊 として析出 しているの に対 し、接合部 の粒界相では、一部分小 さい塊 もみ られ るが、
粒界相にほぼ均一 に分散 している。 この ことか ら表3.2.3において母材のZrが 、接合部のZr
より少な く検出 され炬のは、析出 したZrを 避けて測定 した距め と考 え られ る。表3。2.4にビ_.
ム径 を約200,umひ拡げてEPMA分 析 した結果 を示すが、粒界相 を広 く含 んだ平均的なZrの
値 は母材 と接合部で大差ないことか らも上記 の ことが裏づけ られる。
以上のよ うに、 アル ミナ焼結体のマ イクロ波加熱接合は、アル ミナが溶融 する温度 よ り低 い温
度で粒界相 の成分が溶融 し、接合面が固液共存 の状態にな り、その後の冷却によって接合が完 了
す るものと考 え られ、 このことか ら、母材強度 に匹敵 す る接合強度が得 られたもの と推測 される。
2.3.7接 合部の硬 さ変化
図3.2.16は、接合 温度1850℃、接合時間3分 、加圧力6kgf!cm2の条件で接合 し彪接合部断面
の長手方 向硬 さ分布を示 したもので ある。接合面か ら±2mmの範囲で母材 より明 らかな硬 さの上
昇がみ られ、特 に接合面最近傍が一番大 きくなって いる傾 向が認め られ る。この ことか ら前述 し
だように、高強度が得 られた接合材では、母材 で破断 しだものと考 えられ る。
接合部 の硬 さ上昇の原 因は、図3.2.15に示 しだように、加熱 を受け たことによってZrが 分散
し彪ことに よると思われ るが、熱履歴に よる残留応力の変化 も考 えられ43)この点 につ いての今後
の検討が必要で ある。
2.3.8形 状の異な ったアル ミナ同士の接合
図3.2.17に、マ イクロ波加熱を用 いて形状 の異な る純度92%のアル ミナ焼結体 を組 み合わせて
接合 した応用例 を示す。Aは 直径の異な る丸棒の接合例 、Bは 丸棒 と板の接合例、Cは バ イブ と
板の接合例 である。なおBお よびCに み られ るような板 を接合す る場合には、板の接合面 と反対
の面を直径3mmのサフ ァイアの丸棒で加圧 しなが ら加熱 し拒。サフ フイアを用 いたのは、第1章 、
表3.1.2で示 し炬ように、サ ファイアの誘電損率 εtanSが非常に小さ く(0.0001以下)、 加熱

























1.直.方体 空胴 共 振 器,2.ア イ リス制 御 用 バル ス モー タ・一
3.ブ ラ ンヅ ヤー制 御 用 パル スモ ー タ._..4.試 料
5.試 料 チ ャ ック,6,試 料 加 圧 装 置



















































































岡3.2.7試 料 長 手filn7の潟度 分 布
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図3.2.17接 合の応 用例(ア ル ミナ焼結体)
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表3.2.1供試 アル ミナ試料の組成(主 成分 を除 く)
成 分 Si Ca Mg Zr N'e Na
wt.963.181」8 0.430.890.05o.os




元 素 Al Si Ca Mg Zr Na 0
飴 部1粒 内 44.E <O.1 一 く0.1 ㎜ 『 残
<1850`C;)粒界相 15.9 20.7 ?.7 2.$ ,i.9 0.7 ii
母 材
(非加熱部)
粒 内 43.9 く0.1 一 <0.1 一一 … 〃
粒界相 1G.3 22.1 7.9 2.$ 1.3 0.7 〃




く1850`C)43.5 4.豆L9 0.5 1.0
母 材




















荷 重 制 御 に よ り しわ を 抑 制 す る
フ.レス 成 形
第 ■章 四 角 板 対 角 二 軸 引 張 りに よ る




























薄板のブ レス成形において、面形状不 良と しては、面のひけ、炬 るみ、ふ くれ、 しわ、お よび
面ひずみと呼ばれるものがあ り、 これ らは弾性的 あるいは塑性的な座屈 を伴 っ炬現象 である。 こ
の うち、 しわおよび面ひずみは正規の面か らのずれが、あ る限定 された範囲 にあらわれ るもので
あ り、その大 きさがmm単位で測定 され るものを しわと呼び、面ひずみはそれよ り1桁 あ るいは2
桁低い高さの変化量 である。 したがって、面ひずみ に対す る最終的な良否 の判定 は目視 や感触な
どによる官能検査で行 われ るのが普通で ある。図4.1.1にドアパ ネル にあらわれた面ひずみの一
例 を示す。この例では、目視に よると凹凸のない きれ いな面 とVて 観察 され るが、平坦な油砥石
で こす ると図にみ られ るように、特に、 ドア把手周辺 では砥石のかか る部分 とかか らな い部分 が
生 じる。すなわち、 この把手周辺 は、 目視 では観察されない程度 の凹凸 を呈 している。 これが面
ひずみと呼ばれ るものであ り、この凹凸の大小 によって、 自動車の外観 の品質がかな り左右 され
る。 この面ひずみは、ブランクの しわ押さえか ら始 まるブ レス成形工程 の進行 に伴 うしわの発生、
成長、消去 と何 らかの関連 を持 っている。

















試作 しだ二軸 引張 り試験 機の外観 を図4.1.3に示 す。本試験機 は本体、2本 の同調シ リンダー、
油圧ポ ンプユニ ッ ト、圧力 ・速度 ・変位 を制御 す る制御盤か ら構成 され、本体には図4.1.4に示
すように、向かいあったメカニカルチ ャックが直交 し炬2組 の油圧 シリンダー に取 り付け られて
いる。チ ャックに固定 された試験片は、油圧 を作動 させ ることによ り、直交 した2方 向(X、Y)
に引張 られる。 この時、X、Y方 向の引張 り力な らび に引張 り速度 はそれぞれ単独 に設定で き、
X、Y方 向の どち らか一方の引張 り力 を一定 に保持 して、直角方向に引張 ることができる構造に
もな っている。 また、X軸 、Y軸 の油圧系路に各 々電磁比例 リリーフ付減圧弁を介在 させ、油圧
シ リンダーとチ ャックの間 に設け られだロー ドセルの出力 をマ イクロコンピューター に取 り込ん
で、X方 向 とY方 向の荷重の比 を一定 にな るように、電磁比例 リリー フ付減圧弁 にフィー ドバ ッ
クして制御す る機能 も付加 されている。X方 向、Y方 向 とも、最大引張 り荷重 は14tonf、引張 り
速度 は2.5～20mm/min、最大 ス トCI一一クは150mmである。
■.4試 験方法
図4.1.5に試験方法の概要 を示 す。試験片 は一辺240mmの正四角板 であ り、その対角二方向に
引張 りが与 えられ る。主 引張 り方 向であるX軸 上には、平均伸び λxを 求め るため の標点が距離
200mm(チャック間距離220mm)でマー キングされて いる。実験の手順 として、 まず、試験片の
X軸端 をチ ャックでつかみ、ついでY軸 端をつかんで、Y方 向に所定の引張 り力TYを 与え る。
この時、Y方 向引張 りで しわが生 じな い範囲内でTYを 選択 し炬。 このTyを 一定 に保持 しIc'.ま
まX軸 方向に引張 って、板面中央部 に しわの発生 と成長を起 こさせ 炬。Tvの 大 きさは、350kgf
か ら150kgfごとに最大1100kgfまで変化させ彪。 また比較 と して、TY=0(一 軸引張 り)の 実
験 も行 っだ。Ty=0の 条件で は、実際のプ レス成形での板 の支持条 件を考慮 してY軸 端 をチ ャ
ック内に入 れ、板面に対 して直角方向の変位 を拘束 してX軸 方向にのみ引張 った。以下ではY方
向引張 り応力PYと して、引張 り力TYを チ ャックの断面 で除 し、平均見掛 け引張 り応力PY=
Tv/W・tとしてあ らわ し炬。 ここでWは チ ャック幅(110mm)、t.は板厚である。一般にX方
向荷重に対 して、Y方 向荷重の与 え方 は色 々な経路 が考 えられ る。そ のうち、本実験の ようにY
方向荷重が一定の場合 と、X方 向荷重 に比例 しだ荷重 をY方 向に与 える方法 が典型的な二軸負荷
経路である。予備実験 によれば、X方 向の荷 重は非常 に小 さい変位量で急激に大 き くな り、その
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後 ほぼ一定 になるIc'_め、Y方 向荷重が一定でも、X方 向に比例 しだ荷重でも、両者 にはあ まり大
きな差がな く、実 際に しわ高さを測定 しても顕著 な差が認め られなか った。 したが って本実験 で
は、Y方 向荷重 は引張 り試験 中一定の条件に設定 した。
しわの大 きさの評価は図4.1.5に示 したように、負荷状態でY-Y断 面で測定 され拒最大 しわ
高さhbで 行 った。 しわのプ ロフ ィルの測定には図4.1.4に示 しだよ うにダイアルゲ ージ式変 位
計を用 い{L。ま拒、平均伸び λxは 図4.1.5で示 し拒ように標点間距離の投影長さの変化か ら求













実験に用 い!L供試材は板厚0.7mmの軟鋼板3種 類(A～C)、40キ ロ級 高張力銅板3種 類(D
～F)、35キロ級焼付硬化 型高張力鋼板1種 類(G)で あ り、それ らの引張 り特性値 を表4.1.1
に示 す。降伏応力 σ、 はすべて0.2%耐力であ り、n値(加 工硬化指数)を 求め滝伸びひずみの
範囲 は、軟鋼板 では10～20%、高張力銅板では5～15%で ある。 またr値(塑 性ひずみ比)は 軟
鋼板 では20%、高張力銅板では15%の伸びひずみの時の値であ る。なお、正四角板 の対角方向が、
圧延方向 と45。方向にな るように試験片 を採取 し7r2。
図4.1.7は、FEM解 析に用い られ拒モデル材料 の塑性特性(QK-EPL曲 線)で ある。a材
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は表4.1.1のA材に対応す る。bお よびc材 は降伏応力 σk,をa材 と同 じと し、降伏後の加工硬
化の度合 い(曲 線 の傾 きの大 きさ)を 変 えだものである。d材 とe材 は降伏応力の影響 を調べる
ためにQK一 ε8の 勾配をa材 と同 じに し、Qksのみ変化 させたものであ る。
■.7実 験結果および考察
1.7.1平 均伸びに対 する しわ高 さの変化
図4.1.8に二軸引張 り試験機 を用 いて四角板 を対角方向に引張 った時の しわ発生状況 を示す。
引張 りの主方向であるX方 向に長 く伸び た しわがは っき り認め られる。 また、図4.1.9はFEM
による計算で求め られた しわの外観 の一例を示 したもの である。平均伸び λxが 大 き くな るとし
わは成長 し、その形状は図4.1.8で示 した実験 による形状 と非常 によ く似ていることがわかる。
図4.1.10はダイアルゲージ式変位計を用 いてY-Y断 面の しわ形状を測定 した結果の一例 をC材
につ いて示 したものであ る。(1)はY軸の一定引張 り応力PY=0、 すなわち一軸 引張 り、(2)
はPY=6.5kgf/mmZの二軸引張 りの場合で ある。両者 とも しわが発生す ると、板面中心部で凹み、
Y軸 のチャック側 で盛 り上が るしわの形状 をとっている。 しか し、同程度 の平均伸び λxで は し
わの大 きさは(Dと(2)で 差 があることがわかる。そ こで図申に示 し炬ように、各 λxに ついて
の しわ高さ としてhb=1/2(hi+h2)を 用 い、 このhbと λxの 関係 を調べだ。
図4.1.11は、 しわ高さhbと 平均伸び λxの 関係 をA材 について示 したものである。Y方 向の
引張 り応力pYを 増加 させて い くとしわが発生 し始め るまでの平均伸び は大 き くな り、同一 λX
でのhbは 小 さ くな る。 この傾向 は他の材料 でも同様であ っだ。図4.1.7に示 しだa材 に対す る
FEMに よるシ ミュ レーシ ョンの結果も図中に併記 したが、実験結果 とよ く一致 してい る。
図4.1.12はpY=0およびpY=6.5kgf/mm2での しわ 高さhbと 平均伸び λxの 関係 を、種 々
の材料 について示 しだものであ る。PY=oす なわち一軸引張 りの場合は、材料 によるhbの 差
がほとん どみ られないが、PY=6.5kgf加揃2と二軸引張 りにすると、 しわが発生 し始め る平均伸
び 、 しわ高さともに、材料 による差が明 らかにあ らわれてい る。すなわち、一軸引張 りと二軸引
張 りでの しわの発生 、成長挙動は大 きく変わ ることが認め られ る。
1.7.2し わ発生時の平均伸び
図4.i.12に示 したように、Y方 向引張 り応力 が与 えられる(二 軸引張 り)と 、 しわが発生 し始
め る平均伸びは、材料に よって異な る。そこで、 しわが発生 し始め る平均伸び λxoと材料特性値
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の関係を調べ 炬。その結果 を図4.1.13に示 す。図 は λxoと材料の降伏応力 σ、 の関係 を示 したも
ので あるが、Y方 向引張 り応力Pvを 負荷 した二軸引張 りでは λ】⑩は σ5に 依存V、 σsが 大 き
い材料ほど λxoは小 さ くな っている。すなわち降伏応力が大 きい材料 ほどしわは早期 に発生す る
ことがわか っだ。また λXOはPYにも影響 され、その度合 いは σ5が 小 さい材料ほ ど大 きい。降
伏応力以外 の材料特性値 と λxoの相関関係 はあ まりなかっだ。
しわ発生時の平均伸び λxoは、Y方 向引張 り応 力Pvと 降伏応力 σsに 左右 され ることか ら、
図4.1.13の結 果をpY/σ,と λxoとの関係 に直す と、図4.1.14にな る。 この図か ら、 λxoにおよ
ぼすPYの 効果 は材料 の降伏応力に対 す るPYの 相対的な大 きさで定 まってい ることが明 らか と
な っだ。FEMに よって求 め られ た計算結果 も、図4.1.14中に示 し炬ように実験値 と比較的 よい
一致 を示 している。
1.7.3し わ発生時の板面の応力
本試験で生 じるしわは、前述の ように不均一引張 り変形 に伴 う誘起圧縮応力 によって引 き起 こ
され る座屈変形で ある。この圧縮応力は試験片内の応力分布 や、ひずみの伝 播状態 に強 く依存 し、
ま拒Y方 向引張 り応力の大 きさが これ らに影響 して いると推測 される。 この点を明 らか にす るた
め に、 しわ発生時 の板面の応 力状態 を図4.1.7で示 し炬a材 を用 いてFEMに よって解析 しだ。
図4.1.15は、 しわ発生時のX方 向応力 σxとY方 向応力 σYの 分布(等 高線図)を 示 したもの
であ る。 いずれのY方 向引張 り応力Pvに おいても σxは 板面全体で引張 りであ り、X方 向チ ャ
ック部近傍で最も高い値 を示 して いる。一方 、 σYはPvの 大 きさによらず、板面中心付近で常
に圧縮 とな り、板面中心で最 も高い圧縮応 力値 とな って いる。PVが 大 き くな ると,σvの 圧縮
領域は狭 くなって いる。
図4.1.16はしわ発生時のY軸 上のY方 向応力BYOの分布 を示 しだものである。Y軸 上 の σvoは
Y方 向引張 り応力Pv=0の 時チ ャック部分 まですべて圧縮で ある。 しか しPvを 負荷 し拒場
合はチャック部近傍で引張 り応力が発生 し、PYが 大 き くな るほど、 この引張 り応力の領域 は広
が る。すなわち、圧縮応力 の領域が狭 くな ることがわか る0
図4.1.17は、板面中心の要素 についてY方 向応力 σvcの平均伸び λxに 伴 う変化の過程 を示 し
たもので ある。 いずれ のPVで も、 σVCはλxの 増加 とともに小 さ く(圧 縮応力が増加)な り、
λXが ある値(λXO>以上 にな るとしわが発生 して、試片 の凹面 と凸面の σYCに差が あらわれて
くる。 この λXOの値はPVが 大 きいほど大 きくなって いる。 まだ しわが発生す るまでの領域では、








1.7.3で述 べたように、 しわ発生 の難易は板面 のY方 向圧縮応力の大 きさおよびその領域 と密
接 な関係がある。その中でも特 に しわ高さが一番大 き くな る板面中心 の圧縮応力 の大 きさが、 し
わ発生の難易 を決 める一 つの尺度 となると考 え られ る。特Liy材料が変 わった場 合には、 この圧縮
応力が変化 して、 しわの発生 に変化 を与え るもの と予想 され る。そこで、 しわ発生時の板 面中心
のY方 向応力 と材料特性値 の関係 をFEM解 析 によって調べ だ。
図4.1.18はFEM解析によって求め られだ しわ発生時の板面中心のY方 向圧縮応カ ーσYocを
材料の降伏応力aksに対 して示 したものであ る。降伏応力に比例 しだY方 向引張 り応力Pvを 与
えだ時(PY=0.3$vk、)には、 一σvocはσk、に比例 して大 き くな る。 恥 が一定の時i'Lは、
6ksが大 きな範囲ではnYノσk,が小さ くな るため に、 σYocはQk、Lfy比例 して大 きくな っていか
な い。図4.1.15、4.1.16からも推 測 さ れ る よ うに、 試片 中心 部 の圧 縮 応力 領 域 の大 きさは
PV!σk5に依存 してお り、PV/aksが小 さ くな る と 圧 縮 応 力 領 域 が 拡 大 す る。 したが って
Py/QkSが小さ くな るとしわ発生時の圧縮応力 σYO{が低下す るもの と考え られ る。
図4.1.19は、図4.1.7で示 した降伏応力Qk5が同 じで降伏後の加工硬化の度合いが異な るa、
b、c材 について しわ発生時の板面中心のY方 向圧縮応カ ーσv⑤Cを比較 し炬もので ある.三 者
の材料の間には一 ・YO、の変化は認め られていな い・すなわち材料の加鞭{ヒ 特性のa
r。、へ
の影響はほとん どないといえ る。
以上の板面の応力の解析結果 は実際のプ レス成形 における二方向の引張 り力のバランスが しわ
の抑制 に対 して重要な ことを示 してお り、絞 りビ._ドや しわ押 え力の調整 によって しわの制御 を
行 うことに対応 している。
1.7.5し わの成長過程
図4.1.itおよび4.1.12で示 し拒ように、 しわの成長段階 ではX方 向平均伸び λxに 対する しわ
高さhbの 関係は、Y方 向引張 り応力Pvお よび材料 によって影響 され る。そこで材料の諸特 性
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およびPYが しわ高さhbに 与 える影響 を検討 した。図4.1.20は平均伸び λx=1.5%の場合 に
つ いてhbと 降伏応力 σsの 関係 を示 したものである。PY=0で は前述 したようにhbは σs
の影響 を受けないが、PYを 負荷す るといずれの値のPYで も σsが 小 さいほどhbは 小 さ くな
り、65が 小さいほどPYの 効果 は大 きい傾 向が認め られ る。この傾向は λx=1.0%、1.8%
について も同様 であった。 まだ、他の材料特性値の影響についても検討 し!iが、 いずれもhbと
の相 関関係 は認め られなか った。.
図4.1.20の結 果をpv/σsとhbの 関係に整理 しな おしたの が図4.1.21である。 λx=1.5%
での しわ高さhbはPY/asに 依存 して いる。 この結果 は、 しわ高さの効 果的な制御の ためには、
PYの 大 きさは材料の降伏応力に対 して正比例的に選ぶ必要があることを示 している。なお、図
4.1.21の結果 は λx・=1.0%の場合下方 に、 λx=1.8%の場合上方 にほぼ平行 に変化す る。
次に しわの成長過程 をFEMに よる板面の応力解析 か ら検討 す る。 しわが発生 した後の板面中
心のY方 向応力 σYCの平均伸び λxに 対す る変化 は、図4。1.17t`示したように、 しわ発生直後 で
凹面 と凸面の応力差が急激 に大 き くなるが、Y方 向の引張 り応力PYが 大 き くな るとこの応力差
は小 さ くな って いる。すなわちpYを 大 き くす ることに よって、 しわの成長が抑制 され ることが
応力状態か らも認め られる。図4.1.22は、平均伸び λxの 増加に伴 う板面の座屈範囲の進展状況
を示 したものである。 この図で、座屈 は凹面 と凸面のY方 向応力差が0.2kgf/mm2以上になった時
に起 こると仮定 しだ。 いずれのPYで も座屈 は板面中心 より発生 し、 λXの 増加 とともに周辺 に
広がって い くことがわか る。PY=0の 場合は λx=0.155%と非常に小 さい値でほぼ板面全体
が座屈す るが、PY=4.5kgf/mm2では λx≒1.5%で 板 面 全 体 が 座 屈 す る 。さ らにPY=
6.5kgf/mm2では、 λx=1.4%にな っても板 面のほぼ半分程度 しか座屈 していな い。すなわち、
しわ成長 に対す るPYの 効果 は、板面の座屈領域 を狭 くして、 しわの成長 を抑制 してい ることで
あるといえる。
■.8結 言






特性値の影響 を明瞭に とらえることがで き炬。
(2)Y方 向引張 り応力PY=0の 一軸引張 りでは、 しわの発生 ・成長に対 する材料特性値の
影 響は小 さいが、PYを 負荷 した二軸引張 りでは、P
Yが 大 きいほど しわ高さhbは 小 さ く、 し
わが発生 し始 め る平均伸 び λxoは大 き くな り1材 料差があ らわれ る。
(3)し わが発生 し始 め るX方 向の平均伸び λxoは、材料の降伏応力 σsとPYの 影響 を受け、
PYと σsの 比、PY/Q5の関係 は一義的な関係にあ り、Pv/σ、 が大 きいほど λXOは大 きく、
しわが発生 し難 いことがわか った。
(4)平 均伸び λx≦1.8%の範囲では、材料の降伏応力 に対 して40～50%のP
Yを 与 えると
しわは発生 しない。
(5)し わの成長過程 では、 しわの大 きさhbはPY/QSと の相関 が強 く、X方 向の引張 りに
よる しわ高さの制御 をY方 向の引張 り力で行 う場合、この引張 り力の大 きさは材料の降伏応力 に
比例 させ る必要 がある。
(6)実 験 をよ くシミュレー トする有限要素法解析技術 を確立 し、板面の応力状態 を解析 しだ
結果、 しわの発生 ・成長は板面中心の圧縮応力の大 きさ、圧縮領域の範 囲、 および座屈の進展範
囲 に支配 され、 これ らの値がPY/σ,に よって強 く影響 され るためであることがわか った。
(7)し わ発生 までの平均伸び λxo、あ る平均伸び λxで の しわ 高さhbお よびhb一 λx線







図r}.1。1面 ひ ず み の …・`例(ド ア ア ウ タ ー バ ネ ル)
図4.L2な しみ線 図 の ・4例 (ク 矛・一 タ 、一バ.ネル)
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1,試 験機 本体,2.同 調 シ リ ンダー
3.油 圧 ポ ン プユニ ッ ト,4.制 御盤

















図'<`1,1.7試 験 方 法
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図11.1.8しわの 発 生状 況
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第1章 の図4.1.5で示 しだような、正四角板の対角Y軸 方向に一定引張 り力を与 え、X軸 方向
に引張 って発生 ・成長 させ、X方 向にのび だ しわをY軸 方向 に引張 って消去させてい く方法 とし
ては、図4.2.1に示 す4つ のパ ターンが考え られ る。(1)はしわと直交す るY方 向のみに引張 る
一軸引張 り法、(2)はX方向に一定荷重 を負荷 してY方 向 に引張 る定荷重引張 り法、(3)はY方
向に引張 る時にX方 向の幅を拘束 した幅拘束 引張 り法、(4)はY、X方 向 とも同時に引張 り、X
方向の変位が引張 り方向 に生 じるように した二方向引張 り法 である。 ここで(2)～(4)のパ ター
ンが二軸引張 りによるしわ消去方法であ り、まだ(1)の一軸引張 りは(2)の一定荷重 をOYrLし拒
場合に相 当す る。そ こで しわ消去法 と して、(2)、(3)、(4)の3つのパ ターンに分類 して、 し
わの消去性 を検討 した。
一方、 しわの消去性は しわの発生方法 にも影響されることが推測 され る。そこで、第1章 で述
べたように種 々の一定荷重 をY方 向に与 える方法で しわ を発生させ、この しわを図4.2.1で示 し
た幅拘束 引張 り法で消去 してい く時の しわの消去性 を調べ た。この時の しわ発生の仕方は、主引
張 り方向であるX方 向の変形量 が一定 にな るまで引張 っだ後の しわ をY方 向に引張 って消去 して
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い く、初期変形量一定 の場合 と、 しわ高さが一定 にな るまでX方 向 に引張 っ炬後Y方 向 に引張 っ
て消去 してい く、初期 しわ高さ一・定の場合の2つ の方法につて検討 した。
図4.2.2にしわ消去過程の実験方法の概略 を発生 ・成長過程 も含めて示す。用 いた装置は第1
章図4.1.3で示 した二 軸引張 り試験機であ る。 しわの発生 ・成長過程 は第1章 の場合 と同様、Y
方向に一定荷重を加えた後 、X方 向に引張 る方法 である。所定 の引張 り量 をX方 向に与 えて しわ
を成長 させ 拒後、チ ャックを開放せず にX方 向の荷重 を所定の値 に設定 し、その後 図4.2.1で示
した種 々のバ ター ンで しわを消去 して い く。なお しわの発生 ・成長過程 でのY方 向負荷条件、 お
よび しわ消去過程でのX方 向負荷条件 は実験結果 の中で詳細 に記す。 まだ しわ発生 ・成 長過程で
の引張 り方向(X方 向)の 変形量 をあ らわす平均伸び λXGは第1章 と同様 、引張 り前後の標点問
距離の投影 長さの変化か ら求め炬慣用ひずみであ る。一方、 しわ消去過程 での引張 り方向(Y方
向)の 変形量 をあ らわす平均伸び λYRは図4.2.2中に示 しだように、 しわ発生 ・成長過程 の標点
問距離の投 影長 さLYGと、 しわ消去過程での標点間距離LVRの投影長さの差 か ら求め 炬慣用ひず
みである。なお、実験前 に平板供試材の中心Y方 向にもX方 向 と同様に200mmの標点 をマーキン
グ し、 これを もとにLVG、LVRを求 め炬。消去過程での しわの大 きさの評価は、第1章 と同様、
ダ イアルゲージ式変位計 で測定 されだY-Y断 面の最大 しわ高さhrで 行 い、 この値 を残存 しわ
高さ とした。
本実験 に用 いた供試材料 は板厚0.7mmの軟鋼板2種 類(A、B)と 、40キロ級 高張力鋼板2種
類(C、D)で あ り、それ らの引張 り特性値 を表4.2.liこ示す。 ここでB、C、D材 は しわの発
生 ・成長挙動 を調べ る拒めに用 いた材料 と同一の もので ある。 ま炬一部の実験では、B～D材 以










(1)変 形量一定で発生 させた しわの消去 挙動
しわ発生時のY方 向一定荷重 は、チ ャック部での見かけの平均引張 り応力PYG(図4.2.2参照)
と して現わされ、このpYGを0、4.5、6.5kgf/mmに変化させ、X方 向平均伸び λxG=1.0%
まで引張 って しわを発生 させ、その後幅拘束引張 り法 でY方 向に引張 りしわを消去 させてい った。
図4.2.3は、その時の残存 しわ高さhrとY方 向の平均伸び λYRとの関係 をB材 につ いて示 した
もの であ る。いずれのPVGでも λVRの増加 とともに 塀 は減 少 して い くが 、そ の減 少度合 いは
PYGによって多少異な ってい る。特 に λVRの小 さいところでは、PVGが大 きいと急激 に残存 しわ
高さが小 さ くな るが、PVGが小 さ くな るとその傾向 はゆ るやかになる。pYGが大 きくな ると、第
1章で示 したように、 しわ発生時の しわ高さ(初 期 しわ高さ)は 小 さ くな り、小 さい高 さの しわ
が消去 されやす いことが図か らわか る。この傾向は、他の材料で も同様 であ っIc'_。
図4.2.4はpYG=6.5kgf/mm2、λxG=1.0%の条件 で発生 させ たしわを幅拘束引張 りで消去 さ
せていった時の残存 しわ高 さhrと 平均伸びAYRの関係 を、材料 の影響 につ いて示 したものであ
る。図4.2.3の場合 とほほ伺 様 に、初期 しわ高さが小 さい材料 の方が、 しわは消去 されやすいこ
とがわかる。特 にA材 は発生 させだ しわが非常 に小 さいので、す ぐ消去 されて しまう。この よう
な残存 しわ高さの差が材料 のどの引張 り特性値 と相関があ るのかを調べた。図4.2.5は残存 しわ
高さhrと 、n値 と降伏応力 σsの 比n/σ,の 関係を示 しだものであ る。hrとn/σsに は
非常によい相関があ り、n/σsが 大 きいほど、すなわち材料のII値が大 きいか、降伏応 力が小
さい材料ほ どしわは消去 されやすいことがわか る。第1章 で述べた ように、 しわの成長段階で は、
しわの大 きさは降伏応力 と相関関係 があ り、降伏応力が小 さいほ ど小 さ くなる。一方、n値 はひ
ずみの伝播性 に関す る因子であ り、n値 が大 きいほどひずみの伝播が よ く荷重負荷部 よ り離れ拒
ところまでひずみ を伝え ることがで きる。 この両者 を考 えあわせ ると、本実験の ように、 しわの
発生 ・成長か ら消去 までの・一連の過程 では、降伏応力の大 きい材料 は、発生時の しわ高 さを小 さ
くし、その後の消去過程 では、n値 の大 きい材料 ほど しわ頂部(中 心部)近 傍 への ひずみの伝播
が よ くな り、それだけ しわ を引 き伸ばそ うとす る作用 が大 き くな るため、hrとn/σsに は負
の相 関が あらわれたと推測 され る。なお、降伏応力、n値 、r値 な ど単独 の引張 り特性値 と残存
しわ高さには よい相関関係がみ られなか った。
(II)し わ高さ一定で発生 させ彪 しわあ消去挙動
図4.2.6に、種 々のY方 向引張 り応力PVGでX方向に引張 って、高さhb=3mmま で発生 させ
彪 しわを、幅拘束引張 り法 でY方 向 に引張 って しわ を消去させていった場合の残存 しわ高さ率 δ
と平均伸び λYRの関係をB材 につ いて示 す。 ここで残存 しわ高さ率 δは、 しわ発生時の高さhb
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が一定であることか ら、cS=hr/hbと して消去性 をあらわす指標 とした。このケー スでは、
PYGを小さ くして発生 させ た しわの方が消去 されやす く、特 にPYG=0、すなわち一軸引張 りで
発生させると、 しわはほとん ど消去 され て しまうことがわか る。 この現象は他の材料についても
同様で あった。図4.2.7に残存 しわ高さ率 δと材料の降伏応力%の 関係 を λYR=1.5%の場合
につ いて示す。 稀G=0の 一軸引張 りで発生 させだ しわの場合、hrは 嘱 の影響 を受 けないが、
PYGを負荷 して発生 させた しわの場合、hrとQSの 間には非常 によい相関関係があ り、 σSが
大 きい材料 ほど しわの消去性 がよい。 これは第1章 で述 べだように(j5が大 きい材料 ほど、 しわ
を3mmまで成長 させ た時の平均伸び は小さ くな り、それだけ材料の加工硬化程度は小さ くな り、
消去過程で しわが引 き伸ばされやす くな ったもの と推察 される。pYG=0で は第1章 で述べ たよ
うに、 しわ高さ と平均伸びの関係が材料の影響 を受 けな いので、同一 しわ高さではほぼ同一 の平
均伸び とな り、 したが って消去過程では顕著な差が あらわれなかったもの と考 え られ る。
2.3.2消 去性 に与 える二軸負荷条件の影響
(1)定 荷重 引張 り消去法の最適引張 り力
図4.2.1で示 した定荷重引張 り法 で しわ を消去 してい くパ ターンでは、X軸 に与 え る負荷荷重
の大 きさによって しわの消去性が異 なることが考え られ る。そ こでX方 向の見かけ平均引張 り応
力%を 種 々変 え消去性 に与 えるP,Rの影響 棚 べた・図4・2・8は・ しわ発生条件 として一軸 引
張 りで平均伸び λXG=1.0%まで引張 って しわを発生 させ、その後Y方 向に引張 って消去 してい
った場合の、残存 しわ高さhrと 平均伸び λVRの関係をA材 につ いて示 したもので ある。X方 向
鱗 、が0・ すなわち一弼1張 りの場合Zこは・平均伸びが約0・4%で・X方 向 と直角のY方 向に
逆 しわが あらわれ・ しわは ま献 きくな って ㌧・く・px,=4・5kgf/・『 にな るとλYR≒・・75%まで
は λYRの増加 に ともな ってhrは 小 さ くな るが、0.75%を越え ると、やは り逆 しわが発生 して、
それ以後 しわは減少 して いかない・px,=1・・5kgf/・♂ のX軸 定荷勲 与 えると・ しわ は λ・R≒
2.0%でほぼ消去 されて しまう。さ らにpxRが大 きくな ると、 λYR≒1.5%までは、pxR=10.5
kgf!mm2の場合 よ り、 しわの消去性は よいが、それ以後 の平均伸びでは λVRの増加 に ともな って
h,は ゆるやか に減少 して、なかなか しわは融 されない・上述のpx,=1・・5kgf/zmmは欄 の
降伏応力 吟 の0.75倍に相 当す る。
以上の結果 は、 しわ発生過程のY方 向一定荷重 を変えても、材料が変わ った場合でも同様の傾
向であっだ。特 にどの材料でも しわ消去過程 のX方 向一定引張 り力 と してpxR=0.75QSの応力




(II)し わの消去性に与え る消去バ ターンの影響
図4.2.1で示 した しわの消去パ ターンの消去性 に与え る影響 を調べ炬。ここで定荷重引張 りバ
ターンは前述の とお り、X方 向チ ャック部での一定 引張 り応力 'XR=o.75asを与 え、Y方 向 に
引張 った。また、幅拘束 引張 りパ ターンで は、X方 向の変位をチャックで拘束 して、Y方 向に引
張 った。一方、二方向引張 りバ ターンでは、予備実験に よってY方 向引張 り速度 の0.7倍の速度
でX方 向 に 引張 る定 速 度 比 引張 り法 と しだ。これ ら3つ のパ ターンのX方 向 とY方 向の荷重比
pXR/PVRは、定荷重引張 り、変位拘束 引張 り、二軸 引張 りの順に大 き くな る。また しわ発生条
件 としては、Y方 向一定 引張 り応力pYGを0、4.5、6.5kgf/mm2とし、平均伸び λxG=1.0%に
し炬。
図4.2.9は残存 しわ高さhrと 平均伸び λYRの関係をB材 について示 したものであ る。平均伸
び λYR<1.5%では二方向引張 りL{yよる消去バ ターンが一番 しわの消去性 がよ く、ついで幅拘束
引張 りであ り、定荷重引張 りが一・番消去性 が悪 い。 しか し、 λVRが1.5%をこえ ると二方 向引張
り、幅拘束引張 りとも λYRの増加 とともにhrは ほ とんど小 さ くな らないが、定荷重引張 りでは
AYRが大 き くな るとhrも 徐 々に小 さ くな ってい くため、 λYR≒2.0%では、定荷重引張 りでの
消却 ターンが一番 しわを小 さ くで きる揃 述 したように・x方 向 とY方 向の荷重比p
XR/pYR
は定荷重引張 り(約0.6)、幅拘束引張 り(約0.9)、二方向引張 り(約1.1)の 順 に大 き く
な るので、平均伸びが比較 的小 さい範囲では二方向の荷重比 をな るべ く大 き くしだ引張 り法が し
わを小さ くしやす く、平均伸び を大 き くし拒場合は、逆 しわが発生 しない程度 に小 さい荷重比 に
した方が しわは消去 しやすいことがわかる。 したが らてプ レス成形の場では、 しわ発生部近傍 に
発生するひずみの大 きさの大小に よって、 しわに平行方向の荷重 と直角方向の荷重を決め るよう
な手法(例 えば ビー ドの効 き方をコン トロールする)を 考え る必要があ る。 なお、以上 の傾向は、
他の材料、 しわ発生時のY方 向引張 り応力pYGが変わ っても同様であ っだ。
2.3.3消 去性に与える材料特性値 の影響
しわの消去性に与える材料の影響 を調べ るためには、 しわ発生条件を一定 にす る必要 がある。
第1章 の結果か ら、あ る一定平均伸びでの しわ成長時の しわ高さは、材料 の降伏応力QSの 大 き
さに応 じて、Y方 向引張 り応力pYGを与えればよいことがわか ってい る。そ こで平均伸び λXG=
1.0%で、 どの材料で もしわ高さがほぼ2mmにな るようなp
YGとして、0.35QSをY方向に与 え
て しわを発生 させ、定荷重 引張 りに よって しわを消去 させて いった。 ここで定荷重引張 りは、X
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方 向のチ ャック部に0.75QSの引張 り応力 を与え る方法であ る。その結果を図4.2.10に示 す。平
均伸び λVRに対す る残存 しわ高 さの変化 は材料に よってかな り異なって いる。そこで残存 しわ高
さhrと 材料 の引張 り特性値 との関係 を λYR=1.0および1.5%の場合 について調 べだ。その結
果を図4.2.11に示す。 いずれの特性値lhrと の相 関が薄 いことがわ かる。 このことは、二軸
応力状態で、 しかも同一条件 にな るような変形を与え ると、一軸 引張 りとは異なっだ材料特性値
にな って しまい、 したが ってそれ以後の しわ消去過程 での変形では一軸 引張 り特性値 との相関が
な くなって しまうことを示唆 して いる。 これ らの ことは他の消去バ ター ンでも同様 であった。
2.4有 限要素法による応力面からの考察
図4.2.9で示 しだように しわの消去法 の違 いによって消去性が異な っている。そ こでこの相 違
を有限要 素法(以 下FEMと 称 す)を 用 いて板面 の応力状態 を解析す ることによって考察 した。
2.4.1解 析手法
第1章 で示 した しわの発生 ・成長のFEM解 析 と同様、非線形構造解析汎用プ ログラムrMA
RC」 を用 い、弾塑性大変形解析 を行 った。解析領域 は、試験片 の対称性か ら四角板の1/4であ
り、薄板 であることか ら平面応力状態 と仮定 して、8節 点シzル 要素で550節 、171要 素に
分割モデル化 した。用 いた材料はB材 で あ り、塑性特性 と しては、キル ヒホ ッフの応力 σKと ラ
グランジェのひずみイ の関係を用い炬。
しわの発生 ・成長方法 は第1章 と同様 、Y方 向チ ャック部に一一定引張 り応力pvcを与 えた後、
X方 向チ ャック部全体 に0.02mmのX方向変位を増分 的に与 える方法 で行 っ炬。 ここで 恥Gは 図4.
2・9の実験条件 と一致させ るため・P,G=4・5kgf/mm2とし・X方 向の変位 と して平均伸び λ・G=
1.0%とした1。
しわの消去過程の解析 は、 しわ発生 ・成長の解 析に引き続 いて行 われ る。 まず定荷重引張 り法
では・Y方 離P,=4G・5kgf/mm2の応力頓 胤 猷 態 でX方 向チ ャツク部 こ引張 嚇 力P、R=
14.3kgf/鵬m2を与 える。 このPXRの値 は材料の降伏応力 の75%であ る。つぎに、Y方 向チ ャック
部全体に0.02mmのY方向変位を増分的に与えていき解析す る。幅拘束引張 り法では、X方 向チ ャ
ック部の変位を完全 に拘束V、Y方 向変位を1増 分0.02mmずつ増す ことによって解析 する。 また
二方向引張 り法では、X方 向の変位 を1増 分0.014mmずつ増 すと同時にY方 向変位を0.02mmずつ




図4.2.12は各バ タ_.ンで しわ を消去 していっ炬時の実験結果 とFEM解 析結果 を比較 したもの
であ る。
(1)は定荷重 引張 りバ タ....ンでの しわ消去過程 を示 したものであるが、FEM解 析結果 は実験
とほぼ よい対応 を示 し、平均伸び λYR≒1.0%で変 曲点がみ られ、 しわの消去の仕方が変わ るこ
とが実験 の場合 と同様 よ くあ らわれて いる。実験 とFEMが 完全 に一・致 しないのは、実験 では試
料のX方 向チャック部にある分布 を持 って荷重が与 えられていると推測 され るが、FEMで は均
一分布 と仮定 して解析 して いるため と考 え られ る。
(2)は幅拘束引張 り消去パ ターンでの しわ消去挙動 を比較 し滝ものであるが、実験結果 とFE
M解 析結果は非常 によい一致を示 して いる。
(3)は二方 向引張 り法での しわ消去挙動を示 したものであ るが、FEM解 析結果 は、実験結果
よ り多少小 さ くな っている。これは、本 引張 り消去バ ターンでは、Y、X方 向の引張 り力 が大 き
く、 このだめ実験 ではチャック部ですべ りをおこしてい るが、FEM解 析 ではこのすべ りはな い
と仮定 してい ることによると考え られる。実験 でのすぺ りを考慮すれば 、両者の結果 はよい対応
を示 して いるといえる。
(4)は三消去パ ターンに よるしわの消去性の違 いを比較 したFEM解 析結果 である。図4.2.9












は上向 きのモー メン ト(M一)を 作用 させ る必要が あると考 え られ る。一方、(2)で示 したよう
にX軸 上の しわ形状は、X軸 上全領域で下に凸であるため、 しわを消去させるためには下 向きの
曲げモーメン トM+を 作用 させ る必要が ある。 これ らの曲げモー メン トM+、M一 は図4.2.14に
示すように板面の凹面の応力 σ1と 凸面の応力 σ2の 差 に比例 した値 にな ると考 え られ る。そ こ
で σM=1/2(σ1一 σ2)と 定義 し、この応力差 σMの 大小 としわの消去性 との関係を検討す
る。なお、図4.2.13に示 したように、 しわの曲率半径 は板面中心で最小で あ り、この位置での応
力が しわの消去性 を支配す ると考 えられるだめ、板面 中心近傍の応力 に注 目して解析 した。
2.4.4変 形量 にともな う曲げ応力の変化
図4.2.15にしわの消去過程 で曲げモーメン トによ り発生 する板面中心 の応力差QMと 平均伸び
λYRの関係 を示す。(1)はX方向の応力差aMXであるが、定荷重引張 りお よび幅拘束引張 りにお
けるQMXは、消去開始時点では負 であるが、 λYRの増加 とともに正にな り、その後増加 して い く。
いずれの λYRでも σMXは幅拘束引張 りの方が、定荷重引張 りよ り大 きい。一方、二方向引張 りに
おける σMXは、AYRの小 さい時は幅拘束引張 りの場合 と同様の傾向 を示すが、AYRが0.5～1.0
%で はほぼ一定 とな り、その後減少 してい く。平均伸び λVRが0.5%以下では定荷重引張 り、幅
拘束引張 り、二方向引張 りの順に σMXは大 き くな っている。
図4.2.15(2)は板面中心のY方 向の応力差6MYの変化 を示 したものである。定荷 重引張 りでは》
平均伸びAYRが増加す るとQMYは急激に大 き くな り、AYR≒0.4%で最大 を示 し、その後徐 々に
減少す る。幅拘束引張 りでは、AYRが0.2%まで σMVは急激 に増加す るが、その後 λYRが大 き く
な ってもAMYはほぼ一一定 とな る。一方、二方向引張 りでは、 λYR≒0.2%でAMYが最大 にな るの
は幅拘束引張 りと同様で あるが、その後微減 し、 λYR>1.0%では急激に減少 して い く。AYR<
0.9%では、定荷重引張 りの σMVが一番小 さ く、ついで幅拘束引張 り、二軸拘束引張 りの順にな
る。 以上の結果か ら、図4.2.la(4)で示 しだ消去方法の違 いによる しわの消去性 を考 えると、
残存 しわ高さhrが 異 な り始め 拒 λVR=0.2%付近 では、二方向引張 りでの消去法 による板面中
心 付近g応 力差BMX、QMYが最 も大 き く、この ことは他の消去方法 よ りもX、Y両 方向の下向 き
の曲げモーメン トが大 き く働 いてい ることを示 してい る。すなわち、AYRが小 さい範囲では二方
向引張 りによる消去法が一番 しわを小 さ くすることがで きることを意味 して いる。一一方定荷重 引
張 りでは、 λYR=0.2%の時のBMX`σMYは他の消去法 よりかな り小 さい。すなわち下向 きの曲
げモー メン トが小さいことによって しわの消去性 は悪 く、図4.2.12(4)に示 されだ ように残存 し
わ高 さhrは 大 き くなって いる。 まだ図4.2.15に示 したように二方向引張 りでは λVRがi.0%以
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上 にな るとBMX`AMYは減少 してい くが、 これは残存 しわ高 さhrが 減少 してい くだめ に、小さ
い応力差で しわ を小 さ くできることを意味 して お り、幅拘束引張 りでみ られ るように λYR≧1.0
%で も 軸x、QMYがほほ一 定の場合 は、 しわ はなかなか小 さ くな らないことが図4.2.12(4)と照
らし合わせてわか る。
一方図4.2.12(4)で示 し炬ように定荷重引張 りで しわ を消去 させ ていっだ場合 、AYRが小 さい
としわは一番大 き く残存す るが、aYRが1.0%以上で は急 に消去性が よ くな り、AYR≒2%で ほ
ぼ しわは消去 されて しまう。 この理 由を幅 拘束 引張 りの場合 と比較 して板面中心近傍の曲げ応力
状態か ら考察す る。
しわの消去過程 において、平均伸びaYR=1.0%でのX方 向応力差 σMXとY方向応力差 σMVの
等高線 図を図4.2.16に示す。(1)は定荷重 引張 りの場合、(2)は幅拘束引張 りの場合である。Y
方向応力差 σMYは図4.2.15でも示 し炬 ように板面中心では、幅拘束引張 りの方が大 き く、まだ図
4.2.16でもわか るように、 σMVが最大にな る位置 は両者で多少異な る。 しか し等高線 図の分布 は
大差 な く、 また平均伸びが変わ っても この分布 は大 き く変化 しなか っだ。 しか し、X方 向応力差
6MXの分布 は、定荷重引張 りと幅拘束引張 りで大 き く変わ っている。定荷重引張 りでは、最大の
6MXの位置は中心か ら離 れだところにあ り、 しかも この位置は平均伸びAYRが大 きいほど板面 中
心に近づ くことが認め られた。一方幅拘束 引張 りでは、最大の6MXは板面中心LYyありしか も λYR
の影響をほ とんど受けないことがわかっだ。そ こで板面中心近傍 のX軸 上の要素 のX方 向応力差
6MXの平均伸び λYRにともなう変化 を解析 した。
図4.2.17に板面中心近傍の要素のX軸 上のX方 向応力差BMXと平均伸びAYRの関係 を示す。こ
こで中心か ら2.5mm、7.5mm、12.5mm離れ だ位 置 の要 素 の応力差 をそれぞ れQMXI、σMX2、
σMX3とする。(1)は定荷重引張 りの場合であ るが、 いずれの要素の σMXも、 λYRが約1.0%ま
で増加 し1.0%で最大 とな り、それ以後減少 している。一方(2)は幅拘束法 の場合の6MXの変化
を示 しだものであ るが、 いずれの要素の σMXもλYR≒0.2%まで急激に増加 し、それ以後1.0%
をこえても徐 々に増加 して い く。 λYR≒1.0%での定荷重引張 りと、幅拘束 引張 りの σMXを比較
す ると、 σMX1は両者 ともほぼ10k8f/mm2でほとん ど差がないが、 σMx2、σMX3は定荷重引張
りの方が大 き くな っている。すなわち λYR=1.0%での定荷重引張 りでは要素2、3で 幅拘束引
張 りよりも下向 きの大 きな曲げモーメン トが作用 して いることにな る。 この ことが定荷重引張 り
の λVR≒LO%付近 で しわが急 に消去されやす くな った理 由と考 えられる。
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2.5結 言
四角板の対角二方向 に引張 り力を与 えて、 しわ挙動 をシ ミュ レー トする試験において、発生 さ
せ た しわを、 しわの長手方向 と直角 方向に引張 って消去 させ てい く場 合の消去性に与え る消去方
法の影響、 しわ発生 ・成長時の負荷条件の影響、材料特性値の影響 を実験 によ り検討 し、あわせ
て弾塑性有限要素法 によって板面の曲げ応力 を解析 して、 しわの消えやすさを考察 し拒。その結
果、次の事柄を明 らかに した。
(1)変 形量一定 で発生 させた しわは、発生時の しわ高さが小 さいほど消去 されやす く、材料
の もつn値 と降伏応力QSの 比n/asと よい相関関係 がある。 これは発生 時の しわ高さが降伏
応力が小 さいほ ど小 さ く、消去時にはn値 が大 きいほ どしわ頂部近傍へのひずみの伝播性 がよい
Ic'.めと推測 され る。
(2)し わ高 さ一定で発生 させた しわは、 しわ発生 時の一定引張 り力が小 さいほ ど、材料の降
伏応力が大 きいほど消去 されやす い。 これは しわ発生時の変形量が引張 り力が小 さいほど、降伏
応力が大 きいほど小さいことによる。
(3)定 荷重引張 りによる消去パ ターンでは、チ ャック部 の見か け引張 り応力PXRとして、材
料の降伏応力asの75%を 与 えると一番 しわは消去 されやすい。
(4)変 形量が小さい範囲 では、二方向引張 り消去パ ターンが しわ を最も小 さ くで きるが、変
形量が大 き くなるとpXR=0.75・(f5の定荷重引張 り消去パ ターンが しわ:を最 も消去 させやすい。
(5)こ れ らは、 しわ発生時の曲げ形状 を打ち消す ような曲げモー メン トと関係が あ り、曲げ
モーメン トが大 きいほどVわ の消去性が よいことが、弾塑性有限要素法 による曲げ応力の解析 か
ら推測された。
(6)材 料 の降伏応力にみあ っだ引張 り応力 を与 えて、 しわ高さ、変形量 を一定 に しだ しわの


















































































































ムヨー 一聖≧2攣 一壷 。
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発 生 条 件
prR=6.5kgf/mm'
λx母=1・0%
消 去 方 法
幅 拘 束 引 張 り
























































































































平均 伸 び λYR(%)
しわ の 消去 性 に与 え るX方 向平 均 引 張 り応力 の影 響
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pY｢'4・5kgf!112
λxξ=1。0%
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鰍 塁 臨一
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平 均 伸び λY尺(%)



















































(3)二 方 陶 引 張 り(4)FEMに よ る消 去 法 の 比較























































































































(1)定荷重引張 り(2)幅 拘束引張 り























































A 13.G 29.1 49.2 0,252 2.13
B 18.3 32.4 4G.2 o.ai$ 2.11
C 29.5 42.玉 33.1 0,154 1.GG
D 20.3 45.3 38.1 0,222 1.10
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3.2.1実 験1:消 去過程 での弾性回復
第2章 の図4.2.2に示 した実験方法に よって、四角板 の対角X方 向に所定 の荷重 を与え、Y方
向に引張 って しわを減少 させ、 ある平均伸びAYRごとに、引張 りを中止 して、負荷の ままで残存
しわ高さhrを 測定 し、その後X方 向、Y方 向のチ ャックを開放 して除荷後の しわ高さhを 測定
した。hは 弾性回復後 しわ高さで あ り、△h=h-hrを 弾性 回復量 とした。ここで しわ発生 ・
成長時の荷重条件は、Y方 向のチ ャック部での見かけ引張 り応力PyGとして、0、6.5kgf!mm2お
よび0.35σs(σs:材料 の 降伏 応 力)の 一 定 張力 であ り、X方 向の変形量 と しては平均伸び
λXG=1.0%とした。 しわ消去過程 での消去バ ターンは、第2章 で述べ たの と同様 、定荷重引張
り、幅拘束引張 り、二方向引張 りの3種 類で ある。 ここで定荷重引張 りの場合には、X方 向チ ャ
ー239一
ック部での見 かけ引張 り応力pxRとしてpxR=0.75σ、 を採用 しだ。 この実験で用いた供試材料
は第2章 の しわ消去過程で用 いた材料 と同 じであ り、表4.2.1に示されている。
3.2.2実 験II:発生過程での弾性 回復
3.2.1で述べた しわ消去過程 での弾性回復 は しわの発生 ・成長過程Yお け る板面の応力状態が、
しわの消去過程の条件 によって様 々な変化 を受 け、複雑 な挙動 をとると考え られ る。そ こで正方
形板 の対角二方 向の荷重比 を変 えだ状態で引張 り試験 を行 い、 しわ発生過程での二方向の荷 重比
が弾性回復挙動 に与 える影響 を調 べた。二軸 荷重比が大 き くなると、第1章 の しわの発生挙動 で
も述べだように しわの発生 は認め られな くな る。 このような状況 で成形が進行す る場合 も実部品
では観察 され、 この場合 は離型後 の弾性回復のみによって面ひずみが発生す るので、本実験 は こ
の ような場合の シミュレー ト試験 ともな り得 る。実験方法の概略を図4.3.1に示す。1辺240mm
の正四角板の対角二方 向端 を二軸引張 り試験のチ ャックでつかみ、X軸 方向に引張 る。この時、
変形が進むとともに変化す るX軸 の荷重Txに 対 して、Y軸 の荷重TYを 、R↑=TY/Txが
一定になるようにマ イクロコンピュー ターを介 して電磁比例 リリーフ付減圧弁 によって調整 しだ。
この引張 り方法で は、第1章 のY方 向荷重 一定 の場合 とは若干異な る。Tx、TYの 測定は油圧
シ リンダ._.とチャックの間に設 け られだロー ドセルの出力 によって行われ る。この ような状態で
X方 向にある変形量 を与 えた後 、引張 りを中止 し、引張 り前に板面のX方 向、Y方 向にマーキン
グされ だ200mmの標点問距離 の変化量 を読み取 り、X方 向の平均伸び λx、Y方 向 の平 均 伸び
λYを 求め るとともに、最大 しわ高さhbを ダ イアルゲージ式変位計で測定す る。その後、X方
向、Y方 向の荷重を同時 に除荷 し、再び最大 しわ高さhを 測定 し、弾性回復量△h(=h-hb)
を求めた。本実験で用 いだ供試材は、板厚0.7mmの軟鋼板3種 類(A～C)と35キ ロ級焼付硬化









は、ブランク寸法 を変化 させること、および0.4mmのテフロン板をX方 向、Y方 向のどち らか一
方の ビー ド部(型 外周面 に 図4.3.2に示 す絞 りビー ドが配置 されて いる)に 挿入す ることによっ
て行 った。これはブランク端が ビー ドにかか るか、かか らな いか、あるいはテ フロン板が有 るか
無 いかで ビー ドによる拘束効果が変わ り、 しわ押 さえ力 が部分的に変化 して、結果 としてX方 向
とY方 向の荷重比が変化 する。X方 向、Y方 向の荷重 は直接測定で きないだめ、ブランクのX方
向 に560mm、Y方向に380mmのゲ.._ジレングスをあらか じめマー キング しておき、成形後 にマー
キング した長 さLx、Lvを 測定 し、X方 向、Y方 向の伸び率 として
φ、=』 ・ 一560×1560・・%・ φ,譜 ・』 ・ 一380380×1・・%
を求め、これ を平面応力状態 と仮定 し、 ミーゼスの降伏条件式を用 い、ひずみ増分理論 によって、
板面に作用 したX、Y方 向の応力 σx、 σYを 計算 した。 しわ押 さえ力条件で あるX方 向、Y方
向の荷重調整条件 と、その時の φx、 φvを 表4.3.2に示す。 まだ面ひ ずみは、ブ レス成形後 の
バ ネルの把手上部IOmmの位置のX方 向に三次元形状測定機の端子を走査 させて形状 を求め、型 形
状に沿 った形状 との差 であ らわ した。本実験に用 いだ供試材料を表4.3.3に示す。
一 方 、実 験IIで示 し彪 四角 板対角二軸引張 り試験方法 によって、 ドアモデルバ ネルの応力 比
σx/σvと 同一になるようなチ ャック部での見かけ引張 り応力Px、PYを 与 えて引張 り試験




図4.3.3に、Y方 向見か け引張 り応力PVGを一定 に して平均伸び λXG=1.0%で発生 させだ し
わ を、定荷重引張 り、幅拘束引張 り、二方向引張 りでY方 向 に引張 って減少させ、その後除荷 し
て求め拒弾性回復後 しわ 高さhと 消去時の平均伸び λVRの関係をB材 につ いて示 す。(i)はPYG
=oで 発生 させ だ しわの場合であ り、(2)はpYG=6.5kgf!mm2(B材の場合0.35・σsに 相当す
る)で 発生 させた しわの場合である。いずれのpYGで発生 させだ し'わも、 λYRが大 きいほ どhは
小 さ くな り、二方向引張 りで消去させ彪時 にhが 一番小 さ くな り、定荷重引張 りの場合が一番大
き くな っている。 まだPVG=0の場合 は、 どの消去バ ターンでもaYRの増加に ともなうhの 減少
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割合 はほぼ等 しいが、PYG=6.5kgf/mm2では、定荷重引張 りのhの 減少割合 は他の消去バ ターン
より小 さい。すなわち定荷重引張 り消去法 では、弾性回復後 の しわ 高さは変形量の影響をあ まり
受 けな いことがわか った。第2章 で示 しだ ように、 しわ消去過程で は、平均伸びが大 きい時、定
荷重 引張 りが一番 しわ を消去 しやすか ったが、これ と図4.3.3の結果 を考え合 わせると、定荷重
引張 りでの弾性回復が一番大 き くな ると予想 され る。そ こで除荷 した後の弾性 回復量 △h(=h
-hr)を 求め、 しわ消去時の平均伸び λYRとの関係で整理 した。な お図4.3.3でPVG=0の場
合、AYR=1.5%で幅拘束引張 りと定荷重 引張 りが一致 しているの は、定荷重 引張 りにおいて、
弾性回復時に逆 しわが発生 し、これが弾性回復 を抑制 しだためと考 え られ る。
図4.3.4は弾性回復量△hと 平均伸びAYRの関係 を示 したもので ある。(1)はPYG=0で発生
させた しわ を消去 させて いった後 の△hで あ り、(2)はPYG=6.5kgf/mmzの場 合の△hで ある。
しわ発生時のPYGの違 いによ り、 λVRと△hの 関係に違いが認め られ、PYG=0の場合、いず
れの消去方法においても△hは あ る平均伸び λVRで最大値を示 す。一方、PyG=6.5kgf/mm2の場
合、幅拘束引張 りと二方向引張 りでは、 λYRの増加 とともに△hは 減少す るが、定荷重引張 りで
は、 λYRが増加 して もほぼ一定値 を示す。 まだ、いずれのPYGでしわを発生させ炬場合の どの よ
うな消去時の平均伸び λYRでも、二方向引張 りで最 も△hは 小 さい。この傾向は他 の材料 につ い
ても同様で あっだ。以上の結果か ら弾性回復後 しわ高さおよび弾性 回復量 を最小にす るため には
二方向引張 りで消去 してい くことが最良であ ることがわか っだ。
3.3.2弾 性 回復量 に及ぼす二軸荷重比の影響
しわ消去時の3つ の消去バ ターンによって弾性 回復量 △hは 上述 のように変化す るが、それぞ
れの消去パ ターンでX方 向 とY方 向の荷重比R了 が異 なって いる。そ こで消去過程 でのX方 向の
荷重TxRとY方向の荷重TYRを試験機 に備 え付けのロー ドセルで検 出 してRT=TxR/TvRを求
め、 このR↑ を弾性回復量 △hと の関係で整理 しだ。そ の結果 をB材 に対 して図4.3.5に示す。
ここでRTは 定荷重引張 り、幅拘束引張 り、二方向引張 りの順で大 きくなる。 しわ発生 時のY方
向引張 り応力PYGが変わ って も、 ま拒 どの平均伸び λVRでも二軸荷重比が大 きいほど弾性 回復量
は小 さくな り、 λYRが大 きいほど二軸荷重比の影響 が強 くなる傾向を示 している。 ま(Lしわ発生
時のPVGについて比較す ると、大 きなPVGでしわ を発生 させ拒ほうが弾性 回復量 を小さ くできる
ことが認め られる。
以上の結果 と、 しわ発生 ・成長 ・消去過程の結果を まとめ、 これ らの結果 を実際のブ レス成形
の場 にあてはめて考 えてみ ると、 できるだけ等二軸的な引張 りにな るように、 しわ押 さえ面形状
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を決定す るか、 ビー ドの配置 を考 えることによって、プ レス成形後の弾性回復に よる面形状不良
を減少 させ ることがで きると思われ、実際成形 の場でも、このよ うな処置 が経験的に とられて い
る。
3.3.3弾 性回復量 に及ぼす材料特性値の影響
同一条件 で発生 ・成 長させ た しわを消去過程で除荷 した時の弾性回復量 は、材料 の特性値 によ
っても影響 され る。そこで、弾性回復量 △hと 材料の引張 り特性値 との関係 を調べ た結果、 △h
と降伏応力 σ5お よびn値 との相 関関係がみ られた。一方、 しわの発生 ・消 去の場合の しわ高さ
がn値 と降伏応力の比n/σ5と 相関が強 い。この理由か ら△hに お いてもn/σ,と の関係で
整理 した。その結果 を図4.3.Gに示す。(1)はしわ発生 時のY方 向見かけ引張 り応力PVG=0の
場合、(2)はpYG=b.5kgf/mm2の場合、(3)は材料の降伏応力 に見 合 った応力pYG=0.35σ、(
この場合、 しわ高さはどの材料 でもほぼ2mmとな る)の 場 合で、 λXG=1.0%まで引張 って しわ
を発生 ・成長 させ た後、3つ の しわ消去バ ターンで しわ を減少させ、平均伸び λYR=1.0%で除
荷 した時の弾性回復量である。 いずれの条件 でもT1/σ5が大 きいほ ど△hは ほぼ直線的に減少
している。 どの材料 でも二方向引張 りで消去 していった時の△hが 一番小さいことも認めれる。
第2章 の しわ消去挙動 で述べた ように、降伏応 力に見合 ったPYG(0.35σ5)をY方向に負荷
して発生 させた しわの消去挙動 では、残存 しわ高さhrと 材料特性値には相関関係が認め られな
か ったが、除去後 の弾性回復量△hは 図4.3.6(3)に示 したようにn/σ5と よい相関関係 が認め
られている。一方 、PYG一定 で発生 させ炬 しわの消去過程 ではhrとn/σ5に よい相関関係が
認め られ てお り、図4.3.6(2)はこの結果を反映 して いるとも考 え られ る。以上の結果を総合 して
考 えると弾性 回復量 はn/σsに 強 く依存 していることが考察 され る。
以上の結果か ら、同一条件 でブ レス成形 す る場合、降伏応力の小さい、n値 の高い材料 を使用
すれば面ひずみの ような面形状不良を小 さ くす ることができると結論 づけられ、実際のブ レス成
形の場での経験 とよ く一致 して いる。
3.4発 生過程での弾性回復挙動の結果と考察
3.4.1二 軸荷重比 と弾性回復の関係
X方向の荷重Txに 対 してY方 向の荷重Tvを その比RT=Ty/Txが 一定 になるように
制御 して、二軸 引張 りを行 い、X方 向の平均伸び λxが1.5%にな るように、RTを 変化 させ、
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負荷時の しわ高 さhbとRTの 関係 を調べ た。その結果 をA材 につ いて図4.3.7に示す。RTが
小さい時 はhbは 大 きいが、RY≒0.4でhb<0.lmmとな り、RT≧0.5で は しわは発生 しな
くなる(hb<0.02mm以下 しわな しと判定)。 すなわ ち、変形量1.5%程度 で しわが発生 しな い
二軸荷重比は約0.5以上であ ることが認 め られ た。
図4.3.8には除荷後の弾性回復後 しわ高さhと 二軸荷重比RTの 関係 を示す。図には平均伸び
λx=0.5～2.0%の結果を示 した。 いずれの λxで も、弾性回復後 しわ高さは、二軸荷 重比が
大 きいほど小さ くな り、R了 の大 きい範囲では λxの 影響 は小 さい。 しか し、負荷時での結果 と
異な りRT=1と 等二軸引張 りでもhは0と な らない。すなわち不均一引張 りでは 二軸荷重比 を
大 き くしても必ず弾性回復に よって しわが発生 する。実際のプ レス成形の場で は、周囲か らの引
張 りのみで成形す ることはほとん どな く、最終的にはポ ンチ とダイスで板厚方 向に高 い圧 力が負
荷 され るので、これに よって さらに弾性回復 を小さ くして いるもの と思われ る。実際のプ レスで
問題 とな るしわ高さは、弾性回復後 しわ高さhで あるが、弾性回復 挙動 を調べ るため に、弾性 回
復量 △h(=h-hb)を 求め だ。その結果 を図4.3.9に示す。弾性回復量△hはR了 ≒0.4で
最大値 を示 し、R丁=0、 すなわち一軸 引張 りでは、△hは 負 にな ってい る。平均伸びが変わ っ
ても△hとRTの 関係はほ とんど変わ らない。二軸荷重比RTを 変 え ることにより、X方 向平均
伸び λxとY方 向平均伸び λYの 比 は変化 す る。そ こで、図4.3.9の二軸荷重比RTを 平均伸び
比 λY/λxに 置 き換 えて整理 し直 し炬のが図4.3.10であ る。どの ような λxに おいても平均伸
び比 λY/λx≒。0.1で△hは 最大 とな って いる。すなわち、幅方向 に若干縮みが生 じた時に弾
性回復は最 も大 き くなる。
図4.3.7、4.3.9、4.3.10より以下のことが推察 され る。二軸荷重比が小さ く、大 きな しわが
発生 する場合には、引張 り状態で板面に圧縮領域が生 じ、板 は座屈 し、曲げ られ、その 炬めに圧
縮応力 はある程度解放され る。RT≒0.4で は、不均一引張 りに より生ず る圧縮応力 による板 の
座屈程度 は小 さ く、圧縮応力はほとんど解放 されな いため、除荷時に、不均一引張 りによ り生 じ
た塑性変形の不均一分布 によ り圧縮応力が更 に大 き くな って しわ は成長 し、弾性回復量 と しても
大 き くな る。RTが0.4以 上であれば、不均一引張 り程度も二軸荷重比の増加 にともな い小 さ く
なるだめ、塑性変形の不均一分布 も小 さ くな り、弾性回復量は小 さ くな るもの と思われ る。
図4.3.11に、弾性回復量△hと 平均伸び λxの 関係:を示 す 。弾 性 回復 量 は二軸荷重比RT≒
0.5を除 いて、実験範囲内では平均伸び λx=2%で 最 も小 さ くなって いる。RT=0.5付 近で
は△hは 、 λxの 影響 をほ とん ど受 けず一定 である。平均伸びが大 きいほうが弾性 回復量 △hが
小 さいのは、平均伸びが大 きいほど塑性域が広が り、平均伸びが小さい時よ り塑性変形の分布 が
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均一化されるだめ と考 え られ る。
3.4.2弾 性 回復量に及ぼす材料特性値 の影響
図4.3.12に、各種材料につ いて、 しわ を発生 させな い二軸荷重比KT=o.75における平均伸び
λxと 弾性 回復量 △hの 関係 を示す。D材 の場合 には、△hは λxの 影響 をほとん ど受 けな いが、
他 の材料では、平均伸びの増加 とともに弾性回復量 は小さ くなって いる。 このように弾性回復量
は材料に より異な る。そこで、弾性 回復量 △hと 材料 の引張 り特性値 の関係 を調 ぺた結果、降伏
応力 およびn値 との相 関がみ られたので、 しわ消去時の弾性回復の場合 と同様に△hとn/σs
の関係を求め た。その結果 を図4.3.13に示す。平均伸びが変わ っても、弾性 回復量 とn/σsに
は強 い相 関関係があ り、n値 が大 きいか、降伏応力 の小 さい材料 ほど弾性回復量 は小 さ くな るこ
とがわか る。 この関係は平均伸びが小 さいほ ど弱 まる傾向にある。他の引張 り特性値 と弾性回復
量には図4.3.13に示 したような強 い相関関係 はみ られなか った。
3.5ド アバネルでの面ひずみ検討結果
3.5.1面 ひずみに与 える負荷条件 の影響
図4.3.14にドアバ ネルの把手近傍 のモア レ干渉法 で観察 した等 高線の例を示 す。(1)はバ ネル
の外観であ り、(2)はモア レ縞 の乱 れがほとん どみ られな い例であ り、(3)はモア レ縞が乱れて
いる例 である。すなわち(2)は面 ひずみ(大 きさが極端に小さい しわ であ り、 ドアパ ネル では以
下の しわを面ひずみと称す)が 観察 されない理想 的に成形 された例で、(3)は把手 コーナーの斜
め上 に凹みがみ られ、面ひずみが存在す る例 である。 この2つ の例の差は、 ドアの前後方向の引
張 り力 と上下方 向の引張 り力 を変 えることであ らわれだ。そ こで(3)で示 した面ひずみが あ らわ
れる位置 の形状 を三次元形状測定機で測定 し、面ひずみに与 える二軸負荷条件の影響 を検討 しIL。
図4.3.15は伸び率比(β)が0.15(二軸荷重比大)、 一〇.14(二軸荷重比小)と い うしわ押さ
え条件についてポンチの下降に ともなう面ひずみの変化 を示 したものである。 どち らの しわ押 さ
え条件でも、把手が成形 され る以前では面ひずみは小 さいが、把手 が成形 され ると面ひずみは大
き くなっている。すなわち、成形申 しわが発生 したか どうかは不明 であるが、その後の除荷時 に
板は弾性 回復 し、面 ひずみが発生 しだと考え られる。 しわ押さえ条件 による面 ひずみ量の違 いは、
把手 が成形 され る以前ではほとん どな いが、把手が成形された後で は、伸び率比 βの大 きい0.15
のほ うが面ひずみ量 は小さ くな って いる。
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図4.3.16は、成形後の面ひずみ量hに およぼす しわ押さえ条件の影響を示 したものであ る。 し
わ押 さえ条件をあわわす量 と しては伸び率比 βを用 いた。 どち らの把手コーナー半径 においても
伸び率比が大 きいほど、面ひずみは小 さ くなって いる。すなわち伸び率比 が1LYy近いような しわ
押 さえ条件ほ ど面ひずみ を制御で きることが認め られf2。そこで、伸び率比 β=・0.15,一〇.14の
両条件で成形 されてい く時のX方 向、Y方 向の応力QX、 σYを 伸び率 φx、 φvか ら計算 し、
板面の応力比 σx/σYが ポンチス トロ_.クに伴 って どのように変化す るかを調べ 拒。その結果
を図4.3.17に示 す。 βが変 わ っても二軸応力比 σx/σyは 把手が成形 され る以前では、ポ ンチ
ス トロー クともに大 き くな り把手成形中 は一定値を示 している。把手成形中 の応力比 σx/σv
はβ=0.15の場合0.75であ り、 β=一 〇.14の場合0.3であ り、伸び率比 が大 きいほうが等二軸引
張 り状態に近 いことを示 して いる。図4.3.16、4.3.17の結果 を考 え合わせ ると、等二軸引張 りに
近づ けるような 、すなわち二軸荷重比 を大 き くす るよ うな しわ押さえ条件で成形す るほど面ひず
み を抑制で きることが結論づけ られ る。
3.5.2面 ひずみに与 え る材料特性値の影響
表4.3.2Liy示し拒 しわ押 さえ条件a(伸 び率比p=0.15)で、表4.3.3で示 し炬材料 を用 いて
ドアバネル を成形 し、面 ひずみ量 と材料の引張 り特性値 との関係を調 べIL。その結果 を図4.3.18
に示す。 この図 は面ひずみ量hと 、材料のn値 と降伏応力 σsの 比n/σsの 関係を示 し数もの
であ るが、四角板対角二軸 引張 り試験で認め られ彪結果 と同様にhとn/σsの 間には比較的 よ
い相関関係 がみ られ、n値 が大 きいほど、降伏応力 が小 さい材料ほ ど、面 ひずみが抑制 で きるこ
とがわか っ彪。
一方、他の実部品について、上記関係が存在 するかどうか を調べた。図4.3.19は、縦壁部 にボ
デ ィしわが発生 しやす いフロン トフェンダーパ ネル の、ポ ンチス トロークにともな うしわ高さの
変化(な じみ線図)を 色 々な材料 につ いて示 しだものである120≧このバ ネルでは、 しわ押 さえに
よって しわが発生 し、その後ボ ンチの進行に ともなって一度減少 してい くが、やがて しわは成長
段階 に入 り、下死点の手前30mmで最大 しわ高 さとなる。さらにポンチが下降 し成長 が進 むと、 し
わは消去過程 に入 り下死点で消去 され る。材料が変 わ ると しわの大 きさも変わ ることがは っき り
認め られ、下死点 ではしわを完全 に消去で きないものもある。そ こで しわの消去過程 にある下死
点手前20mm位置 での しわ高さ と材料のn/σsの 関係 を整理 した。その結果 を図4.3.20に示す。
しわ高 さとn/Qsに は強 い相 関関係がみ られ、 ここでもn値 が大 きいほど、降伏応力 が小 さい
ほど、 しわは抑制 され ることが認め られ る。
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3.5.3ド アバネル と四角板対角二軸引張 り試験 との対応
図4.3.16で示 した ドアモデルバ ネルのポ ンチ ス トロー クと、X方 向 とY方 向の応力 σx、 σv
の比 σx/σYの 関係 よ り、ブランクは主引張 り方向(Y方 向)が 変わ らずに引張 りを受けて最
終的 に面ひずみが発生 してお り、下死点での応力比は0.3～0.75である。そこでこの範囲の応力
比を四角板対角二軸引張 り試験のX方 向、Y方 向の引張 り力を変 えることに よって再現 させ、そ
の時のX方 向およびY方 向の平均伸び λx、 λYを 読 み取 り、伸び比 λY/λxと 弾性 回復後 し
わ高さの関係 を求め た。その結果 を図4.3.21に示す。平 均伸び比が大 きいほど、すなわち二軸荷
重比が大 きいほど、『しわ高さhは 小 さ くなってお り、 この結果は図4.3.16で示 した ドアモデルバ
ネルの面ひずみ量 と伸び率比の関係 と非常 によ く似炬対応 を示 している。
また、図4.3.18に示 した ドアモデルバ ネルの面 ひずみ量 と引張 り特性値(n/σs)の 関係に
おいては、伸び率比 は β=0.15であ り、 この時最終 的にはX方 向 とY方 向の応 力比 は0.75であ る。
そ こで、四角板対角二軸引張 り試験の二軸荷重比ART=o.75とし、 ドアモデル で用 いた材料 を
用 いて、平均伸び λx=1.5%まで引張 り、弾性 回復後の しわ高さを求め、図4.3.18で示 しだ ド
アモデルバネル の しわ高 さとの関係 を求めた。その結果を図4.3.22に示すが、両者には非常 によ
い正の相関開係 が認め られ る。
以上の2つ の結果か ら実部品の面ひずみ、ボデ ィしわ等の面形 状不 良におよぼす二軸負荷条件、
材料の引張 り特性値の影響 は、四角板対角二軸引張 り試験法で よ くシ ミュ レー トされてお り、 こ
の ことか らこれ ら面形状不良は四角板対角二軸引張 り試験 を行 うこ とによって早期 に影響因子を





















































































































平 均 伸び λYR(%)























(2)し わ 発生 条 件P沿=6.5kgf!mm2,λXG=1.0%









































平 均 伸 び λYR(%)
(2)pYG=6.5kgf/mm2,入xG=1.0%



































































































































図4.3.7負 荷 時 の しわ 高 ざ と.
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平 均伸 び λx(%)
図4.3.ll弾 性 回復 量 と平 均 伸び の関 係
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図4.3.22ド アモデル と四角板対角二軸 引張 りの関係
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A 17.3 32.G 44.9 0.一228 1.97
B 18.9 34.5 43.5 0.2`191.71
C Iz.S 29.? 50.Ci 0,235 2.19
D 25.1
L














a ?5d 無 有 0.51 3.3 0.15
h ?20 無 半分有 O.1G 3.3 0.05
c ?20 有 半分有 一〇.`LO 3.3 一〇.oc
d goo 無 無 一〇.45 3.3 一U.14
















5GO 無 有 0.51 3.30 0.15
530 無 半分有 0.51 z.z4 o.zs
530 有 半分有 0.51 1.52 0.33
510 無 無 0.5互 o.co 0.85
L=750mm一 一定
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A 23.4 36.9 37.? 0,206 1.84
N 23.3 3G.7 42.5 o.zza 1.51
幣"} 一
c 18.2 33.5 44.G 0,231 1.69
n 15.3 29.8 47.5 0,249 1.84
F 12.5

































































































(5)外 ダ イス刃 と内ダ イス刃の間隙に外周 が15。の傾斜 を持つポンチ刃 で、金属薄板の一
部 を押 し込みなが らせん断す るコ イニング式せん断加工法に よって、15。の傾斜 を持 っだ平坦 な
切 り口面が成形で きだ。 このせん断加工法の最適条件 は、ポンチ刃 と内ダ イス刃の ク リアランス
を小 さ くし、内ダ イス刃上面 を外 ダ イス刃上面 より下げ、 さらにポ ンチ刃斜面 と外 ダイス刃先 が
干渉 しない程度 にポ ンチ刃 ス トロークを大 き くす ることであ る。
(6)本 法で加工 ・製作 しだエアージxッ ト式織機の ウエフ トガ イ ドか らの空気 もれ観察、
風速分布測定の結果、慣用 せん断にてせん断後研削加工 によって15ｰの傾斜 を付けた製品 に くら




































































































トラック荷台サイ ドバ ネルの トップ レ,._.ル
A:カ'イド剖～
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